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カ ロ リ ー か ら ジ ュ ー ル へ

(国際単位系の採用)

理事 ・(財)日本産業技術振興協会畠1陰長 朝 永 良 夫
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昭和47年 に,工 業標 準調 査 会 は 日本工 業規 格(JIS)に 使 われ る計 量単位 に国際 単

位 系(SI)を 採 用す る方針 を決 定 し,既 に その 第一 段 階 として,従 来用 い られ て

い る非SI単 位 の後 に括孤 して相 当す るSI単 位 の値 を併 記す る改正 を終 った。 そ

して現 在 は最 終 的にSI単 位 一 本 に切 り換 える ため の 経過 措 置 につ き検討 中であ り,

その 技術 的指 針が 近 く決 定 され る運 び で あ る。

国 際単 位 系 は メー トル条約 に基づ く国際 度量衡 総 会 の勧 告 に よる一 貫 した単位 系

であ っ て,国 際 的 にはISO-1000,国 内で はJISZ8203の 規格 が で きて い る。S

Iは 一 つ の量 に対 して一 つ の単位 だけ を採 用す るの を原 則 として い る。 エ ネル ギー

関 係 で い えば,仕 事,エ ネル ギー,熱 量 の単位 はいず れ もジ ュー ル(J)と な り,

従 来 の単位 系 で用 いて い た熱 の仕事 当量(ノ)はSIで は必 要 な くなる。 カロ リー

(ca1)はSIか ら除外 され て い る。従 来暖 冷房 装 置 の能 力 をkcal/hで 表 わ して い

るの はW又 はJ/hに 切 り換 え られ るこ とに な る。 エ ネル ギー バ ラン ス表 等 の統 計

資料 に使 わ れ る単 位 の と り方 と問 題点 につ いて は,日 本 エ ネル ギー 経 済研 究所 の報

告 「エ ネル ギー 統計 情報 の体 系的 整備 につ いて の研 究」(昭 和53-3)の 中 に述べ

られ て い る。現 在 い ろい ろ なエ ネル ギー源 の 共通 単位 として はcalが 用 い られ て い

るが,SIに 移 行 した場 合 に はJで 表 示す る こ とに な る。 カロ リー は,「 カ ロ リー

不 足 」 とい うよ うな言葉 が あ るよ うに,馬 力 とか 尺 ・寸 と同 じ く普 通 名詞 として も

馴 染 み深 く使 われ て きて い るの で,そ の廃 止 に は 多少 の抵抗 が あ るか もしれ な い。

しか し単 に カロ リー とい って も15度 カ ロ リー,ITカ ロ リー,熱 化 学 カロ リー等 と

僅 か値 の異 った ものが あ って,単 位 と して は あい まい さを免 れ ない。 その点 か らい

って も熱量 の単 位 と して は ジュー ルー 本 にす る こ とが望 ま しい。EC諸 国 を始 め 多

くの 国 がSI採 用 にふ み きって い る今 日,わ が 国 で もこれ ら国際 的 な動 き をに らみ

なが ら,円 滑 に切 換 え られ る よ う国全 体 で努 力 すべ きで あ ろ う。

(と もなが よ しお)
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エ ネル ギー 問題 とわが 国経済

監事 ・日本興業銀行顧問 田 島 敏 弘

本稿は,昭 和57年11月10日 開催の当研究所第

3回 評議員会での講演速記をもとにして,著 者

に修正,加 筆していただいた ものです。

1.エ ネルギーを巡る環境変化 とわが国経済

1.1わ が国のエネルギー構造の特質

わが国 のエ ネル ギー を巡 る環境変化 と経済

というこ とで,ま ず話 を進め たい と思 います。

ご承知 の とお り,表1に 示 します ように,

わ が 国 は 自由世 界 で米 国 に 次 い で2位 のエ

ネルギー消 費国です。 この表 の 出所 は国連統

計 のOECD諸 国 のエ ネル ギーバ ラン スで し

て,百 万 トン単 位ですか ら,こ こにあ る数値

に1.16倍 す る とキ ロ リッター の数字 とな りま

す 。 この よ うに消費量が 多 く,し か も,表2

に 示す よ うに石 油依存度,海 外依存 度が非常

に高 くな ってい ます。 また,需 要部 門別のエ

ネル ギー消 費構 成 を先進諸 国 と比較 して示 し

表1先 進諸 国のエ ネル ギー 消費動 向

(石油換算:百 万t)

米 日 独 英

1978 1,857 357 273 212

1979 1,871 378 284 221

1980 1,809 372 272 202

(資 料)OECDエ ネ ル ギー バ ラン ス国 連 統 計 月報

たのが表3で すが,産 業部 門での消費割合が

非常 に高 く,民 生部 門のそれが非常 に低 い と

い うこ とがわが国 のエ ネル ギー消 費構 造の特

徴 であるこ とを,こ の表 は示 してお ります。

したが って,わ が 国の場 合,産 業部 門のエ ネ

ル ギー消 費のいか んが 国全体 のエ ネル ギー消

費 に非常 に大 き く関 連 して くる とい うこ とに

な ります 。

表2エ ネルギー源の石油依存度厘び

海外依存度

(単位%)

一次エネルギ

ーの海外依存

度C80年)

エネルギー源

中の石油依存

度C80年)

石油の海外

依 存 度

C80年)

日 84.1% 65.3% 99.8%

米 14.5 43.4 38.4

英 2.7 40.0 ▲O.7

独 54.4 47.9 96.4

f∠、 72.6 55.1 97.8

(資 料)OECDエ ネル ギー バ ラ ンス

表3各 セ クター別 エ ネル ギー消 費(1980年)

(単位%)

米 日 独 英

産業部門 30.9 55.5 38.1 33.!

運輸部門 35.6 21.4 21.2 25.1

民生部門 33.5 23.1 40.7 41.8

(資 料)OECDエ ネ ル ギー バ ラ ン ス

》

》
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現在,日 本のエ ネル ギー消費構造 は,石 油

エ ネルギーへの依存度 が非常 に高 い とい うこ

とで,こ れが 日本経済の弱点になっています。

しか し,か っての高度成長期 には 日本 の産業

は石 油の方へ どん どん シフ トして,い わゆる

エ ネル ギーの流体 革命が定着 したわけ です 。

その結果,非 常 に弱い体質 を作 りま したが,

逆 にいい ます と,わ が国が現 在の よ うな経済

大 国になれ た大 きな原 因の一 つには,安 い原

油 をフル に使 った こ とが あ るので はないか と

思い ます。

ところで,最 近は非常 にオ イル ・グラ・ソト

とい う世 の中にな りま して,大 きな環境 変化

に直面 してい るわけ です が,こ の場合 に も適

切 な対応 を行 って経済基 盤 を強 くす る とい う

ことが非常 に大 きな命題 に なってお り,同 時

に なん とか うま くい くのでほ ないか と期待 し

て いるわけです。

1.2オ イル ・ショック後の環境変化

そこで,オ イル ・ショッ ク後の環境変化 と

い うこ とで,こ こ10年 程 の 原油価 格の推移 を

示 した図1を み て下 さい。1973年 と79年 と二

度 のオイル ・シ ョックをはさんだ丁度10年 間

で原油価 格は約15倍 ぐらいに上 が りま した。

第一次 の石油危機 前,つ ま り72年 以 前 では,

ス ポ ッ ト物で いい ます と,バ レル当 り1ド ル

20セ ン トぐらいで もなか なか 売れ なか った と

い う状態で したが,そ の後図に示すよ うな勢 い

で二 回の石油危機 を奇 貨 として,OPEC諸 国

が値上 げ したわけです。 その結果,世 界経済

が現 在の よ うな非常に長期 にわた る不 況に陥

ら ざる をえなか った,ス タグフ レー シ ョンの

長 引 く基に なった訳 です。

こ うい う環境 の激変 で,世 界的 にエ ネル ギ

(ド ル/バ ー レル)
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図1原 油 価 格 の 急 騰

一需給 に大 きな変化 があ らわれた こ とは当然

ですが,そ の変化 を一言 でいえば石油 を中心

とす るエネル ギー 消費の鈍化傾 向 とい うこ と

です。 表4と 表5と でエ ネル ギー消 費の動 向

と経 済成長率 との関係が うかが える と思い ま

す。特 に,第 二次 の オイル ・シ ョック後世 界

的 にエネル ギー消 費の構造 変化がみ られ,こ

れが 急激に石油 の消費減退 をもた らした こ と

が,こ れ らの表 か ら分か りまし ょう。

変 化 の 第一 は,省 エ ネル ギー の進 展 で あ

り,そ の第二 は,各 国の脱石 油化 の努 力 と石

油代 替エ ネル ギーの導 入です。表6に 各 国の

省エネル ギー 及び石油代 替エ ネル ギー供給 の

状 況 を,1981年 に つ いて示 しま した。表 に示

す ように,消 費原単位 は依 然 として縮少 しつ

つ あ ります し,代 替エ ネル ギー の供 給 量がふ

え る とい う状 態が続 いてお ります 。 こ うい う

点に加 えま して,わ が国で特 に顕 著にみ られ

ますの は,産 業構造 の転 換 で して,こ れが素

材 産業 に非常 に大 き く現 われ てい ます。つ ま

3



表4 先進諸国の経済成長率及びエネルギー消費の推移

'74 '75 '76 '77 '78 '79 '80

経

震
艶

OECD 0.9 ▲0.4 4.9 3.7 3.8 3.4 1.3

(内)米 国 ▲O.6 ▲0.9 5.4 5.4 4.4 2.8 ▲0.1

(内)日 本 ▲1.0 2.3 5.3 5.3 5.0 5.5 4.4

工消比

腐
塵

OECD

1

▲2.3 ▲2.8 5.0 ▲0.3 3.9 1.9 ▲3.1

(内)米 国 ▲2.7 ▲2.6 5.1 2.0 2.9 0.6 ▲3.8

(内)日 本 0.9 ▲4.0 4.1 0.6 2.2 1.4 ▲1.9

石 対ユ

油 犀

消 些

費 怨

OECD

1

▲4.9 ▲3.7 6.4 2.0 2.3 0.1 ▲7.8

(内)米 国 ▲4.3 ▲2.2 7.3 5.4 2.7 ▲2.4 ▲8.9

(内)日 本 ▲3.4 ▲5.8 4.1 2.4 1.2 0.8 ▲9.1

(資料)BP統 計等

表5 各 国 の エ ネ ル ギ ー 動 向(1981年)
(単位%)

項 目 エ ネ ル ギ ー 消 費

実質経済成長率 石 油消 費増 加率

国 名 増 加 率

ア メ リ カ 2.0 ▲2.4 ▲4.4

日 本 3.0 ▲!.7 ▲5.6

西 ド イ ツ 0.3 ▲4.2 ▲10.3

イ ギ リ ス ▲2.2 ▲4.0 ▲7.7

フ ラ ン ス 0.3 ▲0.6 ▲9.6

イ タ リ ア ▲0.2 ▲1.4 ▲2.5

(資料)資 源エネルギー庁資料より

表6 各国の省エネルギー及び石油代替エ ネルギー供給の状況(1981年)

項 目 エ ネル ギー 消 費 原 一単位 石油代替エネルギー供給量 (参 考)

国 名 (原 油換 算kゼ/GDP百 万 ドル) 順 油換算百万kり 石油依存度(%)

ア メ リ カ 1,140(▲4.3) 1,251(0.6) 41.1

日 本 627(▲4.7) 152(6.1) 63.4

西 ド イ ツ 616〔 ▲2.5) 167〔1.6) 45.4

イ ギ リ ス 937(▲1.4) 143(▲1.5) 38.1

フ ラ ン ス 552(▲0.7) 105(11.8) 52.8

イ タ リ ア 730(▲0.7) 57(0.8) 66.4

(資料)資 源エネルギー庁資料より

(注)括 孤内は対前年比増,減(▲)の%。
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り,エ ネル ギー価 格が非常 に上 が ったため,

エ ネル ギー をあ ま り使 わない組立加工産 業が

好況で あったのに反 し,エ ネル ギー 多消 費型

の素 材産業が極端 に不振 であ るとい う構 図が

明確 に浮 び上 が って きてい るとい うのが,昨

今 の 日本経 済の姿です。要す るに,非 鉄 金属,

化 学,紙 パ ルプ,繊 維 といった産業が 非常 に

不 振に陥 ってい ます。一時 的 なもの もあ りま

す が,構 造 的な もの もか な り多い とい うこと

です。一一方,自 動 車 とか工 作機械,電 機,電

子 等の いわゆ る組立産業 は比較的好 況です。

しか し,こ れ らの産業 も最近 の世 界の不況に

よ り,輸 出が頭 打 ちにな り,あ るいは貿易摩

擦 を引き起 してい るこ とは,ご 承知 の とお り

です。

も とよ り世 界経済 の潮 流に沿 って しか 日本

の経済 も動 けないわけ で,日 本経済 の構 造変

化が進む のは当然で あ り,必 要 なこ とです。

しか し,急 激に素材産業 が不況 になってい る

こと,一 これが またエ ネル ギー消費 の縮少 を

きた しているわけですが一素 材産業 が基盤 を

弱めて い くとい うこ とは,長 期的 にみ ると,

わ が国経済 の体 質 をむ しろ危 くしてい る面 も

あ る とい うこ とで,エ ネル ギー消費 の減 った

ことが良 いこ とだ と必 ず しも手離 しで喜 べ な

い状態 になってい るわけです。特 に組立加 工

産 業が新 しい展開 を しなければ な らない とい

う,い わゆる先端技術産業 に これか らだんだ

ん重点 を移 していか なければ ならない とい う

時には,や は りその基 にな る良質 な素 材の供

給が前提 にな って,は じめて順調 活発な展開

が期待 で きるわけ ですか ら,素 材産 業 とい え

ども決 して軽視は で きない と思 います。

現 在,エ ネルギーの供給 は余 ってい ます。

しか し、 わが 国の経済 に とっての課題 は,依

然 としてエ ネルギー構造 の強化 省エ ネル

ギー とか石油代 替エ ネル ギー 開発は これ まで

成果 を挙げ ま したが,さ らに一 層推進せ ねば

な りませ んが一一 と並ん で もう一つの大 きな

問題 として素材産 業 をいか に して活性化 して

い くか とい う問題 があ ろ うか と思い ます。 ジ

ャー ナ リステ ィックな言説 に よ ります と,素

材産業 は面倒 だか ら全部やめ て しまって,外

国に依 存 した らよか ろ うとい う説 もあ ります

が,な か なか そ っは いか ない とい っこ とで,

以 下 少 し く素材産 業の現状 と課題にふれ たい

と思 い ます。

2.素 材産業の現状 と課題

2.1素 材産業の現状

先程 もふれ ましたが,素 材産 業の不振 の概

況 を示す一つ の指 標 として図2に 生産指数 の

推移 を掲 げま した。製造業 全体 が真 中の実 線

で示 されて お り,素 材産業 はその下 のほ うに

一 点破線 で示 されて います
。上 のほ うの点線

は加工 組立産業 ですが,二 極 分化が著 しい こ

とをこの図 ははっ き り示 してい ます。 図の一

番右側 の昭和56年 度の ところ をみ ます と,昭

和50年 二100と した 指 数 で,組 立加工産業は

約200(2倍)に なっていますが,素 材産業 は

下 のほ うで,55年 の 第1四 半期に過去 の ピー

ク(48年)に 漸 く戻 った もののその後低迷 し

てお ります。 これは需要が 非常に不振 であ る

とい うこ とで,不 良在 庫 が依 然 として残 って

お り,一 部 産 業 は構 造 的 に不 況 に陥 って い

て,あ る程度縮 少均衡 を図 らなけれ ばな らな

い状況 になってお ります 。

素 材産業 の不振 を示す もう一つの指標 とし

て,表7に 主要産 業の収 支動 向 を示 しま した。
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(季節調整済 昭和50年 二100)
220

200

180

160

140

120

第一次石 油危機

　

ヘ

ク

＼

、

、

　

　
へ

匙些
ー
'紳∠ノ

"

、

、

、 、、

!
/
!
!
!
!

!一 一 一一'
!!

ノ ノ//

!!
!,1亀 、 、/
ノ,!、'

第2次 石油危機

加工 ・製造産業

＼//'

ノ/
!/'!

/!/

//
ノ!
⊆⇒

製造業計

一一,爆
ノ 　

疹 ＼ 一,
基礎素材産業

220

200

180

i60

140

120

iOOiOO

。L一 ゴ。
234234

昭48年49

234234123412341234

5051525354

図2生 産 指 数 の 推 移

(資料)昭 和50年 基準鉱工業指数

23423
　

5556

,

表7主 要産業の収支動向

(単位 億円)

鉄

ア ル ミ(

石油精製(

石油化学(

紙パルプ(

自 動 車(

電機電子(

$岡(主 要5社)

6

26

7

8

-

〔
」

1

9
0

55年 度

4,676

298

2,960

593

229

6,169

7,307

56年 度

3,910

▲593

▲3,327

▲241

93

6,456

8,300

57年 度

1,500

▲800

▲3,900

▲351

277

7,050

8,600

表 に示 され るよ うに,業 界の規模 か らいい ま

す と一 番不振 な産業 はアル ミで,57年 度 業 界

全体 で800億 円 の赤 字が見込 まれて います。

石 油精 製 も,円 安 の直撃 を受 け,ま た,設 備

が過剰 で,そ の うえ業 界が複雑 かつ過 当競争

体質 にな っているため,な か なか値上 げが 通

らない とい うことで,57年 度 には3,900億 円 の

赤字予 想 となってい ます。石 油化学 も相 当の

部分が赤字 に転落 してい ます。紙 ・パ ルプは

設備過剰 とは い うものの比較的傷 は浅 く,構

造的 とはいいに くいが,や は り不振 です。 こ

の よ うに,自 動車,電 機,電 子産業 が好況で

あ ったのに比べ て,極 めて対照 的な状況に あ

ります。 そ うは い うものの 自動車や電 機,電

子 も油 断はで きませ ん。VTRと か 家庭 電器製

品の輸 出ス トッ クがた ま り,非 常 に不振に な

っている とい う状 況が最 近現 われてい ます。

まだ非常 に高 い水準 にあ る とい うこ とも事 実

です が。

以上,素 材産業不 振の概況 を述べ ましたが,

次 に,素 材 産業 の問題点につ いて,ま ず供給

サ イ ドか らふれ てみ よう と思 い ます。 この面

での第1の 厄介 な問題は,当 然,エ ネル ギー

コス トの上 昇 です 。エ ネル ギー コス ト上昇の

実態 を示す もの として表8を 掲 げ ました。昭

和47年 度 と56年 度 とを比較す る と,原 油の平

⊃
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表8エ ネルギー ・コス ト上昇 の実態

47年 度 50年 度 56年 度

原油輸入価格($/b)

ナ フ サ 価 格(千円/kの

大 口電力料金(円/贈h)

2.57

6.40

3.55

12.05

26.20

7.46

3824

58.50

14.71

均 的な価格 は約15倍 に なってい ます。 この10

年 間で15倍 に もな った物資 は,石 油 危機 以前

には なか ったわけで,こ うい う無茶苦茶 な こ

とをOPECが や った結 果,そ れが世 界的に も

)ま た 躰 にも大きな不況へのインパ クトを与

えたわけ です 。さて,同 様 にナ フサ 価格 は9.1

倍,電 気料 金(大 口料 金)は41倍 と上 が っ

てい ます。

この よ うなエ ネル ギー コス トの上 昇に よ り

素 材産業 全体 の コス トが上 昇 し,そ のため非

常に苦境に陥っているわけですが,エ ネルギー

コス トの 占め る比率 の大 きい産業 が,特 に コ

ス トの上昇率 が高 い とい うこ とは当然です。

図3は エ ネル ギー コス ト比率 と総 コス ト上昇

率 との相関 を,産 業 を グループに大 き く分類

して図示 した ものです。 図の注に あ ります よ

うに,石 油系には石油化学,化 学繊維,合 成

樹 脂,プ ラスチ ック産業 が含 まれ,電 力系に

はアル ミ精錬,合 金鉄,カ ーバ イ ド,ソ ー ダ,

電 気亜鉛 とい った産業が属 して います 。図に

示 され るよ うに,一 番上 に石油系が とび上 が

ってお り,電 力系 も上 のほ うにあ ります 。つ

ま り,こ れ らの グルー プに属す る産業 ではエ

ネル ギー コス トの上昇率 が非常 に高 い もの で

す か ら,国 際競争力が低 下す るこ とを免れ え

なか ったわけです。 その結果,輸 入が増 え,

輸 出が減 る とい うこ とで悪い影響 を与 えられ

た とい うこ とです。

策三の 問題 として は,他 の産業 で もそ うで

すが,素 材産 業は特 に過 当競争体制 で,企 業

が乱立 してい るとい うこ とが挙 げ られ ます。

この こ とは 日本経済 におけ る産業 の特 質で,

企 業が乱立 してお互 いに足 を引張 りあい なが

ら,そ れが 高度成長期 には比較的推進 力に な

' ＼
ノ

総 コス ト上 昇率(55年/54年)
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図3エ ネル ギー コス ト比率 と総 コス ト上昇率 との相関

(注)石 油系:石 油化学,化 学繊維,合 成樹脂

エネルギーコス ト比率

(54年)

電 力 系:ア ル ミ製錬,フ ェ ロア ロイ,カ ーバ イ ド,ソ ー タ,電 気亜 鉛

(資料)昭 和54年 産業連関表(延 長表)等
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ったのですが,石 油ショック以降需要が低迷

している時代になりますと,悪 い面だけが非

常にあらわれてきて,そ の結果非常な苦境に

陥るというわけです。その間,独 禁法が外国

の もの真似でできましたが,い ったんできて

しまうと非常に独 自の動きをして,世 界でも

稀な過当競争社会で独禁法がいろいろの面で

活躍 しているわけで,甚 だ もっておか しな現

象を呈 しているわけです。要するに競争を制

限 して悪い結果がでるのを止めるのが独禁法

ですが,過 当競争社会に独禁法が同 じような

原理 をあてはめるということは非常におか し

なことです。いずれにして も過当競争体質で

お互に潰 し合 いをや って苦境にあるとい う

点は,ま た別の問題として今後なん とか直 し

ていかなければならない問題です。以上が供

給サ イドの問題点です。

次に需要サイ ドの問題にふれたい と思いま

す。表9に 主要素材産業の設備稼動率の推移

を示 しました。オイル ・ショックを境にまず

内需が低迷したということで経済成長率が鈍

化 したのは止むをえません。マイナス成長ま

で落ちこんだ後で5%ぐ らいの輸出増による

成長が続きましたが,最 近では2～3%台 の

成長にまた落込んでいます。素材産業はおお

むね内需への依存率が非常に高いものですか

ら,特 に内需が低迷 したということの結果,

図9主 要素材産業の設備稼動率推移

48年 度 53年 度 57年 度上期

鉄 鋼 94.5% 73.0% 69.1%

紙 パ ル プ 91.6 75.8 74.8

石 油 化 学 8!.5 76.4 62.0

石 油 精 製 89.7 72.3 53.7

ア ル ミ 86.3 62.3 44.6

素材産業 が非常に低操業 に定着 して しまって

い る とい う状 態が,こ の表か ら うか がえ る と

思 います 。鉄鋼 を とってみ ます と,57年 度 上

期 には69.1%で す が,最 近は65%ぐ らいに な

ってい ます。新聞 な どに よる と60%割 れ とい

う数字 もあ ります が,こ れ は公称能 力の とり

方 の相 異に よる もので,公 称能 力 を年産1億

5,700万 トンに とって い ます 。表9で は1億

4,500万 トンで計算 して います 。紙 ・パ ルプは

同時期 で74.8%,現 在 は73%ぐ らいに落込 ん

でい ます。石油 化学 も現状 は表 に示す よ うに

62%で す が,最 近 は さらにそれ を割 ってい ま

す 。石油精製 にい たっては53.7%の 稼 動率 と

なって います が,極 く最近 の数 字で は,さ ら

に低 く50.8%と い う状況 です。アル ミも44.6

%ま で 落 ちてい ますが,さ らに最近 では,こ

こに示 してあ りませ んが,402%ぐ らいに落

込 んで います 。 こ うい うこ とで,資 本 費その

他の負担が非常 にかか って きて,皆 赤 字に苦

しむ とい うような状態 にな って います 。それ

か ら値段が上 が らない し,海 外か らの輸入圧

力で非常 に苦 しん でいるわけです。

需要サ イ ドの次 の問題点は,需 要 構造が変

化 して きた とい うこ とです。素材価 格が オイ

ル ・シ ョックの結果相 当上 が りま したので,

ユ ーザー としては,や は り節約 にこれ努め る

とい うの もまた 当然 で して,こ れ が また原単

位の改善 その他に なって,一 そのこ と自体は

非常 に良い こ となのです が一 素材 の需要減少

をひきおこ し,素 材産業 には非常 に辛い こ と

に な りま した。

素材 の原単位の変化 を表10に 示 しましたが,

原 単位 の改善 が組立加工産 業 で非常 に著 し く

あ らわれてい ます。従 来,素 材 につ きまして

は,重 厚長 大 といわれてい たのが,軽 薄短小

とい うこ とを一義 とす るとい うこ とで,す べ

ての ものにお いて軽 くて,薄 くて,短 くて,

8
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表10素 材原単位の変化

53年 54年 55年

組立加工産業

素 材 産 業

13.4%

39.9

13.1%

39.9

12.6%

39.4

(注)生 産に占める素材投入比率

小 さい もの を狙お う とい うのが大勢 で した。

その結果,素 材 の需要が減 少す るこ とにな り

ま した。

第三の問題 点は,仮 需要 がはげ て きた とい

》 うことです.オ イ・い シ ・ックによる石油価

格 の上昇期 には,い ろいろ思 惑が あ り,需 要

がかな り増 えてい ます。 買いだめ を した りし

て,そ の結果,相 当の在庫 を抱えた ところが,

そ の後,需 要減 少で これが 非常 に悪 質の過剰

在庫に なって しまった とい うこ とです 。

＼

.
ノ

2.2個 別産業の現況とエネルギー価格の上昇

以上 に挙 げた よ うなこ とが,素 材産 業が苦

境に陥 った大 きな原 因ですが,こ れ らの現 わ

れ方は素材産 業の 中で も業 種に よって異な っ

てい ます ので,個 別産業 の現況 をエネル ギー

価格の上昇 とあわせ て,次 にみ てみたい と思

い ます。

表11に 産業 別エ ネル ギー原単位 の推移 を指

数で示 しま した。 この表 で,鉄 鋼,セ メン ト

の グルー プは主 として石 油 を熱源 として使用

表11産 業別 エ ネル ギー 原単位の推移

(48年度=100)

エ ネルギー原単位 石 油原単位

54年 度 55年 度 54年 度 55年 度

鉄 鋼

セ メ ン ト

石 油 化 学

ア ル ミ

90.5

83.1

80.3

92.2

88.0

79.1

73.8

90.0

61.3

80.2

86.6

一

43.0

31.8

84.2

一

していた産業 です し,し か も産 業 の特 質上比

較 的石 炭転換 が容 易であ りますの で,急 速に

石炭転 換が行 われた わけ です 。鉄鋼 でいい ま

す と,省 エ ネル ギーの ため の生産 プロセ スの

開発に石炭転換 を中心 として成功 しま した し,

さ らに連鋳(連 続鋳造設備)比 率 が70%と 世

界で も最高 にな った とい うよ うなこ とであ り

ます。また,セ メ ン トで はNSPキ ル ンの導 入

もあ って,そ うい う面か らのエ ネルギー節約

も行 われ ま した。石油消 費の原単位 を鉄鋼 に

つ いて いい ます と,1ト ン当 り重 油消費量が

昭和48年 頃には58リ ッ トルだ ったのが,最 近

では1リ ッ トル ぐらい,58分 の1に 減 って し

まってい ます。セ メ ン トにつ いては,石 炭転

換が90%を 超 えて い ます 。従 って,48年 頃 に

比べ ます と,約10年 で 年 に700万 キ ロ リッ ト

ル ぐらいの石油節約 に成功 しました。 また,

先 程ふれ たNewSuspenslonPreheaterの 普

及に よ り省エ ネル ギーが非常 に うま く達 成 さ

れ たわけです。

そこで,エ ネル ギー コス トの上 昇率 も鉄鋼

などは非常 に低 く,第 二次 のオ イル ・シ ョッ

クによるエ ネル ギー コス ト上 昇な ど も比較 的

軽 く済 んだわけ です 。54年 度 と55年 度 のエネ

ル ギー コス トの上昇率 が表12に でて い ます が,

鉄 鋼 系は素 材産業 の 中ではその上昇率 が一 番

軽微 で した。 しか し,鉄 鋼 系は,国 内の需要

が素材産 業の 中では比較的堅 調で したが,最

表1255年/54年 エ ネル・ギー ・コス トの上昇率

素 材 産 業 13.06%

石 油 系 23.86 (簸縮 化学雛)
電 力 系 21.59 (ア ル ミ地 金,ソ ー ダフ エロetc)

鉄 鋼 系 11.19 (鉄鋼圧延)

組立 ・加工産業 4.24

9



表13ア ル ミ製錬電 力 コス トの国際比較

1 電 力 ソー ス 日 本 米 国 カナダ

石 油

水 力

石 炭

天 然 ガ ス

76%

12

12

}

2%

41

39

18

一

100%

一

一

電 力 単 価
(円/贈h)

16～17 4～5 1～2

トン当 り電 力費

(千 円)
240～255 60～75 15～30

近 は世 界の不況に よ り稼動率 が さ らに落 ちて

相 当厄 介な状態に なってお ります 。

次 に,表13に 示 しましたが,ア ル ミ製錬,

フ ェロシ リコンの グループにつ いてみます と,

これ らは電 力 を経 由 して石油 を消 費 して いる

といいます か,電 力 を原料 に してい るわけ で

すが,電 力の コス ト高で国際競争 力 を失 うと

い うこ とが極め て急速に現 われて きたわけで

す。 この表 に よ ります と,日 本 の場 合 には,

石 油 だ きの共同 自家 発な どを含め 石油 による

電力へ の依 存が76%,水 力 は12%し か あ りま

せ ん。米 国は水力41%,石 炭 一 ア メ リカの国

内では極 めて安 い石 炭 を大量生産 で供給 して

います が一39%,天 然 ガスー これ も非常 に安

いのです が一18%と い う構成 です し,カ ナ ダ

は全部 水力依存 で,こ れ も非常 に安 い。表 の

下段 に電 力単価が でてい ます が,kWh当 りカナ

ダの場合1～2円,米 国の場合 には,石 炭 だ

き,水 力等 を含め て4～5円 とな っています。

それに対 し,日 本 のアル ミ製 錬での 中心 であ

る共 同 自家発 の平均 コヌ、トは16円50銭 です 。

従 って,地 金 トン当 りの 電 力費 は,日 本 が

24～5万 円 なの に対 し,カ ナ ダ は1万5千 円

ない し3万 円 と,10倍 あ るいはそれ以上 の格

差 があ る とい う状 態 ですか ら,到 底 国際競争

力 を確 保で きるわけが あ りませ ん。 なお,ア

ル ミ地 金の電力使用 原単位は,動 力用電 力ま

で含め て トン当 り1万5千kWhと い うのが,

新 鋭 設備 の現状 です 。フェロシリコンの場合,

電 力使 用原単位 は トン当 り9千kWhで す が,

特 にアル ミは 国際競争 力 を失 って しまって現

在の よ うな惨状 を呈 す るに至 りました。

そこで,ア ル ミについてア メリカとか カナ

ダか らくる安 い輸 入地 金にお されてい る状況

を表14に 示 しま した。地金の輸 入は昭和56年

度か ら急速に増 え ました。 その中で一番 多か

ったのは米国からで鰍57年 度に1ま各国か ○

ら合計 で125万 トン ぐらいの輸 入が予測 され

てお り,国 内生産 は30万 トン ぐらいに減 って

お ります。企業収 支 として は,各 社合計 で,

800億 円 以上 の年 間の経常赤字 がで る とい う

状 態です。

表14ア ル ミ地 金輸 入の推移

(千 トン)

54年 度 55年 度 56年 度 57年 度

地 金 輸 入

メーカー在庫

国 内 生 産

企業収支(億円)

678

75

1,043

250

862

245

1,038

298

1,062

268

665

▲649

1,250

230

306

▲800

昨年,産 業構造 審議会 ではアル ミ産業 を ど

うす るか とい うこ とで,部 会 を盛んに開 きま

した。私 もその メンバー で出席 して いたので

す が,そ の前 の産 業構造 審議 会で設備能 力 を

110万 トンに 減 ら して い る の に加 えて,設 備

の スクラップ化 と凍結 によ り,こ れ を70万 ト

ン ぐらい に減 らそ う とい うこ とで検討 を進 め

て きました。す なわ ち,将 来の需要 の うち3

分 の1ぐ らいはせ めて 国産 で賄 うこ とが安 定

供給の ため に必要 である とい うこ とで,昭 和

60年 度 の需要 量の3分 の1を 自給 で きる設備

●
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能 力 として上述 の数字が だ された わけです。

ところが,現 在,国 内生産 は30万 トン を切 る

よ うな状態 になって います 。 これ に対す る対

策 として は,昨 年10月 か ら電 気料金 の軽減措

置 をいろいろ考 えて,kWh当 り1～2円 の低

下 に なったわけです。 それか ら関税 の免除,

これは製錬会 社扱 いの輸 入地金40万 トン分 に

ついて関税 を免除す る とい うこ とをや りま し

た。 しか し,こ の程度 では とて も間に合い ま

せ んで,前 述の800億 円 の赤字が でて きて い

》 る訳 一(・,結局業 界を大幅 に縮・j・す るほか仕方

が ないで しょう。

次 に,石 油化学,塩 ビとか化学 肥料の グル

ー プに関連 して
,石 油化学原料 の国際比較 を

表15に 示 します。 い ま挙げ た業種 は石油,い

わゆ るナフサを主 として原料 としています が,

北 米 の天然の ス系化学 との問 にエチ レンの価

格差が非常 にで きて きてい る とい うこ とを表

は示 してい ます。エ チ レンの原料 は,日 本 で

はナ フサ が90%を 占めて います が,米 国では

天然 ガ スか らのエ タ ンが主 で50%,さ ら に

LPGが20%,こ れ もか な り安 いのですが,こ

の ほか分解 軽油 を クラッキン グして使 ってい

5,る のが15%と い う原料構 成 になって います 。
/

カナ ダでは天然 ガスか らのエ タンが35%,ナ

フサ は65%で す が,こ れ もカナダの場合 には

特別価格 で非常 に安 くなってい ます。 その結

表15石 油化学原料の国際比較

エチレン原料構成 日 本 米 国 カナダ

エ タ ン

LPG

ナ フ サ

軽 油

0%

4

96

0

50%

20

15

15

35%

0

65

0

エ チ レ ン 価 格

(円/kg)
170 110～130 70

果,エ チ レンの価格 は,表 の下段 に示す よ う

にkg当 り日本が170円 で あ るのに対 し,米 国

が110～130円,カ ナ ダが70円 となっていて,

こ の ままでは とて も太 刀打 ちで きない,い わ

ゆ るポ リオ レフ ィン系の通常 の製品で は,と

て も太刀打 ちで きないわけ です。 その ため,

エ チ レン系の中間材料 の輸 入が非常に増 え,

ま た東南 ア ジア に従 来でて いた 日本の ポ リオ

レフ ィンの市場がす っか り侵 食 されて後退 し

て います 。

表16は 石油化学 製品別輸 入の推移 を示 して

い ます。例 えば,ス チ レンモ ノマー(SM)

で す が,57年 に輸 入は17万 トンで大部分 は米

国か らです。エ チ レング リコール(EG)で

は9万 トン,こ れ は大体 カナダか ら きてい ま

す。 ア ク リロニ トリル(AN)は 米 国か らが

主 で7万 トン ぐらい になってい ます が,急 増

傾 向にあ ります 。 エ チ レ ンダ イ クロ ライ ド

(EDC)は 米 国 とカナ ダか らで18万 トン,塩

ビポ リマー(PVC)は9万 トンで米 国か らだ

け でな く,韓 国,台 湾か らもか な り輸 入 され

てい ます。

表16石 油化学 製品別輸 入の推移

(千 トン)

53年 55年 57年

生 産 1,122 1,144 1,100
SM

輸 入 29 109 170

生 産 630 492 390
EG

輸 入 24 81 90

生 産 609 469 480
AN

輸 入 3 63 70

生 産 1,837 2,060 1,690
EDC

輸 入 193 202 180

生 産 1,204 !,430 1,135

PVC
輸 入 32 35 90
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表17東 南ア ジア市場 におけ る 日米

シェアー の変 化

(%)

1978 1979 1980

日 93% 84% 40%
AN

米 7 16 60

日 94 94 81
EG

米 6 6 19

日 37 19 2
SM

米 63 81 98

日 85 82 37
PVC

米 15 17 63

日 67 54 40
PS

米 33 46 60

日 78 34 21
PP

米 22 66 79

日 77 49 46

HDPE
米 23 51 54

東南 アジアで,日 本 の輸 出が敗退 して いる

状 況 を表17に 示 しま した。表 は 日本 と米国 の

東 南ア ジアでの各品 目毎 の シェアの変化 を示

した もの です 。例 えば,ア ク リロニ トリル で

す と,1978年 に は 日,米 の比率 は93%対3%

で あ ったのに対 し,1980年 に は米 国が6割 を

占め,日 本 は24%と 逆 転 して います 。エチ レ

ン グ リコー ルは まだ比較 的 よい方 です が,ヌ 、

チ レンモ ノマー に いたっては,日 本 は殆ん ど

潰滅状 態 で,米 国に とって代 わ られ た とい っ

て よい で しょう。また,塩 ビの ポ リマ ー(PVC)

は4割 弱 になって しまい ました し,ポ リスチ

レ ン(PS)も 同 様 です。 さらに,ポ リプn

ピ レ ン(PP)は20%に,ハ イデ ンシテ ィー

ポ リエチ レン(中 低圧 ポ リエチ レン;HDPE)

は46%に 後 退 してい る とい う状況 です 。今後

も一 部 を除 き一 比 較 的競 争 力 の あ る のはP

PとHDPEと で すが一 輸 入圧 力 は今 後 さらに

高 まるで あろ うとい う見通 しです。 しか し,

い わゆ るポ リオレフ ィン及びその誘導体 につ

いては,ア ル ミほ ど潰滅的 にはや られ ていな

い,つ ま り,天 然ガ ス系 のシ ェアが アル ミに

おけ る水力 発電 ほ ど高 くはない とい うこ とで,

国 際競 争力 にアル ミ程格差 はないわけ です か

ら,ま だ なん とかや ればや りようは あります。

す なわ ち,大 量生産 の一般 品では とて も太 刀

打 ちで きませ んか ら,も う少 し比較的複雑 な

デ リバ テ ィブ をつ くって い くとか,製 品を高

度化 して い くよ うな努力 をす る余地は あるわ

け です 。一 にかか って技術開 発力に依存す る

わけです。

それか ら,企 業努 力 をす る と同時に政策 の

支援 も若干 あ りま した。例 えば,ナ フサ は非

常 に高いの で,特 に ヨー ロ ッパ に比べ て も高

いのは困 る とい うこ とで,国 産 ナ フサ の価格

を輸 入ナフサ の価格 プ ラス2,000円 の 国産 メ

リッ トをつけ,さ らに横持 ち費用 として900円

加 えた値段 に しま した。900円 と い うの は石

油税1,800円 の 半分 だけ,-58年 か らゼ ロに

す る とい うこ とです が一 とい う意 味で,ナ フ

サ の値段 を大体 ヨー ロ ッパ並み にす る努 力だ

け は行 われ ました。 しか し,そ れだけでは う

ま くや っていけ そ うもあ りませ ん。石 油化学

あ るいは化学工業全体 では産業 の規模 が非常

に大 きいわけです し,し か も石油化学 は今後

千変万化 の発展 を しなければ な らぬ ところ も

あ ります ので,そ の浮沈が 日本経 済に大 きな

影響 を与 え る恐れ があ ります。従 って,こ の

産 業 をなん とか しなければ いけ ない とい うこ

とで通産 省の産業構 造審議会等 で,そ の対策

をいろいろ練 ってい ます。最近,四 グルー プ

化案 な どとい うの を通産省が考 え,ま たこれ

につ いての調査 団が派遣 され た りして いて,
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段 々 といろいろな方策が でて くるだ ろ うと思

い ます。

2.3素 材産業活性化のための政策上の課題

そ こで,最 後に,こ れ までに述べ て きた よ

うに衰退 しか か って いる素材産 業 はいった い

どうすべ きか,要 す るに素材産 業活性化 の政

策 課題 につ いて考 えてみ たい と思 い ます 。

素 材産業 は非常に大 きな分 野で あ ります し,

また将来重要性 を依然 として もつ分野 ですか

、
タ ら,活 性化 していか なければいけ ない とい う

よ りも,な ん とか生 き残 りを図 っていかなけ

れば ならない とい うこ とだ と思 います 。何故

素 材産 業が 必要 か とい うと,こ れ をすべ て外

国に依 存す る ことになれば,価 格,供 給の安

定が図れ ない とか,輸 入す るに して もバ ー ゲ

ニ ング ・パ ワーが な くなって しま うとか,と

い ったこ とにな ります。 さ らに もうひ とつ に

は,技 術連 関 とい う問題 があ って,技 術的 な

基礎が あ りませ ん と,組 立加 工産業 に寄与す

るこ とが で きな くなって しまいます。 組立加

工産業 も,従 来は良質 で安 定的 な素材 の供 給

に よって,こ れだけ伸 びて きた面が あ ります

〉 か ら,さ らに組立加工産業 の性能 の向上 あ る

いは新規分 野へ の進展 とい うこ とを考 えます

と,や は りあ る程度 の核 にな る もの とそれ だ

けの技術 開発力 を残 してお きませ ん と,日 本

全体の産業 のバ ランスが非常 に悪 くな る,こ

うい うこ とだ と思 います 。

もちろん,企 業 も生 き残 るべ くいろ いろ 自

助 努力 を続 けて きたわけです。 まず 省エ ネル

ギー,省 石 油 を大 いに進 め ま した し,一 部 で

は海外 に立地 を図 った りもしま したが,こ れ

もなか なか うま くい きませ ん。例 えば,石 油

化学 ではア ラス カ とか カナ ダ とか に海外立地

を計画 しま した し,ア ル ミではべナ ルム(ベ

ネ ズエ ラ)と かアサハ ン(イ ン ドネ シア)な

どのプ ロジェ ク トでいろいろ海外 に新 しい設

備 を開発 し,そ こか ら輸 入す るこ とを計画 し

ました(こ れ らは設備 もす でにで きてい ます)。

その他,製 品の高度化 とか 多角化 の努 力 もし

てお ります。例 えば,フ ァイ ン ・ケ ミカル で

いわゆ るエ ンプ ラ(engineeringplastic)と い

う構 造材 その他 に うま く使 え る新 しいプ ラス

チイ ックの 開発が進め られて います 。しか し,

こ の よ うな 自助努 力 だけでは ど うに もな らな

い というようなこともまた基礎的にあ ります。

そ こで,国 が政 策 として とった過去 の対策

例 につ いて振 り返 ってみてみ ま しょう。昭和

53年 度の特安 法(特 定不 況産業安定 臨時措置

法)に よ り,独 禁法 に抵触 しないよ うに設備

のス クラ ップダ ウンを進 め るこ とを図 りま し

た。 また,56年 度 には先程 述べ た ようにアル

ミ製錬 に対す る諸施策(電 力料金軽減,関 税

免 徐)が 行われました。 さ らに57年 度 には ナ

フサの新価格 システムが実施 され た ことは先

程 述べ た とお りです。

しか し,こ れだけ では とて も間 に合 わ ない

とい うことで,そ れではどうしたらよいか とい

う素材産業対 策に話 を進 めた い と思 い ます。

その 第一 は,競 争 力強化策が必要 で ある と

い うこ とです。エ ネルギー コス トの政 策的 引

下げ,イ クォール フ ッテ ィン グ,こ れは先程

い ったよ うに外 国 とのイ クォー ルフ ッティン

グです。 しか し,電 力の政策料金,こ れ は大

変むずか し く,そ う簡単 にいかない課題 です。

電力会社 に政 策料金 とい って も,自 身のふ と

ころ も非常 に苦 しくなって います し,円 安 で

燃料価格 が値 上が りしてい るこ ともあ り,な

か なかむ ずか しい問題です。 しか し,な ん ら
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かの施策が必要であることもまた事実です。

税制の優遇その他直接的助成 も,極 めて必要

なものについてはや らなくてはいけないこと

でしょう。

対策の第二は,産 業組織強化策が必要 とい

うことです。つ まり,前 に述べ ましたが,過

当競争体質を直すことが急務です。すなわち,

過剰設備の処理とか共販あるいは生産受委託

その他価格形成力強化策が必要です。これら

はいずれ も独禁法に抵触 しますから,そ れを

どうするか という問題であ ります。

最後に,そ の第三には,景 気浮揚策 とい う

全体のバイを大きくするマクロの対策が必要

であろうか と思います。

以上の三つが揃わないといけないというこ

とです。これらの対策について,以 下に補足

説明したいと思います。現在の特安法は来年

(58年)の6月 で期限切れとなるため,新 し

い特安法が検討されています。現在の特安法

は設備処理だけを目的としてお り,例 えば造

船のような業種には有効でしたが,ア ル ミと

かフェロシ リコンに対 して無力だったことは

極めて明らかです。そこで,特 安法 をもう少

し改善 した法律を作 らねばいけないと思いま

すが,こ れがなかなかむずか しいわけです。

しか し,こ の法律改正は本来や らねばいけな

いことだと思います。

さきに挙げた第二の対策に関連してですが,

過当競争体質がありますと,第 一の企業の競

争力強化策を行っても,そ れによってコス ト

が下った分だけまたユーザの方へ移転してし

まいます。ユーザにとっては具合いがよいわ

けですが,企 業 としては成 り立たないことに

なりますので,こ の第二の対策がどうしても

必要なわけです。石油化学を例にとりますと,

一般 的な高圧 ポ リエチ レンであ る とか
,ス チ

レンであ る とか,そ ういった一般的 な ものは

縮 少均 衡 もや む をえない とお もい ます。 さら

に根 本的に,ナ フサ ・クラ ッカー 自体大 巾に

ス クラップ ダウ ンの必要が あ ります。

第三に あげた景気対策 は,一 般的 なマ クロ

の問題ですが,こ れ は非常 に重要 です。 こう

い う産 業構造変 化,産 業構 造改善の対策 を円

滑に進め るために も,あ ま りに も景気 が落込

んだ ままでは困 るわけ です 。現状 は2%台 の

経済成長率 しか確保 で きませ ん。昨(56)会

計年 度政府 は4,7%の 成長 を考 えてい ました

が,実 際 には2.8%の 実 質成長 に とどま りま

した。本(57)年 度 政府 は5.2%と い って い

ましたけ れ ど,そ の後修正 して3%台 といっ

て ますが,3%台 に ものせ られ ないで しょう。

今年は2.5～2。6%ど ま りだ と思 い ます 。特 に

今度の政変 で政策が まとまらない期 間が延び

そ うです ので,来 年 も下手 をす る と2.7～2.8

%の 成 長率 に止 まるおそれが あ ります 。2%

しか成長 で きないのだか ら しょうが ない じゃ

な いか,も とも と日本は成長 で きない体 質 に

な っている,だ か ら我慢 だ とい う説 も多 くあ

ります。我慢 とい うのは普遍的 な哲学 ですか

ら,我 慢す るの は企業 に とって も,個 人に と

って も常 に必要 です 。 しか し,政 策 として我

慢 といったの では,な に も しないの と同 じで

あ るか ら,こ れ はいけ ませ ん。

本 来,日 本の経 済は どの くらいの成長の実

力が あるのか とい っことにつ いて,い ろいろ

計算 してみ ます と,ほ かの 国よ りもか な り労

働 の質 も良 い し,経 営 もは るか に外国 よ りは

良 い し,生 産設備 も悪 くない し,い ろん な面

で優れ てい るわけ で す。 これ らの点 か ら,

OECD諸 国 あるいは先進諸 国 よ りも若干高 い
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成長率が 可能 とい うこ とで,4%ぐ ら いの成

長 はで きそ うで ある とい うのが結論 です。政

府の計画 は5%で すか ら,そ こまでは無理 だ

ろ うけれ ども,4%台 の 成長が必要 であ る と

い うこ とです。

現在 の ような2～3%台 の 成長 がつづ きま

す と,昭 和60年 ま でに相 当程度失業 者が増 え

ます。現在,稼 動率 が下って いるに も拘 らず,

労 働協約や 労働慣行 が外国 とちが って います

の で,企 業は レイ ・オフが で きませ ん。従 っ

)て,2%台 の蝶 率でなん とか支えて・・ます.

それ に対 して米 国の失業率 は10%で す し,ヨ

ー ロ ッパ もEC諸 国平均 して9%台 の失業率

です 。日本 は技群 の良 い成績 です が,し か し,

2%台 の 成長 を続 けてい くな らば,素 材産業

を中心 に,あ るいはその他組立加工 産業で も,

貿 易摩 擦で輸 出が衰 えて きま したか ら,企 業

として ももちこた えがで きず,失 業が顕在化

して きます。 日本 の場合 には,外 国 と異な り,

失 業が増 えた ら恐 ら くいか なる政権 も もたな

いこ とは確実 です 。 さらに,開 発途上 国に対

す る責 任 としての政 府の開発援助 を,56年 度

か ら5力 年 間でそれ 以前の2倍 ぐらいに増や

す約 束 をして しまってい ます が,こ れ の実 現)

もなか なかむずか しい。国 防の問題 は別 にい

た しまして も,こ うい ったよ うな問題が あ り

ます 。

この11月 の米 国の中間選挙 では,反 日派 と

いい ますか,要 す るに 日本 に対 し輸 出規制 を

行 お うとす る連 中の数がか な り増 えま した。

また,ヨ ー ロ ッパでは,ご 存知 の とお り,E

Cで い ろいろな規 制措置が 強化 され よ うとし

てい ます。特 に,ガ ッ ト23号 の 協議 が行 われ

てい ますが,実 は これ は非常 に危 な くて,そ

の うちに この協議 が 第三者 を入れ た審判的 な

協 議に なろ うとしてい ます。 第三者 とい うの

は別に 日本 人で あ りませ んか ら,ど うせ ろ く

な こ とはや りませ ん。向 う側が,日 本の市場

は閉鎖的 であ る,と いろい ろなこ とをいって

い るの は,非 常 に不 当な理由 で,事 実無根 だ

と思 います けれ ど も,そ ういって も通 らない

わけ です。 これへ の対 応 もなか なか うま くい

って いない もの です か ら,そ うす る といろい

ろ制 限措 置が できる恐れ もある とい うこ とで,

輸 出ばか りに精 をだ して いる と相 手国 の袋 叩

きに なる,そ ういった問題が 来年 は相 当程度

でて くるので はないか と思 い ます 。

この ような貿 易摩 擦の問題 は,こ れ までに

もあ りましたが,な ん とか支 えて きま した。

例 えば,米 国に対 して乗用車 輸出は年168万

台 に規制 して しのいで きま したが,農 産物 の

自由化 その他いろいろなこ とをや って も,恐 ら

く規制 措置が 強化 され る可能性 が あ ります 。

そ うす ると,輸 出がだめ な ら国内需要 を振興

すれ ば よい とい うこ とに なるわけ です が,残

念なが ら政府 はい ままで なに もや りませ んで

した。財 界 もこれに対 してなに も注文 をつけ

ず,行 革,財 政 改革 とい うこ とばか りをい っ

て きました。財政 改革 とい うのは,要 す るに

昭和59年 度 までに赤字 国債 をゼ ロに しよう,

国債依 存度 を11%に しよ うとい うこ とです。

現在 国債依存度 が30%ぐ らい一 米 国では十数

パ ーセ ン トにす ぎませ ん一 に なって,国 の財

政 の赤字が大 きいわけ です か ら,直 さなけれ

ばな らいわけです。一方,行 革 も大いにやろう,

こ の二つ とも非常に重要 な こ とです が,だ か

らといって景 気対策 を しな くてよい とい うこ

とでは あ りませ ん。 そんな こ とはなに も関係

の ないこ とです。関係 のな いこ とをあたか も

関係が ある ようなふ うにフ ィクシ ョンをこ し
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らえて しまって,行 革が大事 だか ら景気対 策

はや らな くて もよい と,の ん気な こ とをい っ

ている もの ですか ら,鈴 木 内閣は結局 なに も

や らなか った とい うのが いま までの経過です。

この無為無策 のため 国内需要 が非常 に沈滞

し,加 えて輸 出が外 国か らの袋叩 きにあい,

そ の影響が 来年 でて くる とな る と,こ れは な

かなか大変 な問題 です。そこで,鈴 木 内閣は,

だ れか代 わ りの 人にや って くれ とい りこ とで

投 げだ したわけですが,ど なたがおや りに な

るに して も,こ の ように経済に対する考え方に

政 府 と国民 の コンセ ンサ スが な くて非常 に混

迷 してお りますか ら,非 常 に厄 介な事 態が来

年 でて くる恐 れがあ ろ うか と思 います 。

ち ょっ と脱 線 したよ うで もあ ります が,こ

れは実は基本 的に非常 に重 要 な問題 です。景

気浮揚策が不 在で あったため,公 共事 業は3

年 間続 いてゼ ロに なる,住 宅政策 も一 部は と

られ たが,従 来190万 戸 ぐらいの着工 だ った

のが,110万 戸 ぐらい しか 着工 しない とい う

状 態にな っているわけ で,こ うい うところ を

早 く手 を うつ とか,あ るいは,設 備投 資減 税

とか所得税減税 とか いろいろな政策 を早 く決

め て実行 しませ ん と,産 業構 造の転換 もあ ま

りうま くいか ないお それが あ ります。物価 だ

けは,卸 売物価 も消費物価 も非常 に下が って

いて,世 界で一 番低 いのです。従 って,財 政

が赤字 で も物価 が世 界で一 番低 いか らいい じ

ゃないか といって いま して も,そ れ は不 況の

裏 返 しですか ら非常 に具合 が悪 いの です 。

そういうわけで見通 しはよくあ りませんが

世 界経済 も来年 後半か らは少 しは良 くな るだ

う っ とい っことをあてに しま して,日 本経済

も新 内閣が うま くや れば,も うち ょっ とよ く

な るはず だ と思 います 。 しか し,ト ンネルの

先の 出ロが まだ よ く見えない状態 であ るとい

う点が,最 も遺憾 な点であ ります。

(た じま としひ ろ)

■

◎
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わが国の ソフ トエネルギー開発の現状 と課題

太 陽,風 力,海 洋 エ ネル ギー につ い て

長谷川 正 悟

)

〉

1.は じ め に

オイル シ ョック以降,石 油価 格の上昇 とこ

れ に依 存す るエ ネル ギー供給 システムの不安

定 さの認識に よ り,省 エ ネルギー化 と同時 に

エ ネルギー源の 多様 化,代 替 化が強力 に推進

されて きて いる。 その 中で我 々の身近 にあ る

自然エ ネル ギー をその循環サ イ クルの 中で上

手 に利用 しよ うとい う動 きがあ る。新聞や 雑

誌 な どで これ に関す る記事 を 目にす る機会 が

増 えて きて いる し,ま た昭和55年 度か ら全国

各県でロー カルエ ネル ギー の調 査が行われ て

いる。

いわゆ るソフ トエ ネル ギー の特徴につ いて

考 えてみ る と,こ とば としては 自然エ ネル ギ

ー
,あ るいは ロー カルエ ネルギー と近 い意 味

で使用 されて いるが,エ ネルギー源 と利用 シ

ステムの面か ら次 の よ うな特徴 があ る と考 え

られ る。

(1>エ ネ ル ギー源 の性質

② 自然 の中 を循環 してい る再生 可能 な

エ ネル ギーであ る。

② 環境へ の インパ ク トが小 さなエ ネル

ギー であ る。

③ 密度 が小 さな,間 欠的エ ネル ギー で

ある。

(2)利 用 システムの特徴

① 小 規模 システムで あ り,需 要 と供給

が個 別的 あるいは地域 的な システムで

ある。

② 管 理 ・補 修 が容 易 な シ ステ ム で あ

る。

③ 最 終エ ネル ギー 需要の規模 お よび質

に合致 した システムであ る。

④ その システム の導入に よ り,エ ネル

ギー以 外にい くつか の メ リッ トがあ る

システムであ る。

ソフ トエ ネルギーの特徴 は以上 の ようで あ

るが,具 体 的 な シ ステ ム と して は どの よ う

な もの が あ るの か考 えて み たの が表1で あ

る。

この表 にみ るよ うに,一 般的 に 自然再生エ

ネル ギー といわれ ている太陽,風 力,水 力,

地 熱,海 洋,バ イオマ ス をエ ネルギー源 とす

る システム が ソフ トエネル ギー システム とし

てあげ られ てい る。 このなかに は,水 力 発電

の ように数十 万田 の大 規模 な ものか ら数贈 の

小 川 を利用 した超小型 の もの まであ るものや,

ま た,太 陽熱 発電,地 熱発電の よ うに火力 発

電 所 と変 らない複雑 さを もって いる システム

も含 まれて いる。 これ らをソフ トエ ネル ギー

と呼 ぶ こ とに は疑 問の余地 があ るか もしれ な
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表1 ソ フ トエ ネル ギー システム

エ ネ ル ギ ー 源 形 態 利 用 シ ス テ ム

温水 器,ソ ー ラー シス テム な ど
熱 エ ネ ル ギ ー

太 陽 太陽熱発電

光 エ ネ ル ギ ー 太陽光発電

風 力 発 電
風 力 運 動 エ ネ ル ギ ー

風力多目的利用

水 力 位 置 エ ネ ル ギ ー 水 力 発 電

地 熱 発 電
地 熱 熱 エ ネ ル ギ ー

地熱多目的利用

運動エネル ギー一 波 力 波 力 発 電

位 置 エ ネル ギ ー 潮 汐 ・潮 海 流 潮汐,潮 ・海流 発 電
海 洋

熱 エ ネ ル ギ ー 温 度 差 温.度差 発 電

化 学 エ ネル ギー 濃 度 差 濃度差発電

メ タン発 酵

下水汚泥カス発電
バ イ オ マ ス

化 学 エ ネ ル ギ ー
ア ル コー ル 発酵

薪 炭

◆

い。 しか し,そ れ は ともか く,ソ フ トエ ネル

ギー とは前述 の特徴 の項で述べ たよ うに小規

模 で簡素 なシステム である と考 える。

さて,表1に あ げた ソフ トエ ネル ギー シス

テム全て につ いて ここで述べ るこ とは,ゆ る

された紙面上か らは不 可能 なの で,こ こでは

そのなかの太 陽,風 力,海 洋エ ネル ギー につ

いてその現状 と課題 を とりあげ てみ た い。

2.各 システ ムの 現状 と課題

2.1太 陽エネルギー

1)太 陽熱温水 器

集 熱面積が1.5～4me程 度,貯 湯量150～300

¢程 度の もの を一 般 に太 陽熱温水器 と称 し,

密 閉汲置式 と自然循環式 があ る。昭 和30年 以

来使 用 され,昭 和39～4!年 を 頂点 とした第1

次 ブー ムで全 国に約200万 台以上 設置 され て

いた。 その後減 少 したが,昭 和48年 以 後需要

が 回復 し,昭 和55年 に は全 国で約240万 台が

使用 され,ソ フ トエ ネル ギー の中では非常 に

普 及 してい るシステム と言 える。

従 来,く み置式 が中心で あったが,外 気温

の低下 に よる貯湯槽 か らの放 熱が少 ない 自然

循環式 が伸 び ている。 また最近 では,補 助 ボ

イラー と組み合 わせ て数 ヵ所給 湯可能 なシス

テム も商品化 されてい る。

今 後 さらに普 及 させ るため には,降 雪地域

に も適 した システムの開 発な どが必要 であろ

う。

2)ソ ー ラー システム

ここで い うソー ラー システムには,住 宅や

民生 ・業務用 の給湯,暖 房 ・給湯,冷 暖房 給

湯 シ ステム のほか,農 林 ・畜産 ・工業 用 とし

●
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、)

ての煮 沸,洗 浄,乾 燥 な どの さまざまな太 陽

熱 利用 シ ステムが 含 まれて いる。 昭和50年 頃

か ら設置 され始め,昭 和57年6月 末で約8万

件 に達 して いる。(表2)現 在,実 用化段階 に

あ り,普 及に 国 も積極 的に取 り組んで いる。

ソー ラー システムに とって もっとも重要 な

要素 の一 つで ある太陽集熱器 は,平 板 形集 熱

器 と集光形集 熱器 とに大別 され る。(図1,

図2)一 般 的 に,集 光形は平板 形 と比較 して

よ り高温度 を得 る場 合に採用 され る。

表2

平板形は,太 陽光 を吸収す る黒色の表面の

集熱板 を有 し,そ の材質は高熱伝導率である

必要か ら,ア ル ミ,銅,ス テンレス等が使用

される。また,集 熱板の表面は高い熱吸収率

と低い熱放射率をもった特殊な化学被膜(選

択吸収膜)を 施 し,集 熱効率 を高めたものも

ある。さらに,対 流による熱放出を防 ぐため,

集熱板 を真空ガラス管内に入れた構造のもの

もあり,高 価格ではあるがす ぐれた特性 をも

っている。(図3)

ソー ラー システムの施工実績
(単 位:イ 牛)

ら

昭 和50～53年 54年 (ソ ー ラー 元年)
55年

56年
57年

(1～6月)
累 計

住 宅 用

民生 ・業務用

産 業 用

1,841

211

16

2,305

262

13

24,420

1,041

69

30,525

1,499

55

21,866

610

11

80,983

2,083

66

合 計 2,068 2,580 25,530 32,079 22,487 84,744

(㈱ ソー ラー シ ステ ム振 興 協 会調)

〉

笥
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(a)一 重 ガ ラス(黒 色)

首

1-一 一一 ◎(〇
一

「 畷. .
1

(c)一 重 プ ラスチ ック板

ガ ラス

吸収体

断 熱材
ケーシング

プラスチック

フィルム

吸収体

断熟材
ケーシング

(b)一 重 ガラス(選 択 膜)

(d)一 重 ガラス(ハ ニカム)

ガラ.ス

吸収体

断熱材

ケーシング

ガラス
ハニ カム

吸収体

断熱材
ケーシング

二 重ガラス

吸収体

断 熱材
ケーシング

ガ ラス

プラスチックフ
ィルム

吸収体

断熟材
ケーシング

(e)二 重 ガラス(f)ガ ラス十プ ラスチ ックフ ィルム(
α】i;.,ハネウェル)

図1平 板 形 集 熱 器 の 例

出 所:田 中俊 六,太 陽 熱 冷暖 房 シス テム,オ ー ム社
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(&)京 西 または南北軸追尾形 (b)架 台回転形

(五藤光学)

たは焦線

(集 熱面)

(C)フ レネルレンズ

(押田)

図2集 光 形 集 熱 器 の 例

出所:図1と 同じ

メ瞭 う(繊
(a)真 空式集熱器(反射板付)(b)真 空式集熱器(内部反射鏡付)

図3真 空 式 集 熱 器 の 構 造

出 所:図1と 同 じ

平板形集熱器の一種に屋根一体形のものが

ある。これは屋根材 と集熱器の機能 を合せ持

たせたもので,建 築費 と集熱器の設置費の ト

ータルコストを低減でき,建 物の外観上から

も今後増加すると考えられる。

一方,集 光形はより高温を得ることができ

るが,太 陽を追尾する必要があ り装置が大き

くなる。

ソーラーシステムは太陽エネルギーの間欠

性を補完するため蓄熱機能をもたせる必要が

ある。実用化された技術では水や砕石などの

顕熱による蓄熱法があるが,容 積が大 きい欠

点がある。そこで,蓄 熱槽の小型化 と高性能

化のため,潜 熱蓄熱や化学反応を利用 した方

法が研究されている。また,四 季を通 した長

期の蓄熱を目的 として,床 下などにパイプを

介 して土に蓄熱す る方法が各所で研究 されて

い る。

冷房 システム と しては,吸 収冷凍機 を用 い

た もの とラ ンキンサ イ クル機関 によ り冷 凍機

を駆動す る二 方式が一般 的であ る。

今 日までの研 究 によ り,高 温用集 熱器の開

発,蓄 熱槽 の諸問題 の解 決,よ り低温 で動 作

す る吸収式冷凍 機の 開発,配 管 系の諸 問題の

解決が進め られて きたが,ソ ー ラー システム

設置 にあた って建物 自体 の断熱,省 エ ネ化は

十 分検討 されなけれ ばな らない問題 であ る。

さて,ソ ー ラー システムの普 及には,

① イニ シ ャル ・コス トが高 く,経 済性 を発

揮す る うえで,比 較 的長 期間 を要すること。

② システムの性能,信 頼性等 につ いて,客

観的 に評 価す る制度 がな く,適 正 な消費者

選択が確保 され ていない こ と。

③ 使用実績 が少 な く,国 民一般 に余 りな じ

んで いない こと。

等の問題が あ り,円 滑 な普及 を図るためには

これ らを補 完す る施策 が不可 欠であ るといわ

れて いる。サ ンシャ イン計画 では,昭 和65年

までに全 住宅の約20%に 当 た る780万 戸 へ の

普 及 を 目標 にかか げてい る。 この うち既設住

宅への設 置 を360万 戸 として いるが,既 設住
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で)

)

宅へ無理 な く採 用で きるシステムの開発 こそ,

今 後の普及促進 のため の大 きな課題 であ ると

考 え られ る。

3)太 陽光 発電

これ まで,太 陽光 発電 で実用化 されて いる

ものは,無 人灯台,無 線 中継局,航 路標識 な

ど高 コス トを負担 しうる限定 された用途 に と

どまっていた。 また近年,カ メラ,時 計,電

卓 など微小 電 力用 として普 及 し,わ れわれ に

身近 な存在 とな って きてい る。(表3)

さ て,太 陽光発電 システムが一般 的 な電源

として普 及す るため の問題点 は,そ の コス ト

低 減 で あ る といわ れ て い る。す な わ ち,そ

の コス トの大 部 分 を 占め る太陽 電 池 モ ジュ

ー ル のコス ト低 減 であ る
。現在,わ が国 での

太陽電池モ ジュー ル価格

は2,500～3,000円/Wと

い わ れ,そ の 製 造 コ ス

トの低減 の ためサ ンシャ

イ ン 計 画 を 中心 に積 極

的 な研究が展 開 され てい

る。

太 陽 電 池 材 料 と して

は,開 発の段階,資 源の

量か ら考 えて,し ば ら く

の あいだは シ リコンが本

命であ る といえ よう。 シ

リコンを材料 とした太陽

電池の代表 的な もの として,そ の製造方法 に

よ り従来 のチ ョクラルス キー法(CZ法),リ

ボ ン結 晶生長 法,ア モルフ ァスシ リコンによ

るものが あ る。(図4)こ れ らの製造法 によ

切
り
く
ず

が
多

い

聡
:

スライシング

/『 諜鵜
単結晶

丸型ウエハー 角型 ウエハー

太陽電池
製造工程

グ(歪 層除去)

シリコン融液

源
切鞭
＼ 望葦

リボ ン結 晶 な
い

ダィ(成 形部材)

(a)チ ョ クラ ル ス キー 法(b)シ リコ ン リボ ン結

(従 来 法)晶 成長 法

DCま ノこはRF

電,原

liliiiillllli;

1クし〕一放 電1

;lli!iii;塗 基板

璽
ヒ ータ ー

真空ボンプ

(c)グ ロー 放 電 に よ るア モ ル フ ァ ス シ リコ ン膜 の生 成

(300～400℃ の低 温 で モ ノ シ ラ ン(SIH,)の グ ロー放 電 分解 に よ り,ガ ラスや 銅 の 基板 に シ リコ ンを付 着 させ る。)

図4シ リコンを材料 とした太陽電池製造法

表3我 が 国 にお け る太 陽電 池の 生産 実績
(単 位:嗣)

S51 52 53 54 55 備 考

電 力 用 15.5 17.45 19.4 42.97 67.19 一般の太陽電池パネル

民 生 用 6.2 9.25 39.91 42.81 223.88 電卓用,時 計用など

合 計 21.7 26.70 59.31 85.78 291.07

出所:地 福 順 人,エ ネル ギー ・資 源,3-6
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るモ ジュー ル価格 は,年 産10万kW/年 の 規模

において図5の よ うに試算 されている。サ ンシ

ャ イン計画 によれば,太 陽電 池モ ジュー ル価

格 は昭和60年 で400円/W,昭 和65年50円/W,

昭 和70年30円/Wに 低 減す るこ とが 見込 まれ

てい る。

アモル ファス太陽電池 の開発は急 ピ ッチで

進 め られ ている。す でに,ア モル ファス太陽

電 池が組み込 まれた時計や電 卓が数社 で製品

化 されて いる。 また,一 般電 力用の素子 面積

10cm角 の ものは,7.02%の 変 換効率(昭 和58

年8月 現在,素 子 面積10cm角 で世 界 トップデ

ー タ)を 実現 してお り
,サ ンシャイン計画の

基礎研 究段 階での 目標(素 子 面積10cm角 で 変

換効率8～10%)を 昭 和57年 度 中 に達 成す る

のでは ないか といわれ てい る。

一 方
,サ ンシャ イン計画 では,要 素研 究 と

共 に光 発電 システム も各地 で建 設 され 始めて

お り,実 用化へ の可能性 を実 証す るこ とにな

ってい る。(表4)こ れ らのデモ ンス トレー

シ ョンシステムへ の太陽電 池の供給 は,昭 和

57年 度 か ら製造 を始め る年産500kW級 の 実験

製造 プ ラン トに よ り行 われ るこ とになってい

る。 モ ジュー ル価 格100円/W程 度 を実 現す

るため には年 産10万kW/ラ イ ンの生産 規模 が

必要 と考 え られ,500kW/年 の 次 の ス テ ップ

では年産1万kW/ラ イ ン程度 の製 造 プ ラン ト

の技術開発 を行 うこ とが適切 だ と考 え られて

いる。

以上 太陽電 池の コス トを中心 に述べ てが,

太 陽光 発電 システム を構成す るバ ッテ リー,

イ ンバ ー ター,保 護装置 な どの周辺要素 の コ

ス ト低減 もシステム全体 の コス トを下 げる意

味 で重要 であろ う。

セル

73.8

モ ジ ュール 価格:¥416/W

100〔%〕

9α5販 売経費

間接経費

酷一ル 人朧95

・
・.

・ .●

高 純 度S
・:・.23

多結晶

モジュール
組立貴1L2
-一

8

接 合 形成159

ウ エハ 加工16.9

ウエハ

57.9

瀞嚇
CZ単 結 晶18

イ ンゴ ッ ト

41

(a}CZ単 結 晶 ス ライ ド基 板(第2世 代 紀)

モ ジ ュール 備 堵:¥148"W

100〔%〕

一 難磯 葺舳
人件 費16

リボ ン結 晶
t1.427.4Z

モ翁 ル虚艦

接合形成

セル56リ ボンゥェハ

44

(b}リ ボ ン結 晶 基 板(第3世 代 紀)

モ ジュ ール 価格:¥30～40/W

間接 経 費
そ の他15.5a『Si3・7

基 板15.6

材 料 費く

1/200×

モ シ ュールCZ太 陽 電 池

組 立 費65.2

Si金 属

23

{c)ア モ ル フ ァスSi(第4世 代 紀)

〆(計算の基礎 』 産 スケール・太陽電池年産10万kW/年 へ

肥 懲 鷺想 奪欝撒饗 。芝調
図5シ リコン材料基板太陽電池モジュール

価格の原価構成の計算例

(出 所:Y.Hamakawa,PresentStatusofSolarPhotovoltalcR&DinJapan森北 出 版,1980')
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表4サ ンシャイン計画による太陽光発電システム

シ ス テ ム 容 量 場 所 状 況

個 人住 宅 用 シ ス テ ム 3kW 神奈川県逗子市 昭和57年 度に完成

集 合 住 宅 用 シ ス テ ム 20 奈良県天理市 〃 〃

工 場 用 シ ス テ ム 100 静岡県浜松市

(松下電器)
昭 和58年 度 〃

学 校 用 シ ス テ ム 200
茨城県新治郡桜村

(筑波大学)
昭 和59年 度 〃

集中型太陽光発電システム

(分散配置形)
200 千葉県市原市 昭 和59年 度 〃

〃

(集中配置形)
1,000 愛媛県西条市

(四国電力)
昭 和61年 度 〃

光 ・ 熱 ハ イ ブ リ ッ ド

型 太 陽 光 発 電 シ ス テ ム
5 広島県安芸市 昭 和57年 度 〃

)

2.2風 力エネルギー

わが 国では実用 的風車 の利用 は明治以降 と

されてお り,第2次 大戦 前には,茨 城,千 葉,

長 野,大 阪等で相 当数 揚水風車が使 われ,戦

後の混乱期 には,北 海 道や 東北 の開拓地 な ど

で民家電 力供 給等 に利用 され ていたが,電 力

事情の好転,電 力供給網 の整備 とともに1960

年 代 にはほ とん ど使用 され な くなった。

しか し,石 油 シ ョック以 降風車 利用の気運

が高 ま り,科 学技術庁 の 「風 トピア計画」 を

機に,各 所 で研 究 され 試作 機が作 られている。

科学技術庁 の調査 によれば,昭 和56年6月

現在稼動 してい る風車(500W以 上)は 全国 で

69台 あ り,そ の大半が 関東,中 部,近 畿地方

に設置 され てい る。風車 出力3kW以 上 の比較

的大型の 設備 にお いて,風 車の種類 はプ ロペ

ラ型が主流 で,ダ リウス型,サ ボニウ ス型 も

み られ る。 ブ レー ドの材 質 としてはFRPと

ア ル ミ合金 に二分 され てい る。

また,風 車 エ ネル ギー 利用 の一 形態で ある

帆船が見 直 されて いる。商船 は全世 界重油消

費量の5～8%を 消 費 して いる といわれ,石

油 ショッ ク以後エ ンジ ン主,帆 従 の帆装船が

開発 された。現在,わ が 国では,共 同組海運

の"み さ き丸"(490t,2,000馬 力,貨 物 フ

ェ リー)と ㈱ 愛徳 の"新 愛丸"(699t,1,600

馬 力,タ ンカー)が 就航 している。

現在大 型風力発電 の研究開 発は,サ ンシャ

イン計画 で進め られ てい る。昭和57年 度 中に

三宅 島で100kWの シ ステムが実験 運転 にはい

り,並 行 して1,000kW級 シ ステムへの スケー

ルア ップのための研究 が行 われ るこ とに なっ

て いる。 また,九 州電 力が300kWの 設 備 を沖

永良部 島に設置 し実験 を開始 してい るほか,

北 海道電 力は50～70kWの 設 備 を昭和60年 度 に

完成 させ るべ く,奥 尻島で風速等 の観測 を始

めて いる。

一方
,農 林水産 省の 「グ リー ンエナ ジー計

画」の一環 として,風 力 を熱に変 換す るシス

テムが研 究 され てい る。 また,「 地域エ ネル

ギー開 発利用モデ ル事 業補助 金」などを受 け,

翼 直径15m級 風 車 の研 究開発が進 め られ てお

り,地 域 振興の意味 か ら,そ の実用化が期待

され てい る。

このよ うに 当面 は コス ト上 あるいは規模 の

制約か ら,離 島 な どの遠隔地 用 として専 ら考

一23一



えられている。今後わが国で風車発電が さら

に広 く実用化されていくための課題 としては

次のような項 目が考えられる。

(1)大 型風力発電

① 風車ブレー ドの耐久性向上等大型化に

伴う環=境インパク トの低減

② コス トの低減

⑤ 高効率風車技術の確立

⑤ 塔の柔構造化

⑤ 風車ブレー ドの大量生産技術の確立

③ 蓄電システムを含めた総合的な利用 シ

ステムの開発

(2)中 小規模風車

① 効率的エネルギー変換 ・貯蔵システム

の開発

② システム構成要素の標準化 と量産化に

よるコス ト低減

2.3海 洋エネルギー

1)波 力 発 電

波 の力 を利用 しようとす る試みは,18世 紀

末 頃か ら行われ てい る。 しか し,多 くの考案

が なされ実験 も行 われ たが,実 用性が乏 しい

ものばか りで あ り,わ ずか に波力に よる霧 笛

ブイが実用に供 されて いるだけであ った。 波

力発電 が実用化 されたの は,空 気 ター ビ ンを

応用す る よ うに な ってか らである。(図6)昭

和40年 頃 か ら数十Wの 小型灯標 ブ イ用電源 と

して,世 界に さ きがけわが 国で実用化 され始

発電機

ノズル

弁 ノltr'

タ蒲 ン

悉 墾気室

め,現 在数百基が使用され,国 外に も輸出さ

れている。

最近の大型波力発電をめ ざす研究開発は,

海洋科学技術センターを中心に 「海明」で行

われている。空気 タービン方式によるユニッ

トを8基 塔載 して,昭 和54年 から55年 にかけ

て山形県鶴岡市由良の沖合で陸上への送電実

験 を含む一連の実験が行われた。この海上実

験はIEAの 共同プロジェクトとして実験さ

れたものである。

また,昭 和55年 に海洋産業研究会によって

共振型沿岸波力発電装置が実施され,さ らに

北海道増毛町で油圧式の沿岸型波力発電装置

の実験が行われているなど,沿 岸型波力発電装

置の実験が行われているなど,沿 岸方式につい

ても研究開発が行われている。(図7)運 輸省

でも昭和56年 度から港湾構造物による波力の

利用に関する研究を始めている。

コンク リー ト壁

一 義 ・
波

亀}波の上昇行程 ㈲波の下降行程

図62枚 弁 方式空気 ター ビンの動 作

波 力 発 電 プ ラ ン ト

電気温水器

80℃

振子板

図7増 毛町での波力発電プラン トモデル

海 洋科学技術 セ ンター では,今 まで の実験

結果 か ら空気取 り入れ,排 出用の弁の破損 が

大 きい こ とが判 明 したため,昭 和58年 度 か ら

無弁 式の ウェー ル ズター ビン発電機(100kW)

を 開 発 し,昭 和60年 度 に 「海明」に塔載 して

実験 を行 う予定 であ る とい う。(図8)
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発電機

図8タ ンデム無弁 式 ター ビ ン発電機 の概

略図

(出所:日 本工業新聞57。10.27)

2)潮 汐,潮 ・海流発電

潮汐発電については,十 数年前に 「新発電

方式総合調査会」において,わ が国で最大の

潮位差(最 大潮位差4.5m)を 有する有明海

で可能性が検討 されている。 しかし,潮 位差

が小 さく,経 済的に不利であるため,調 査の

段階にとどまっている。

海流発電 にっいては,科 学技術庁 を中心 と

して水産庁,海 上保安庁,気 象庁,地 方公共

団体,海 洋科学技術センターおよび東海大学

の協力により,昭 和52年 度 から6ヵ 年計画で

① ローター水車

② フレーム

③ ベアリング

④ 安定翼

⑤ 繋止金具

⑥ 錨

⑦ 係留索

⑥ ローター回転軸

次の四つの課題 を目標 として黒潮の総合調査

を行い,エ ネルギーとして利用するための基

礎資料を得 るとしている。

① 黒潮の変動機構の解明

② 黒潮の浄化能力の把握

③ 黒潮の生物生産の基礎機構の把握

④ 黒潮のエネルギーの把握

科学技術庁の資源調査会報告第82号 「黒潮

の運動エネルギーの段階的開発利用に関する

調査報告 昭和54年1月 」によれば,黒 潮の

運動エネルギーを有効 に電力へ変換するため

には,海 流の流軸の安定と流速の大 きいこと

が必要条件である,と している。

また,海 洋開発審議会第2次 答申では,と

りあえず,プ ロペラ係留方式およびサボニウ

ス方式の2方 式の開発を進めるように推進 し

ており,サ ボニウス方式については,昭 和56

年までに海洋科学技術セ ンターを中心 に実験

が行われ,水 車の基本特性等 が明 らかになる

とともに,水 車の設置についても簡単に行 え

ることがわかっている。(図9)

揚
力

ン

⑦/

索
張
力

'・膨

合成方向

⇒
抗力

ノノノノ ノノノノノ

海 底

側 面 図

図9海 法 ロー ター方 式(サ ボニウス方式)

(出所:海 洋科学技術セ ンターほか 「海流発電の研究」報告書 昭和56年9月)
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3)海 洋温度差発電

現在,各 方面で熱交換器の特性の研究,海

洋構造物 についての検討,海 洋環境下におけ

る機器材料等の特性,生 物汚損等 に関す る実

験 などが行 われ,シ ステムの技術的可能性が

明 らかにされっつある。次 に技術開発の動向

をまとめて表5に 示す。

サ ンシャイン計画によれば,海 洋温度差発

電が日本近海 において経済的に成立するため

には,と くに熱交換器の高性能化 およびその

低 コス ト化が重要な技術開発課題であるとし

ている。今後,こ れに関する研究開発 を推進

す るとともに海洋構造物の大型化,係 留索な

どの周辺技術の開発 を行 うとともに,熱 電素

子の基礎研究 も並行 して行 う計画 になってい

る。

4)濃 度差発電

わが国の年間降雨量 は,平 均6700億 トンと

いわれ,こ の うちの約半分が河川水 として海

に流入 している。 この河川水(淡 水)が 海水

に対 してもっているポテンシャルは,約6000

万kWで ある。

海水 と河川水の濃度差エネルギーを電気に

交換する方法はい くつか考えられる。これま

での技術的蓄積から,淡 水化技術(逆 浸透圧

方式)の 応用では浸透圧方式,電 気透析の応

用では濃淡電池方式 が有望視 されている。 し

かし,現 状 では開発研究はほとんど進んでお

らず,ご く小規模 な装置での実験にとどまっ

ている。

浸透圧差方式は,千 葉工業大,海 洋科学技

術センターで研究が行われている。

濃淡電池方式は,横 浜国大で行われている。

○

表5海 洋温度差発電の開発動向

開 発 動 向

佐 賀 大 学

九 州 電 力

●佐賀大学では伊万里湾 から汲み上げた海水 を用いて陸上で実験 を行い20kW

(20kWの うち15卿 がポンプ等の動力に使用された。)の発電に成功 している。

●九州電 力では佐賀大学の協 力を得て,昭 和57年 に徳ノ島において50kWの 実

験運転 を開始 した。方式はクローズサイクル方式でディーゼル発電廃熱を

利用 した方式であり,作 動流体はアンモニアである。

実用化へその後進むかどうかは実験運転の結果待ちである。

東 電 設 計 ●ナウル島において陸上型従来方式で100田 のプラントを開発 し,昭 和57年

から運転実験 を開始 した。

東京電力(親 会社)も 伊豆諸島での実用化の可能性 を検討 している。

工 技 院 ●電総研において1碑 の熱電発電モデュールを現在開発中である。

その一部分に相当する試作機 により,温 度差20℃ で104Wの 発電 に成功 し

ている。

◎
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昭和51年 度から始められ,最 終的に200c㎡40

対規模で実験 を行 い,最 大0.5Wの 発電 に成

功 している。

今後の技術課題 としては,① 電極の反応抵

抗の減少,② エネルギーの変換効率 を30%程

度 まで上げうるイオン交換膜の開発,③ 溶液

抵抗減少のための膜間隙の減少(し かし,流

動抵抗の増大があり,又 詰 りの問題 を生 じる

ので,こ の辺の兼合を探 る)④ 相互 に漏 れの

少ないモジュール化があり,こ れらの課題 を

解決 し,ス ケールアップをはかっていくこと

が期待 される。

3.お わ り に

以上,ソ フ トエ ネルギーの うち太 陽 ・風 力

・海洋エ ネルギー につ いて その開発 の現状 と

課題 につ いて述 べ た。

ソフ トエ ネ ルギ ーは,そ の特質 としてエ ネ

ルギー密度 が小 さ く絶 えず変動 して いる。現

状での技術開発課題は,そ の特質を技術的に

どう克服するかとい うことである。つまり,

エネルギー集積の技術 あるいは変換技術の開

発であり,ま たエネルギー蓄蔵技術の開発で

ある。 しかし,ソ フ トエネルギーの利用のた

めにはこれらシステム全体の効率向上 ととも

に,需 要面での対応が必要であろう。一般住

宅ならば,家 屋の断熱性向上,電 気製品の効

率向上などである。 また,一 般的な利用では,

エネルギー貯蔵 は必要であるが,そ の必要の

ない使い方 を考えたならば利用の可能性は高

まるはずである。

ソフ トエネルギーシステムは比較的小型で

設置場所が多数存在するとい う特性 をもって

いる。そのため,量 産化によるコス トダウン

の可能性が大 きく,今 後この方面での技術開

発が期待 される。一方,わ が国の自然条件は

地域的 に変化 に富んでおり,こ れへの技術的

対応 も求められるであろう。

(はせがわ しょうご 主任研究員)

)
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原 子 炉 の 熱 利 用

横 山 二 郎

1.は じめに

エネルギー資源にとぼしく,か つエネルギ

ーの海外依存度の高いわが国にとって,長 期

的にエネルギーの安定確保 をはかることは,

極めて重要 な課題である。特に石油に関 して

は,他 の先進国に比べてその依存度 が高 く,

しかもそのほとんどすべてを海外 からの輸入

に頼っており,わ が国のエネルギー供給構造

の脆弱性の大 きな要因 となっている。 したが

って,将 来 ともエネルギー需要の増大が予想

されるわが国においては,エ ネルギー源多様

化の観点から,今 後 とも石油から他のエネル

ギー源への転換 を強力に推進す る必要があ り,

原子力,石 炭,LNGを 中心 とした石油代替

エネルギーの開発,導 入が望 まれる。この う

ち,原 子力については,現 在のところ,積 極

的にその導入が計画 され,推 進 されているの

は電力分野 にす ぎないが,さ らに全エネルギ

ー需要の約2/3を 占める非電力分野につい

ても石油代替源として積極的に活用 してい く

ことが望 まれる。

非電力分野への原子力の導入 については,

軽水炉および高温ガス炉の多目的利用 をはか

るための検討 が現在行 われている。熱利用の

温度 レベルからみると,軽 水炉の場合 にはそ

の運転温度から,利 用温度が約250℃ 以下 に

限 られるが,高 温ガス炉の場合 には,利 用可

能温度が1000℃ 程度 と軽水炉 よりもはるかに

高 く,図1に 示すわが国のエネルギー消費構

造からみても利用分野はかなり広いものと予

想 される。一方,現 在の原子炉の技術 レベル

から実用化の時期 を考えてみると,高 温ガス

炉はこれから実験炉→原型炉→実証炉 と開発

が進められ,実 用化時期は21世紀初頭になる

ものと予想されるが,軽 水炉は既 に原子力発

電所 としての建設,運 転の経験 があり,原 子

炉系 と利用系の連結 における技術的課題等の

問題等はあるものの条件によっては,比 較的

早い時期 に実現の可能性があるものと考えら

れる。

(財)エネルギー総合工学研究所では,昭 和53

年度来核熱の産業利用 を主体 に原子炉の熱利

用 について調査研究 を進めてきた。 ここでは,

原子炉(軽 水炉,多 目的高温 ガス炉)の 熱利

用 について,需 給両面からその実用化の可能

性 と,実 現のための課題 に焦点 をあて調査結

果の概要を紹介 したい。

○

◎
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(温 度 ス ペ ク トル)

出 典:㈹ 日本 原子 力産 業 会議

「原子 炉 熱 利 用 懇談 会 報告 書 」(昭 和56年10月)

2.産 業用エネルギーの現状と核熱利用の可

能性

2.1産 業用エネルギーの需要形態

わが国 の産 業(鉱 工業)用 一次 エ ネルギー

需要量 は,総 一次 エ ネルギー需要量 の約60%

を 占め てい る。 昭和55年 の産 業用一次 エ ネル

ギー需要量 は,約2.7億k4(石 油 換 算)で あ

り,そ の ほ とん どが製 造業 で消費 されて いる。

この うち,約30%が 原 料 と して消費 されて お

り,こ れ を除 いた純 粋 なエ ネルギ ー としての

需要量 は約1.9億k4で あ る。 また,こ の一次

エ ネルギー需 要 は78%が 燃 料 に よって,残 り

22%が 購 入電 力 によって賄 われて いる。

以上 が,産 業用エ ネルギ ー を一次 エ ネルギ

ー需要の面 か らみ た場合 で あるが
,こ れ を需

要端 におけ る二次 エ ネルギー消費 と してみ る

と,昭 和55年 に お ける製 造業全体 の二 次エ ネ

ルギー消費量 は119×1013kcalで あ り,そ の約

81%が 燃 料 として消費 され,残 りユ9%が 電 力
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図2各 産 業にお け るエ ネル ギー 消費量

注)電 力1kWhは860kcalと して換算

資 料:「 昭和55年 エネルギー消費構造統計表」通産省,昭 和57年3月

○

の形 で消 費 されてい る。 これ を業種 別 の二次

エ ネルギー消費量 として分類 してみ る と,図

2に 示 す よ うに鉄鋼業 が製 造業 全体 のエ ネ ル

ギー消 費量の44.5%を 占め,最 大のエ ネルギ

ー多消 費産業で あ る
。鉄鋼 業 のエ ネルギー消

費量 の86.9%は 製 銑,製 鋼部 門で消費 され て

お り,こ れを消費量 と して示 す と40×1013

kcalと な ってい る。次 いでエ ネルギ ー消 費の

多い順 に窯業(セ メ ン ト,ガ ラス),化 学 工業,

石 油精製,非 鉄金属,紙 ・パ ル プ工業 となっ

てお り,こ の6業 種 で製 造業 のエ ネルギー消

費 全体 の85.3%を 占 めて い る。各業種 のエ ネ

ルギー消費の形態 をみ ると,電 気分解 に よる

電 力消費の 多い非 鉄金属,お よび動 力用 と し

て大量 の電 力 を消費す る紙 ・パ ルプ を除 けば,

エネルギー消費の70～90%が 燃料の形で消費

されている。

製造業における用途別二次エネルギー消費

構造 を図3に 示す。製造業全体では,直i接 加

熱 と蒸気を合わせた熱としてのエネルギー消

費が全体の約79%を 占めている。これを業種

別 にみると,鉄 鋼業,窯 業および石油精製で

は直接加熱によるエネルギー消費が80%以 上

を占めているのに対 し,化 学工業および紙 ・

パルプでは蒸気 によるエネルギー消費の割合

が相対的に大 きくなっている。非鉄金属では,

熱 としてのエネルギー消費の割合が小 さく,

電気分解によるエネルギー消費が多いのが特

徴である。

原子力の熱利用(核 熱利用)と い う観点 か

◎
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注)日 本原子力研究所資料,熱 管理と公害(1976年),公 害防止技術ハン ドブック,

工業窯炉(化 学工業杜)等 より作成

ら以上の製造業におけるエネルギー需要 をみ

ると,直 接加熱あるいは蒸気 という形で熱と

して消費されている部分が,核 熱利用の対象

として考えられる。この熱エネルギー需要を
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温 度別 にみ ると,図1に 示 す よ うに100～200

℃,700～900℃,ユ100～1500℃ の3つ の領域

に需要 の ピー クが存在す る。 この うち,蒸 気

の形 で消 費 され る熱エ ネルギ ーの大部 分 は,

200℃ 以 下 の温度領域 で あ り,軽 水炉 による熱

供給 が適 当で あ り,そ れ以 上 の1000℃ まで の

主 と して直接 加熱の温度領域 は,高 温 ガス炉

の核熱利 用の対象 として考 え られ る。現在,

こ れ らの熱エ ネルギー を必要 とす る産業 あ る

いは製造 工程 と しては,図4に 示 す よ うに非

鉄金属,化 学工業,石 油精 製,窯 業,紙 ・パ

ルプ等 が挙 げ られ るが,さ らに鉄鋼 業 におい

て製鉄法 が,現 在 の高炉法 か ら直接環 元法 に

転 換 され るな らば,核 熱利 用 の範囲 はよ り広

が るもの と考 え られ る。

2.2各 産業における核熱利用の可能性

(1)化 学 工 業

わが国の化学工業 は豊富,か つ低 廉 な輸入

石油に支 えられ,大 型化と技術革新によって

急速 に成長して来た。 しかし,第 一次 オイル

ショック(昭 和48年)以 後の大巾な石油価格

の上昇 と,そ れに伴 う電力料金の高騰 によっ

て石油依存度の小 さい北米(天 然 ガス),西欧

(石炭依存)等 との国際協争力を失ない,世

界的な景気低迷の影響 もあって極めて深刻な

状況にある。

そのため石油化学,肥 料,ア ル ミニウム精

錬などは,設 備縮少 と業界再編成 にせまられ

ている。しかしながら,現 状の石油依存体系

をより安定な資源 ・エネルギー源 に変えない

限 り本質的な解決策はありえず,そ の意味で,

電力分野ですでに他のエネルギー源よりも有

利なことが実証されている原子力の化学工業

への積極的導入は,国 際協争力回復の一助 と

なりうるものと考 えられ,有 効 な活用方法が

検討 されるべ きである。

なお,化 学工業におけるエネルギー消費の

形態 を表1に 示す。

◆

表1化 学工業におけるエネルギー利用の形態

利用の形態 エ ネ ルギ ー源 温 度(℃) 例 備 考

(1)

蒸 気 型 重 油,ガ ス
紙 ・パ ル プ 大規模な場合,抽 気又は背圧タービン

～200℃ 一般化学 で,電 気 を併 産 す る。

(2)石油主原料
ナフサ分解時 石油化学 ナフサ分解に利用した後,蒸 気として

エ ネ ルギ ー

副 産 型

の副産不要成
分 ～1000℃

ア ンモ ニ ア合

成 回収 す る。

(3)
重 油,ガ ス, セ メ ン ト 石油系燃料から,石 炭に転換しっっあ

窯 炉 型 ガ ラ ス

石炭 ～1600℃ 耐火物 る 。

(4)
カー バ イ ト 窯炉型で特殊な雰囲気を必要とするも

電熱化学型 電力(交流)
500～4000℃ 人造黒鉛電極 の,超 高温 が必 要 な もの。

(5)
苛 性 ソー ダ

電気化学型 電力(直流) ア ル ミニ ウ ム 他のエネルギーへの転換は困難
～1000℃ 精錬

◎
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(2)金失i岡 業

図2に 示すよ うにわが国最大のエネルギー

多消費産業である鉄鋼業は,オ イルショック

以後急速に石炭の導入など脱石油化が進んで

いる。鉄鋼業における原子力利用の検討は,

昭和48年 から高温 ガス炉の利用を目的 とした

「高温還元ガス利用による直接製鉄」,い わゆ

る原子力製鉄が通産省工業技術院の大型プロ

ジェク トとして実施 され,直 接製鉄パイロッ

トプラントの実現の基盤 となる トータルシス

テムならびに主要要素技術開発について数多

くの成果 をあげ,昭 和55年 度 に終 了している。

(3)ア ル ミニウム製錬業

アルミニウム製錬業では,年 間 に電力 を16

0億kWh,重 油(ア ルミナ製造用)を 約41万

ke(昭 和55年 度実績)を 消費 している。電力

消費について全産業中に占める比率 をみると

3.3%で,鉄 鋼,化 学,機 械,紙 ・パルプにつ

ぐ電力多消費産業 となっている。

このよ うにアルミニウム製錬業のエネルギ

ー消費は全体の約90%が 電力(ほ とんどがア

ルミニウム電解用)で 占められ,し かもその

70%以 上 も石油火力発電 に依存 していること

から,昭 和48年 以来の二度 にわたる石油危機

の影響は大きく,深 刻な打撃 を受けた。

アル ミニウム製錬業における原子力の導入

を考えると,熱 利用が可能なものは極 く限 ら

れた工程分野 にす ぎず,あ くまでも発電 を含

めた原子力利用でないどメリットは少ない。

また,そ の場合でも原子力でいかに安価 な電

気が保たれるかが原子力利用の最大の要点と

いえる。

一方 ,将 来に目を向ければ,電 気 をほとん

ど使わず,約2000℃ の炉内でのボーキサ イ ト

等から炭素による直接環元法,い わゆる溶鉱

炉 法 が注 目 されて い るが,原 子 力 との結合 に

つ いては,今 後 多 くの問題 点 の解 決 が必要 で

あろ う。

(4)紙 ・パ ルプ工業

紙 ・パ ルプ工 業は,年 間 に重 油 を約600万

ke,石 炭 を約30万 トン,電 力 を120億kWh

(昭和55年 度 実績)消 費 す るエ ネルギ ー多消 費

産業の一 つで ある。

これ ら紙 ・パ ル プ工 業のエ ネルギ ー消費 は,

燃 料性物 質 を原 料 として いる ことか ら,産 業

廃 棄物 が燃料 と して使 われ,そ のエ ネルギー

量 が全体 の1/4を 占め,さ らに自家発電 に

も努 めてい る。エ ネルギ ーの利 用形態 として

は,動 力 と熱 に二分 され,熱 利 用 としては,

重 油 がパ ルプ工程 の工業炉 で直接 利用 され る

他 はすべ て蒸気の形 で利 用 されて い る。蒸 気

の使用温度 と してはほ とん どが200℃ 以 下 で

あ り,動 力利用 として は電 力(自 家発,買 電

および水 力)が 用 い られてい る。

(5)そ の 他

この他 に,核 熱利 用の 可能性 の あ る産 業 と

しては,図4に 示 す よ うに銅,亜 鉛等 の非鉄

金属 や,セ メ ン ト,ガ ラス等 の窯業 が考 え ら

れ る。 これ らの産 業で必要 とす る温度 は,400

～1000℃ と ほぼ 高温 ガス炉 利用可能温 度 と対

応 で きる。

3.石 油代替エネルギーと核熱利用

原子 力の熱利用 においては,熱 の供給側

(原子炉)と 需要側(工 場等)の 規模,形 態の

対応や,熱 輸送距離への考慮が必要であり,

これ らの検討が行なわれない限 り,原 子炉 と

利用系との対応 が難 しい状況にある。 このた

め,高 温ガス炉 においては,利 用系 との直接
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的な結合 を考えるよりは,高 温ガス炉の熱エ

ネルギーによ り石炭,石 油 などの化石資源 あ

るいは水 を原料とし,い ったん二次エネルギ

ーに変換 して利用す ることが考えられている。

このような利用分野 として,現 在サ ンシャイ

ン計画で実施 されている石炭の液化 ・ガス化

あるいは熱化学法による水素製造が検討の対

象とされている。

究 開発 が進 め られて いる。

反応 の プロセ ス と して,現 在 まで に100以

上 のサ イクルが提 案 されたが,現 在 も研 究 さ

れてい るの は,ウ ェスチ ングハ ウス社,ゼ ネ

ラル ・ア トミック社,原 研(NIS法)な ど

わず かで ある。

4.原 子力の民生利用とその可能性

3.1石 炭の液化 ・ガス化

石炭液化反応は発熱反応であり,液 化工程

に外部から供給す る熱量は比較的少なく,高

温ガス炉導入の意義は少 ない。 しかし,石 炭

液化のためには多量の水素を必要 とす るので

水素製造プロセスで高温 ガス炉の熱 を利用す

るとい う間接的な利用形態が考えられる。又,

石炭ガス化反応は高温下(850～950℃)で の
、

反応であ り,こ の高温状態を維持す るために

種々の方式が検討 されている。

このような石炭液化 ・ガス化反応は,高 温

ガス炉の熱を利用するに適 した温度領域 にあ

るといえるが,現 在のサ ンシャイン計画のプ

ロセスは,石 炭の一部 を燃焼 させて反応熱を

補 う方式をとっており,液 化 ・ガス化の炉型

もこれを基本 とした開発 を進めているので,

そのまま核熱に結びつけることには問題 が多

いo

3.2水 素製 造

水からの水素製造法 としては,水 電解法,

熱化学的水分解法,高 温直i接熱分解法等 があ

るが,こ の うち熱化学的水分解法は既存の技

術でカバーできるユ000℃以下の温度 における

反応 を組合せて水 を分解 しよ うとす るもので,

多分に高温ガス炉の熱利用 を念頭にお・いて研

わが国のエ ネ ルギ ー需要 を部門別 にみ ると,

産 業部 門54.2%,交 通 部 門22.2%,民 生部 門

21.1%,非 エ ネルギ ー部 門2.5%(昭 和55年

度)と なってい る。民生部 門 を除 く他 の部 門

につ いては,エ ネルギー統 計 デー タの整備,

需 要 特性 の把握 も比較的 充実 してい る。 しか

し,民 生部 門 につ いては,産 業,交 通部 門等

に比べ て構成内 容 が非 常 に複雑 な こと等 か ら,

需要 構造 について は不 明 な点 が多い といえる。

4.1民 生利用の分野

民 生用エ ネルギーの用途 別需要 は,冷 暖 房 ・

給 湯65.4%,厨 房10.3%,照 明 ・動 力 ・その

他24.3%(昭 和54年 度)と なってお り,冷 暖

房 ・給湯 が大 きな比重 を占め てい る。民生部

門で必要 とす る熱 は ほ とん どすべ てが200℃

以下 で あ り,熱 レベ ル的 には軽水炉 での対応

が中心 となろ う。 しか し,実 際 の利 用 に際 し

ては,経 済性へ の考慮 が必要で あ り,他 産業

の熱利用 と併合 して考 えるべ きで ある。 また,

地 域 冷暖房 は,地 域振興 策 と しての効 果 があ

り,今 後 の原子 力立地推進 の一助 と しても期

待 される。

4.2そ の他の利用分野

エ ネ ルギー統 計上 は,産 業用 に分類 され る

○

◎
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が,地 域での熱エネルギー利用 とい う意味で

農林水産業における熱利用もあげられる。農

林水産業のエネルギー需要はわが国全体のエ

ネルギー需要の約3.3%を 占めてお り,施 設

農業(ハ ウスや温室)の 燃料等 に使用 されて

いる。 しかし,施 設農業や養殖漁業において

は,基 本的には工場のよ うな多量 かつ高温の

熱は必要 としない。 したがって,実 際の利用

にあたっては,原 子炉の熱を直接 に利用する

のではなく,原 子炉の温排水あるいは化学工

● 場等で渡 利用されて放出される廃繕 を禾旺

用することが,エ ネルギー有効利用あるいは

経済性の面からも重要である。

5.核 熱の利用技術

原子炉の熱利用 をはかるに当っては,原 子

炉 と利用系の規模,利 用形態,温 度 レベルの

対応,環 境,立 地,熱 輸送等の検討 が重要 と

なる。原子炉の熱 を利用するシステムとして

は,基 本白勺には:

① 原子炉 と利用系の近接立地 を行い,原 子

炉の熱を直接あるいは蒸気の形で利用する

(コ ンビナー ト),

② 原子炉 と石炭液化 ・ガス化プラントある

いは水素製造プラントを同一敷地内に建設

し,ク リーンな二次エネルギーを需要先へ

供給する(二 次エネルギーセ ンター),

の二種類が考えられる。

5.1直 接熱供給

原子炉 と熱利用プラントを近接立地 させて,

原子炉からの熱 を直接あるいは蒸気の形で利

用系プラントへ供給するシステムである。工

業利用では,原 子炉から電気 とか熱(蒸 気)を

供給するコンビナー トを形成することになり,

その回 りに低温熱利用あるいは廃熱 による民

生利用等 を配置す ることも考えられる。一般

に,原 子炉の規模は利用系プラントのそれよ

りも大 きく,コ ンビナー トを形成 して利用 を

はかることになり,エ ネルギーの需給バラン

スが重要である。

この他,原 子炉 と利用系 プラントの共同立

地においては,地 盤,環 境等の技術的課題の

検討 も必要である。すなわち,現 在の原子力

プラン トは人口過疎地の岩盤立地であるのに

対 して,化 学等の工業コンビナー トは輸送等

の観点 から消費地(都 市)接 近立地であり,

埋立地のような軟弱地盤立地 が多い。このよ

うに,原 子炉と利用系プラン トとの間には,

現状では相反す る要素があり,今 後,技 術お

よび法規制等の検討 が必要である。

一方 ,民 生利用,あ るいは農林水産業での

利用は,熱 需要の規模および温度 レベルのい

ずれも工業利用よ りも小 さく,経 済性の面か

ら原子炉の温排水や工場廃熱等 と組み合わせ

た熱のカスケー ド利用が考えられる。又,民

生利用は,地 域振興策 としての効用が大 きく,

原子力立地推進の一助 としての役割 も期待 さ

れる。

工業,民 生いずれの場合 も熱利用プラント

の規模は原子力プラントの規模よりも小 さく,

利用側 としてはコンビナー トを形成 したり,

さらに民生利用 と併合するものと考えられる

が,原 子炉側として も熱利用の規模 に適 した

出力ということで中小型原子炉(100～300M

We相 当)の 考えが打出されている。また,こ

のよ うに原子炉 を中小型化することによって,

設計,運 転,保 守等 を簡易化 し,ユ ーザーが

原子力を導入 し易す くす ることが考えられる。
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もちろん,こ の場合,経 済性の検討 も必要で

あるが,現 在のところ熱利用中小型炉の経済

性 を評価 した例はあまりないようである。

5.2二 次エネルギーセンター

前述の よ うに,原 子炉 と熱利 用系 の共同立

地 は環境,技 術 等の種 々の問題 が多い。 その

よ うな点 か ら,原 子炉(高 温 ガス炉)と 石 炭液

化 ・ガス化 プ ラン トあるいは水素製 造プ ラ ン

トを共同立地 し,そ こで製造 された石 炭 ガス

・石炭油
,水 素等 を二次エ ネ ルギ ー と して需

要地 に供給 す るい わゆ る二次 エ ネルギーセ ン

ター構想 が考 えられた。 この二次 エネ ルギー

セ ンターでは,原 子炉 と化学 工場等 の需要先

と直接 の接点 がないので,立 地,環 境,技 術

的 な制約 が さけ られ るとい う利 点 があ る。

6.実 用化へ向けての課題

高温ガス炉および軽水炉の熱利用をはかっ

てい く上で今後の検討課題 を探 ると,次 のよ

うなことが考 えられる。

(1)開発スケジュール

原子力の熱利用をはかるためには,将 来の

実用化時期における非電力分野でのエネルギ

ー需給見通 しが必要であり,そ れに見合った

原子炉および利用系プラントの開発 を進める

必要がある。 これらのスケジュールを決定す

る要因としては,企 業における将来のエネル

ギー需給予測および技術開発の進歩があげら

れる。特に,高 温 ガス炉 においては,現 在の

プロセスとは異 なる利用プロセスの開発が必

要であり,そ の リー ドタイムとしてはかなり

の長期間 を要するもの と思 われ,先 行的な技

術開発に早い時点で着手することが必要であ

る。

(2)開 発 体 制

利用系の開発体制の先行例 としては,高 温

ガス炉の場合,原 子力製鉄技術研究組合(E

RANS)が あり,化 学工業,石 炭の液化 ・

ガス化等についてもユーザーが主体 となった

利用系の開発体制 を確立する必要 がある。具

体的には,運 営(人,組 織)お よび資金の面

から早急に議論されなければならないが,こ

の際,ユ ーザーが参加 を決断するには,当 然,

エネルギー需要の見極めと技術の実証が必要

となる。

(3)PA(パ ブ リックアクセプタンス)

原子力立地 における大 きな問題点の一つと

してPA(パ ブリックアクセプタンス)が あ

る。現在の原子力発電所では,立 地推進 をは

かる観点から,電 源三法による交付金が着工

後数年 にわた り当該市町村および隣接市町村

へ支払われている。但 し,熱 利用を目的 とし

た原子炉 については前例 がなく,発 電炉 と同

様の扱いでよいのかどうか今後法的な面での

検討が必要である。 また,地 域への熱供給 も,

地域振興策としての効用が大 きいもの といえ

る。このような観点 から大型原子力発電所の

立地推進 をはかるエネルギーフロンティア計

画が検討 されている。

(4)経 済 性

原子炉からの核熱 を工業利用するためには,

経済性が重要な要因 となる。特 に,熱 利用の

場合,需 要規模等から中小型炉の方向に向っ

た場合,い かにして経済性 を維持するかという

ことが重要である。その場合,民 生利用という

地域振興策 をもって,経 済性 のデメリッ トを

補い,立 地推進の一助 とする考え方 もある。

(5)運営のあり方
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わが国の現在の原子炉はすべて発電専用で

あり,電 気事業者が運営 を行っているが,熱

供給炉の場合,必 ずしも電気事業者が運営す

るとは限 らず,ユ ーザーとなる企業,民 生利

用における自治体,あ るいは電力会社 も含む

これらの共同体 による運営 が考 えられる。 こ

のような実用化時期においての運営のあり方

についても資金問題 とからめて検討する必要

がある。又,電 力会社以外による運営が考 え

られる時,従 来の大型炉のようなどちらかと

いえば複雑なものではなく,規 模 を小 さくし,

しかも運転,保 守の容易性 を打 ち出 した中小

型炉は,ユ ーザーに原子 力の熱利用 を決断 さ

せる一因 となるともいえる。

(よこやま じろう 主任研究員)
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はじめに

我が国の原子炉開発の基本路線 は現在建設

・運転 が進められている軽水炉 から,将 来高

速増殖炉(FBR)に 移行するというもので

ある。今後の原子力発電 を軽水炉 のみで続 け

ていく限 り,現 在確認 されているウラン埋蔵

量では21世 紀前半にはウラン資源が欠乏する

ものと想定 されている(OECD・NEA/

IAEA)。 これに対 して,FBRは 軽水炉あ

るいはFBR自 身の使用済み燃料中に生ず る

プル トニウムを高度に利用できるため,ウ ラ

ン資源 を飛躍的に効率よく利用できるという

特色を持っている。これは,FBRが ウラン

資源の供給制限に影響 されるところが少なく,

現在確認 されているウラン埋蔵量によって も

今後極めて長期間にわたってエネルギー を供

給 し得ることを意味する。

我が国のFBR開 発の基本方針は,昭 和41

年原子力委員会から発表 された 「動力炉開発

の基本方針 にっいて」の中に示 されているよ

うに,早 期 にこれ を自主開発す ることにある。

この基本方針 にもとついて,我 が国のFBR

開発は現在までの ところ動力炉 ・核燃料開発

事業団(動 燃事業団)を 中心に進め られてき

た。動燃事業団は,昭 和52年 に実験炉「常陽」

(熱出力10万kW)を 完成 させたのに続いて,

現在は原子炉 「もん じゅ」(電気出力約30万kW)

の着工にとりかかろうとしている。今後,こ

れまでに蓄積 された開発成果を踏まえてFB

Rの 実用化 を図っていくためには,FBRの

技術及び経済性 をよく見極め,具 体的な開発

方策を練 っておかなければならない。このた

め,総 合エネルギー調査会原子力部会 におい

ては,高 速増殖炉実用化小委員会(委 員長

三島良績東大名誉教授)を 設け,昭 和57年2

月から検討 を進めている。

一方
,当 エネルギー総合工学研究所におい

ても,通 商産業省資源エネルギー庁 からの委

託 を受けて,FBR開 発方策を考 える上で重

要となる事項 について基礎的データを調査 し,

FBRの 早期実用化促進のための政策づ くり

に資す ることを目的 として,昭 和56年 度から

約4年 間 を目途 に調査 を進 めている。

海外諸国におけるFBR開 発の動向は,こ

のところ流動的であるが,自 由世界において

は仏国が最も積極的であり,世 界で最初の実

証炉スーパーフェニツクス(電 気出力120万

kW)を1984年 に臨界とする予定である。英国

は1974年 に原子炉 を完成 し,次 の実証炉及び

実用炉 に向かって開発の方針 を検討中である。

米国は,カ ータ前政権の核不拡散政策の影響

●

○
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により開発計画が遅れたが,世 界で最初にF

BRに よる発電に成功 した国であり,レ ーガ

ン政権になって再びFBR開 発に取 り組みつ

っある。

FBRの 開発には膨大 な資金 と技術開発が

必要であり,各 国 とも単独で開発するには負

担が大 き過 ぎると考 えている。そのため,F

BRの 開発 を国際協力によって効率よく進め

ようとする動 きが米英 を中心に強 まっており,

我が国にも積極的に働 きかけが行 われている。

こうした情況の中で,こ れから原型炉の建

設 を始めようとしている我が国 にとって,先

進諸国のFBR開 発の動向,経 済性の見通 し,

国際協力への取 り組み姿勢等 をつぶさに調査

してお くことが重要である。 このため,高 速

増殖炉実用化小委員会ではこの度海外調査団

を派遣 してこれらの調査 を行わせた。以下は,

その調査報告の概要 をまとめたものである。

なお,本文中の記載内容は,調 査団報告書の

紹介といった態のものではあるが,文 責は筆

者 にある。

1.調 査団構成,調 査項 目,訪 問先等

今回の調査団は,三 島良績東京大学名誉教

授 を団長 とし,高 速増殖炉実用化小委員会 ワ

ーキング ・グループのメンバーをべ一スとし,

合計9名 の構成である(表1)。

調査の内容は,

i)

il)

ilD

iv)

V)

開発の現状及び計画

開発体制及び資金分担

建設費及び発電コス ト

プラン ト運車云状況

核燃料サイクルの開発

の各項 目にわたっている。

訪問先は,仏 国,英 国及び米国の原子力行

政機関,電 力会社及び研究所並 びに 「スーパ

フェニックス」建設現場で,合 計8か 所であ

る。訪問先及び日程 を表2に 示す。

2.各 国のFBR開 発の現状

2.1仏 国

先 に述 べ たよ うに, 仏国は最もFBR開 発

表1FBR海 外 調 査 団 名 簿

氏 名 所 属

(団 長)三 島 良 績 東京大学名誉教授

(副 団 長)近 藤 駿 介 東京大学工学部原子力工学科助教授

(団 員)稲 垣 達 敏 電気事業連合会高速増殖炉開発準備室委員

(〃)木 元 誠 東京電力㈱原子力開発研究所主査

(〃)野 本 昭 二 動力炉 ・核燃料開発事業団高速増殖炉開発本部副本部長
(英 ・米の み)

(〃)見 立 宏 日本開発銀行調査部調査役

(〃)森 本 征四郎 関西電力㈱原子力総合企画 ・研究室課長

(〃)山 本 彬 夫 ㈲エネルギー総合工学研究所副主席研究員

(特別参加)高 橋 宏 資源エネルギー庁審議官
(仏 の み)
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表2訪 問 先 及 び 日 程

昭和57年

9月14日(火)

9月15H(水)

9月16日(木)

9月17日(金)

9月18日(土)

9月20日(月)

9月21日(火)

9月22日(水)

9月23日(木)

9月24日(金)

9月25日(土)

成 田発

パ リ着

仏国原子 力庁(CEA)に て,CEA,仏 国電 力庁(EDF)及
NOVATOMEの 担 当者 と討 議

移動(パ リ→ リヨ ン)

ス ーパ ・フェニ ックス現地 調査

移動(リ ヨン→ ロ ン ドン)

英 国 エ ネルギー省(UKDOE)の 担 当者 と討 議

英 国原 子 力公社(UKAEA)の 担 当者 と討 議

英 国中央電 力庁(CEGB)の 担 当者 と討議

移動(ロ ン ドン→ ワ シン トン)

米 国エ ネルギー省(USDOE)の 担 当者 と討議

移動(ワ シン トン→ サ ン ・フラ ンシス コ)

米 国電 力研 究所(EPRI)に て,EPRI及 びBurnsandRoe社
の担 当者 と討 議

サ ン ・フ ランシスコ発

成 田着

◎

が進 んで いるが,そ の開発 の 目的 を,①PW

Rか ら生 まれ るプル トニ ウムの有効利用,②

輸 入 ウラ ンへ の依存 の抑 制,及 び③長期 的 な

ウ ラ ン価格上昇傾 向への対応,の3点 にお い

てい る。

仏国 が開発 した最初 のFBRは,「 ラプ ソデ

ィ」 と呼 ばれ る熱 出力4万kWの 実 験炉 で あ り,

!967年 に臨 界 を達 成 した。 この炉 はナ トリウ

ムコ ンポーネ ン トが長時 間の運 転 に耐 えるこ

とを実証 し,ま た 高燃焼度 が要求 され るFB

R燃 料 技術 に確信 を与 えた。最近,ガ ー ドベ

ッセ ルに窒 素漏 洩 が検出 され,現 在 は運 転 を

停 止 してい る。原型炉 フェニ ッ クスは!973年

に臨界 となり,そ の後平均約60%の 設 備利用

率で運転 を行 って きてい る。 この間,機 器及

び燃料性 能 の確認 を行 ったが,特 に注 目 され

るのは,運 転員 の被 ば く量 が15ミ リレム/年

以下,放 射i生気体放 出量 が130～230キ ュ リー

/年 と低 いこ とで ある。 出力変化率 も2%出

力/分 程度 が可能 で,PWRよ り も運転 性能

が よいと してい る。実証炉 スーパ フェニ ック

スは1977年 か らクレイマル ビルのロー ヌ河畔

に建設中 であ る。一昨年,ロ ーヌ河 対岸 か ら

何 者 かによってバズ ーカ砲 が打 ち込 まれ,砲

弾 が格納容器 を貫通 した が,幸 い工程上 には

何 らの遅延 も生 じなかった よ うで ある。臨界

は1983年12月,系 統接続 は1984年4月 の予定

で ある。

実証炉以降 の計画 は,当 初1985年 よ り1年

半 お きに150万kWの 大 型炉 を2基 ずつ,合 計

○
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6基 着 工 す る予定 であったが,ミ ッテ ラ ン政

権登場 に よりこの方針 は見直 しされ るこ とと

なった。FBRは 巨大 な投 資 を要 す るの で,

1986年 以 降,FBRコ ス トが確定 して か ら全

体計画 を決定す る ことになろ う。

2.2英 国

英国では,FBRの 必要性にっいては疑問

の余地はないとしながらも,電 力需要の伸 び

悩み,北 海油田の開発,石 炭産業の保護政策

などによって,FBRを 必要 とする時期はま

だ先であるとする意見が支配的である。 その

時期は,今 後の石炭及びウラン価格の上昇を

考慮 して,2015年 頃と思われている。

英国のFBR開 発は比較的早期に始められ,

1959年 に実験炉 ドンレー(電 気出力1万5千

kW)を 完成 し,原 型炉PFR(電 気出力25万

kW)を1974年 に完成 している。「ドンレー」は

PFRの 運転開始 に伴い現在閉鎖 されており,

PFRは プル トニウム燃料加工及びFBR燃

料再処理のための実験施設 を併設 して運転が

続 けられている。PFRで は蒸気発生器で数

多 くの漏洩事故が発生 したほか,タ ービン発

電機系統でも種々の トラブルを経験 し,19Sl

年の設備利用率は14%と なっている。原型炉

に続 く実証炉計画としては,電 気出力約130

万kWのCDFRが 考 えられているものの,英

国の原子力政策は当面PWRの 導入に重点が

お』かれており,1983年 かろ1985年 頃まではP

WRの 公聴会に忙 しく,CDFRの 建設は19

87年以降になるとしている。今後,実 用化 に

向けてFBRの 政策 を決める必要 があるので,

政府は委員会をつ くって検討 し,近 く結論を

出す予定である。

2.3米 国

米国 は,「最初 にFBRを 完 成す る国 こそ,

原 子 力エ ネルギ ーの競争 にお いて極 めて優 位

に立 つ」 とい う,フ ェル ミ博 士 の主張 に沿 っ

て,世 界で最 も早 く,1951年 にFBRに よ る

発電 に成功 した。 しか し,そ の後 の開発 状 況

は必 ず しも順調 では な く,米 国 よ り遅 れてF

BR開 発 に乗 り出 した仏 国 に追 い抜 かれてい

る。

米 国で は,世 界初 の発 電 に成功 した実験炉

EBR-1の 後 も次 々 と実験炉 が建 設 され,

1970年 代 には電 気出 力38万kWの 原 子炉CRB

Rを 運 転 開始 す る予定 で あった。 しか し,カ

ー ター前政権 の核 不拡 散政策 の影響 を受 けて
,

この計画 は大巾 に遅 れ,1982年 にや っ とその

建設 に着手 した ところで あ る。

FBRは,石 炭 とともに有 力 な長期 的エ ネ

ルギー源 と考 え られて お り,FBRを 導 入す

れば石炭価 格 が抑制 され,単 一エ ネルギー源

に依存 す ることか ら くる不安 定 か らも脱却で

きる と期 待 してい る。 ただ し,FBRの 開 発

には これ まで莫大 な資金 を投 資 して きた し,

こ れか らもその投 資 を続 けて い くことになろ

うが,商 業化 まで には なお20年 程度 の年 月が

かか るので,国 際協 力 が不可欠 で あると して

い る。

3.開 発体制及び資金分担

3.1仏 国

仏 国 のFBR開 発 は,フ ラ ンス原子 力庁

(CEA)の 強 力 な指 導の もとに始 め られ,実

験炉 の段 階 では研 究開発,設 計,製 作,建 設,

運 転 と,殆 ん どすべ ての分野 をCEAが 担 当

して開発 した。原 型炉以 降 は,研 究開発 につ
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いては一貫 してCEAが 担 当 してい るが,漸

次 フラ ンス電 力庁(EDF)及 び原子炉 メー

カで あるNOVATOME社 に開発 の責任 が

移 って きてい る。 この開発体制 の推 移の中 で,

ノ ウハ ウの集 中 と連続性 が配 慮 され,効 率的

なFBR開 発 を行 って い る。

スーパ ーフェニ ックスの建 設 では,CEA

が研 究開発 を担 当 し,国 際 コ ンソー シアムN

ERSAが 発 注主体 となって いる。原 子炉供

給者 はNOVATOME社 及 び イタ リアのNI

RA社 で ある。

スーパ ーフ エニ ックスの開発資金 はNER

SAへ の 出資割 合 に応 じて分担 す るが,ED

Fが51%,イ タ リアの電 力会 社ENELが33

%,及 び西独 のFBR原 型 炉 の開発 のた めに

設立 された国際 コ ンソー シァ ムSBKが16%

と それ ぞれ負担 す る内訳 に なってい る。 この

よ うに,膨 大 な開発資金 を国際的 に共 同負担

す ることによって,仏 国 は 自国 の負担 を軽減

す るこ とに成 功 してい る。

スーパ ーフェニ ックスの後 は,建 設の効率

化 を計 るため国際共同事業 と しての形態 は と

らず,EDFの 単 独事業 と して実施 され,メ

イ ンコ ン トラクター はNOVATOME1社

に なる予定 で ある。

燃料製 造及び再処理 につ いては,CEA100

%出 資 のCOGEMA社 に技 術 移転 が行 われ

始 めてい る。

仏国 の開発体 制 の特徴 は,発 注 主体 が国営

のEDF,原 子 炉供給者 がNOVATOME

と夫 々単 一 に定 め られて いる こと,そ してC

EAは こ れ らの組織 に資金 と要 員 を出 す こと

によって大 きな支配 力 を有 して いるこ とで あ

る。

3.2英 国

英国 のFBR開 発 は,英 国原子 力公社(U

KAEA)が 研 究 開発 を推 進 し,NNC

(NationalNuclearCorporation)が 原子炉 を

供給,BNFL(BritishNuclearFuelLimi-

ted)が 燃 料 を供給,英 国中央電 力庁(CEG

B)が 発 注 者 とい う形 で進 め られ る。NNC

は英 国 メー カを統合 して生 まれた もので,U

KAEAが そ の株式 の35%を 保 有 し,か つ 人

も送 り込 んでい る。

CDFRの 開 発体制 は未定 で あるものの,

そ の資金調達 においてはCEGBが 大 きな役

割 を果 す もの と見 られて い る。

CDFRの 設 計研究 はUKAEAの 発 注 で

NNCが 実施 してい る。 これ らの設計研究 や

その他 の会 合 には,将 来規制側 の立場 にたつ

Nuclearlnstallationlnspectorate(NII)

が オ ブザーバ と して参加 し,FBRの ス ムー

スな開発 が行 われ るよ うに して いる。'

3.3米 国

米 国では,エ ネルギー省(DOE)が 研 究

開発 の実施 責任 を有 して お り,CRBRの 建

設 もDOEの マ ネー ジメ ン トで行 われてい る。

CRBRに つ いては民間 が若干 出資 してい る

ので,そ の団体 で あるBRC(BreederReac-

torCorporation)が ア ドバ イス で きるよ うに

なってい る。CRBRに 続 く大型炉 について

は,こ れまでDOEが 設 計研 究 を実施 して き

た。 しか し,今 後 は民間 が その計画 を推 進す

ることにな り,政 府 は外 国 と協 同 す ることを

条件 にFBRのR&Dを 継 続 す るとの方針 を

とった ため,EPRIが 民 間側 の まとめ役 を

かって出 て,設 計研究 の第4段 階,い わゆ る

Consolidationphaseを 実 施 す るConsolidated
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ManagementOffice(COMO,連 邦 の資金

で行 われ る作 業 をマ ネージ し,必 要 なR&D

を ア ドバ イスす る役割 を有す る とい われてい

る)を 設立 した。

実証炉 の発注 主体 は当然電 力の連合 とい う

ことになろ うが,公 益事業 に対す る規 制 か ら,

資 金負担能 力が限 られてい るので,DOEで

は 政府保証 の融資 など各種 の,予 算 によ らな

い助成 システ ムの検討 が行 われてい る。核燃

料サ イ クルの開発 にっ いては民間 が出遅 れて

いるので,な お主体 は連邦政 府 とされ てい る

が,こ の場 合 にも民間 との協 議機 関 を設 けて

その意 向 を反映 させ る体制 と してい る。 なお』,

現 在Barnwell再 処 理 プ ラ ン トの建 設 を民 間

が継続 す るインセ ンテ ィブ を与 えるべ く,生

産 されたプル トニウムの買上 げ保証,政 策 変

更 が行 われた場 合 の投 資家保護方 策 などの手

段 が検討 されて いるが,こ れ らはFBRに 対

す る民 間の イ ンセ ンテ ィブ付与 とい う観点 か

らも注 目され よ う。

4.経 済性 につい て

4.1仏 国

仏国 でのFBR経 済性 評価 は表3に 要 約 さ

れる。

これは比較検 討 のため に計 算 された もので

あ り,次 の仮 定 に もとつ いて いる。

i)フ ラ ンの価 値 は不 変 で あ り,1982年

フ ラ ンへ の現 在 価値 換 算 は年 率9%と

す る。

iの 償却期 間 は20年 とす る。

iii)PWRは130万kWプ ラ ン トが4基 発注

され ると した場 合の数 字で あ り,大 量生

産 によ りかな り安 くな ってい る。 これに

対 し,FBRで は単独 の建設 で あ り,将

来のユ ニ ッ トは18か 月 に1基 のペー ス と

して いる。

仏 国 におけ るFBRの 経 済性 見通 しは,ス

ーパ ー フェニ ックスの安 全審査 と応札結果 が

判 明 し,再 処理 プ ラ ン トPURRの 設 計 がパ

イロ ッ トプラ ン トTORの 運 開に よ り確定 す

表3FBR,PWRコ ス ト比 較

〔単位:サ ンチ ー ム/kWh〕

PWR SPX-1 SPX-H#1 SPX-H#2 将 来 ユ ニ ッ ト

1300MWe 1200MWe 1500MWe 1500MWe 1500MWe

8.5 22.6 16.9 13.2 11.0

資 本 費
(2.66) (2.OO) (1.55) (1.29)

一3.2 5.0 4.7 4.0 4.0
運 転 費

(1.56) (1.47) (1.25) (1.25)

5.3 10.O 8.7 6.8 4.5
燃料サイクル費

(1.89) (1.64) (1.28) (0.85)

17.0 37.6 30.3 24.0 19.5

合 計
(2.2) (1.8) (1.5) (1.15)

()内 はFBR/PWR比
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る1986年 ま では確 定的 な もので はない。

3.2英 国

NNCの 評 価 によれば,実 証 炉CDFRの

建 設 費 はPWRの 約1.4倍,発 電 コス トは1.

2倍 と なってい る。FBRが いつPWRよ り

経済 的 にな るかは,建 設費 が不確 かで ある こ

と,長 期 間 のウ ラ ン価格 を予 測す る必要 があ

ることな どによ り,正 確 に予 測 で きない とし

てい る。

3.3米 国

CRBRの プ ロジェ ク ト ・コス トは36億 ド

ル,そ の うちハ ー ドウェア ・コス トが10億 ド

ル とされてい る。

CRBRに 続 く電気出 力100万kW級 の 大 型

炉 の設計研究 では,30億 ドルとい う建設費 が

試算 されてい る。

初期 大型FBRの 建 設 費 につ いては,軽 水

炉 の1.5倍 程 度 とす るメー カの推 定 もあ る。

3.4核 燃料サイクル費

仏国 では燃 料成形加工 費 がPWRの7倍,

再 処理 費は5倍 と してい る。米 国で はブ ラン

ケ ッ ト分 もあわせ て平均 す る と3.3倍 と1.3倍

と い うふ うに推 定 してい る。

4.国 際協力に対する考え方

4.1仏 国

仏国 は,イ タ リア,西 独,ベ ルギ ー,オ ラ

ンダ,英 国 と共同 でスーパ ーフ ェニ ックスを

建 設 し,西 独及 びイ タリア とは政 府問協 定 の

下 に研究 開発成果 を共 有 してい る。仏 国 は,

政 府 間協 定 によ る長期 目標 の設定 を行 い,か

つ産業対産業の包括的協 力関係 を成立 させる

のが,望 ましい国際協力の姿であるとしてい

る。

米,英 との協 力については,両 国が仏国の

イニシアチブの下に入ることを嫌 い,仏 国と

の合意に達 していない。日本 との関係につい

て仏側は,基 本的 には上の考え方 をもって接

してきているが,FBR開 発のスローダウン

に直面 してやや柔軟 に種々のアプローチを模

索する様子も見 られる。日本の自主開発の方

針にも理解を示 し,そ の枠組みの中で日本 に

役立っ協力をしたいとのことであった。

4.2英 国

英国には,米,仏 双方から共同開発の働 き

かけがあり,そ のため政府内に委員会 をっ く

り,協 力の是非,あ り方などについて検討 し

てお り,近 く結論 を出す予定であるp英 米協

力を実現する場合 には,日 本の参加が重要視

されている。CEGBで は,と りあえず各国

の電力事業者間だけでも共通仕様の検討 をし

てみては どうかと提案 している。

4.3米 国

米国の大型FBR計 画(LSPB計 画)は

国際協 力を前提 としてお り,COMOを 窓口

に各国へ協力の働 きかけをしている。日本に

対 して もCOMOの メンバーとして参加する

ことを強 く期待 している。COMOに よる国

際協力の基本的考えは,

の 各国が全体計画に公平に資金,人 材等を

提供す ること。

の 各国の研究開発の重複 をさけ,そ の費用

を節減すること。

liD各 国はこれまでの研究開発の成果 を公開
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し,そ れを共 有す ること。

iv)各 国 が全体計 画 に参加 し,そ の成果 を共

有す るこ と。

とされてい る。

おわりに

以上,仏,英,米3国 を訪 問 し,各 機関 の

担 当者 と討議 した内容 を,FBR開 発 の現状,

経 済性,国 際協 力の3点 に絞 って報告 した。

各 国 とも,FBRの 必 要性 に対 しては疑 問の

余地 はない としなが らも,最 近 の経済事情 及

び政情 を反映 して開発のペ ースが鈍 ってい る。

実証炉 スーパ ーフ ェニ ックスの運 開 を聞近 に

した仏国 でも,今 後 の スケジ ュー ルにつ いて

は以前 の威勢 良 さは消 えて,ス ーパ ーフ ェニ

ックスーHの 応札 及び再処理 プ ラ ン トPUR

Rの 設 計 が確定 す る1986年 ま では明確 になら

ない。英国 は,原 型炉 を1974年 に完成 しなが

ら,国 内 の経済事情 から実証炉建 設 の時期 は

1987年 以 降 となって いる。米 国で は,1970年

代 に運 開にす る予定で あった原型炉 が,や っ

と着手 で きる運 び となってい るが,ま だ予断

を許 さない。 これ らの結果,各 国のFBR開

発の現状は,昨 年原子 力委員会により改訂 さ

れた我が国の「原子力研究開発利用長期計画」

とそれ程の違いがなくなっている。

FBRが 商業化 される時期 については,各

国 とも相当将来のことと予想 しているので,

その間,技 術を継承 し,効 率 よく開発 を進め

るためには国際協力を有効 に利用す る必要 が

ある。特 に,米 国では政府が今後 のFBRに

関する研究開発 を継続す る条件として,外 国

と協同することをあげており,昭 和57年 に設

立 したCOMOを 推進母体 として各国に積極

的に協力の働 きかけをしている。言いかえれ

ば,米 国のFBR開 発 は,国 際協 力なくして

は活力が出ない。国際協 力の必要性は,国 情

によって相違はあるものの,仏,英 について

も同様 に言えることであり,莫 大な開発資金

を一国で負担す る重圧 から,各 国 とも国際協

力することによってまぬがれようとしている。

終 りに,本 調査 に際 しご協力をいただいた

資源エネルギー庁原子力発電課,各 国駐在の

日本大使館,ジ ェ トロ,海 外電力調査会,等

の皆様 に感謝の意 を表 します。

(やまもと よしお 副主席研究員)
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研究所の うごき
(昭 和57年10月1日 ～12月31日)

◇ 評議 員会 開催

第3回 評議員会

日 時:11月10日(水)15:00～17:30

場 所:東 海大学校友会館東海クラブ望星の間

議 題:、

(1)議 長挨拶

(2)〔 報告〕

昭和56年 度事業報告および収支決算

昭和57年 度事業計画および収支予算

(3)〔 講演〕

最近の経済動向とエネルギー問題(監 事 ・日

本興業銀行顧問 田島敏弘氏)

(4)懇 談

◇ 企 画 委 員 会 開 催

第23回 企 画 委 員 会

日 時:10月20日(水)14:00～16:00・

場 所:当 研 究 所 第2会 議 室

議 題:

(1)2000年 に至 る わが 国 の エ ネル ギー ビ ジ ョン

(2)FBR海 外 調査 報 告

(3)そ の他

第24回 企 画 委 員 会

日 時:12月22日(水)17:00～19:00

場 所:東 海 大 学校 友 会 館 東 海 クラブ 富士 の 間

議 題:

(1)自 動 車 用 燃 料 の将 来

(2)昭 和57年 度研 究 テー マ につ い て

◇ 主 な で き ご と

9月29日(水)「LNG施 設総 合 調 査研 究 会 」 第2

回開 催

10月7日(木)「 中小 型 軽 水 炉構 想 設 計 ・経 済性 検

討 」 第1回 委 員会 開 催

15日(金)「FBR実 用化 」 第4回 委 員 会 開催

18日(月)「 海洋 地 熱」 第2回 委 員会 開 催

「電気 エ ネ ル ギー 貯 蔵 技術 調 査並 び

に フ ィー ジ ビ リテ ィ ス タデ ィ,超 電 導

電 力 貯蔵 検 討 会」 第2回 委 員会 開催

20日(水)第23回 企 画 委 員会 開 催

23日(土)「 環境 評 価 モ デル 調 査 」 第1回 委 員

会 開催

11月4日(木)「 バ イ オマ ス」 第2回 委 員 会 開催

9日(火)「FBR実 用化 」 第5回 委 員 会 開催

「燃料 電 池 エ ネ ル ギー シ ステ ム 」 第

2回 委 貝会 開催

10日(水)第3回 評 議 員 会 開催

17日(水)「 中小 型 軽 水 炉構 想 設 計 ・経 済性 検

討 」 第2回 委 貝 会 開催

「エ ネル ギー フ ロ ンテ ィア」 第1回

委 貝 会 開催

19日(金)「 電気 エ ネル ギー 貯 蔵 技術 調 査並 び

に フ ィー ジ ビ リテ ィス タデ ィ,超 電 導

電 力 貯蔵 検 討 会」 第3回 委 貝会 開 催

「新 技術 研 究 開 発基礎 調査 検 討 」 第

1回 委 員会 開 催

26日(金)「 環境 評 価 モ デ ル調 査 」 第2回 委 貝

会 開 催

30日(火)「 原子 力プ ラン ト運 転 の信 頼性 に関

す る研究 会 」 開催(第26回)

12月8日(水)「LNG施 設総 合 技 術 調査 」 研 究会

第3回 開催

14日(火)「 バ イ オマ ス資源 に よる アル コー ル

生 産 ・利用(57年 度)」 第1回 委 員 会開

催

16日(木)「 バ イ オマ ス 」 第3回 委 貝会 開 催

17日(金)「FBR実 用 化」 第6回 委 員 会 開催

「電 気エ ネル ギー 貯 蔵 技術 調 査並 び

に フ ィー ジ ビ リテ ィス タデ ィ,超 電導

電 力 貯蔵 検 討 会 」 第4回 委 貝会 開催

20日(月)「 石 油製 品 需 給不 均 衡解 消 に 関 す る

フ ィー ジ ビ リテ ィ調 査 」 第5回 ア ス フ

ァル ト委 員会 開催

21日(火)「 中小 型 軽 水 炉構 想 設 計 ・経 済性 検

討 」 第3回 委 員 会 開催

22日(水)第24回 企 画 委 員会 開 催

「プ ルサ ー マ ル(仮 称)」 第1回 委員

会 開 催

23日(木)「 新 技術 研 究 開 発基礎 調 査 検 討 」 第

2回 委 員会 開 催

24日(金)「 環境 評 価 モ デ ル調 査 」 第3回 委 員

会 開 催

◇ 人 事 異 動

010月1日 付

(採用)斉 藤 晴通 副主席研究貝,プ ロジェク

ト試験研究部長兼企画部長
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に任命

(採用)安 藤 順康 主任研究貝に任命,プ ロジ

ェクト試験研究部配属

012月1日 付

(採用)中 田 邦臣 常勤嘱託

戸田 庸三 〃

原 俊彦 〃

012月15日 付

(採用)上 田 隆 主任研究員に任命,プ ロジ

ェクト試験研究部配属

(退職)

主任研究員 神崎 直英(出 向解除)

0 ◇ そ の 他

外国出張

(1)三 井英彦副主席研究員は, 「米 国 シ ャ トル にて

開催 され る廃 炉 国 際 会議 へ の 出 席 及び 各 国 に おけ

る廃 炉 研 究 の現 状 と将 来動 向 の 把握 と米 国,カ ナ

ダ にお け る廃 炉 技 術指 針 等 を中心 とす る廃 炉研 究

の現 状 に つ い ての 意 見 交換 」 の た め,10月9日 よ

り同 月25日 の 間,米 国 及 び カナ ダ に 出張 した。

(2)松 井 一 秋主 管 研 究 員 と田辺 義雄 主任研究員 とは,

「各 国に お け る原 子 力 開発 の 動 向調 査 並 び に 国際

協 力 に関 す る基 礎 調 査 」 の ため,11月14日 よ り12

月5日 の 間,大 韓 民 国,フ ィ リピン,イ ン ドネ シ

ア,マ レー シア並 び に タイ 国に 出 張 した。

(3)友 沢 孝 主任 研 究 員 は,「 仏 国 で 開催 され るパ ッ

シブ ソー ラに 関す る会議 へ の 出席 及 び欧 州 各 国 に

お け る 自然 エ ネル ギー 利用 技術 の研 究 開 発 現状 の

調査 」 の た め,12月5日 よ り同 月17日 の 間,デ ン

マー ク,ノ ル ウェー,西 独,及 び仏 国 に 出張 した 。
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事務 所 移 転 の お知 らせ

来 た る2月26日(土)に,研 究 所事 務 所 を下 記 に移 転 します 。従 って,現 在 の事
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行 うこ とに な ります 。
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創 立5周 年 を迎 え て

理事 長 山 本 寛

＼

ノ

この研究所が創立を見たのは第1次 の石油ショックによる影響が漸 く収まり,経

済的にも一応の安定を見た頃でありましたが,そ の後幾ば くもな く第2次 の石油危

機が到来 して,産 油国を除いては,先 進国 も開発途上国 も共に再び前回にまさる困

難な経済状況に落ち入りました。このため、わが国を含め,先 進各国では省エネル

ギーや石油代替エネルギーの早期導入が声高に要望されました。その結果,先 進各

国の省エネルギーや,原 子力,石 炭,天 然ガス等の石油代替エネルギーへの転換が

進み、石油需要の急速な減少に伴 って,昨 年末以降状況が大きく変って来た ことは

ご承知の通りであります。ここで.石 油価格の当面の動向がどうなるかは大変気に

なる処ではありますが,少 くとも第3次 の石油 ショックの発生が懸念されるような

極端な価格の低下だけは将来の世界経済の安定か らみて望ましいものでない事は明

らかです。

一方
,先 進国における省エネルギーの進展や石油代替エネルギーの導入がOPEC

による石油価格決定の主導権を失わせた一因である事を深 く認識 し,私 共は今後と

もこの切 り札を確固として保持 してゆく必要があります。石油価格が下落 した事に

よって欧米先進国の石油代替エネルギー技術開発にブレーキがかかっていますが,

国内エネルギー資源に全 く恵まれないわが国としては,他 の先進国の動向がどうで

あれ,安 全保障の立場か らも石油代替エネルギー技術開発に力を入れてゆかねばな

らないと思います。勿論,限 りある国や企業の予算の中では優先順位をつけて技術

開発を行 う事が,今 迄よりももっと厳 しく要請されるのは当然の事であり,ま た,

私共研究所の研究員一同 も及ばずなが ら,今 後とも少 しでもお役に立ちたいと期 し

ている次第であります。(や ま もと ゆたか)
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昭和58年 度予算 にみ る通商産業省の

エネルギー技術開発 の重点

楠 田 昭 二

1.総 合 的な資源 ・エネルギー政 策の考え

方

今日我が国をめ ぐるエネルギー情勢は新た

な転機を迎えている。

① 国際エネルギー情勢においては,第 二

次石油危機の経験を踏まえて,先 進消費国が

省エネルギーの推進,石 油代替エネルギーの

開発 ・導入の促進等の施策を積極的に推進 し

てきたわけであるが,か かる諸施策の浸透に

加えて,近 年では石油価格の上昇に伴うデフ

レ的影響に端を発 した世界経済の停滞により,

世界の石油消費は大幅な減少を示 し,国 際的

な石油需給は緩和状態で推移 している。 しか

しなが ら,我 が国のエネルギー供給構造は依

然脆弱であり,中 東情勢も流動的である点に

かんがみれば,我 々が今エネルギー問題解決

の努力を怠るならば,将 来エネルギー需給が

不安定化,逼 迫化することは避けがたいと考

えられる。む しろこのような需給緩和時にお

いて こそ,中 長期的な観点にたって,エ ネル

ギーの安定供給の確保を図る施策を着実に推

進することが必要である。

② 一方,国 内面においては,産 業構造の

変化,産 業全般にわたる省エネルギーの進展,

石油代替エネルギーの開発 ・導入等によ り,

一次エネルギー供給に占める石油依存度が急

速に低下するなど我が国のエネルギー需給に

構造的変化の兆 しがみ られっつある中で,基

礎素材産業を始めとするエネルギー多消費型

産業を中心 として,原 材料 ・エネルギーコス

トの低減が強く求め られるに至っている。

このように我が国を取り巻 くエネルギー情

勢が激 しく変動する時代にあっては,エ ネル

ギーの安定供給の確保を図りっつ,内 外のエ

ネルギー情勢の変化に適確に対応 したエネル

ギー政策を展開していくことが要請される時

代であるともいえよう。

③ 以上のような観点にたって,ま ず,今

後 ともエネルギー供給の大宗を占める石油に

ついて引き続 き安定供給基盤の整備を図るた

め,石 油産業の構造改善,石 油備蓄及び石油

開発を着実に推進する必要がある。また,石

油代替 エネルギーをめ ぐる新たな状勢に積極

的に対応するため,核 燃料サイクルの事業化,

原子力発電を中心とする電源多様化及び電源

立地を着実に推進する必要がある。さらに,

産業,民 生,輸 送の各分野において一層の省

エネルギーに努めるとともに,石 炭の安定供

給の確保,石 油代替エネルギーの技術開発等

石油代替エネルギーの開発 ・導入を一層推進

す る必要がある。
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④ 我が国としては世界有数の経済力を達

成するに至った国民の叡智と活力を十分発揮

して,エ ネルギー問題を克服 し,日 本経済の

発展基盤を確たるものとす るとともに,世 界

のエネルギー問題の解決に貢献するため,以

上のような総合エネルギー政策を強力に推進

していくこととしている。

2.昭 和58年 度 における資源 エネルギー政

策の重点事項

前節に述べた 「総合エネルギー政策の考え

方」にもとつ く,昭 和58年 度における資源

エネルギー政策の重点事項の要点は以下の通

りである。(文 末の表1参 照)

2.1石 油の安定供給基盤の整備

1)石 油産業の構造改善の推進

石油の安定供給確保の担い手たる石油産業

の構造改善を推進するため,民 生用石油製品

の安定供給確保を図りっっ,重 質油対策技術

実用化開発の拡充,軽 質留分新用途開発への

着手,中 間留分の安定供給に係 る原油関税軽

減制度の創設等生産設備の高度化のための施

策を講ずる。併せて,過 剰設備の処理を進め

るとともに,共 同重質油処理セ ンター設置の

ための調査の実施等企業間連携の強化を図る。

2)石 油備蓄の推進

民間備蓄については,引 き続き90日の水準

を維持するため,そ の助成制度を拡充 ・強化

する。また,石 油公団による国家備蓄につい

ては備蓄基地建設を推進するとともに,備 蓄

量の増強を図る。

また,LPG(液 化石油ガス)の 民間備蓄

についても積増 し(年 度末目標25日)を 図る。

3)石 油開発の推進

内外における石油開発を効率的に推進する

ため,開 発の効率的推進,資 金調達等石油開

発に係る基本問題を検討するとともに,石 油

公団による探鉱等投融資事業,国 内石油天然

ガス基礎調査等の充実を図る。また,自 主技

術開発促進のための基本構想を策定するとと

もに,オ イルシェール開発技術,石 油二 ・三

次回収技術等を推進する。

2.2石 油代替エネルギーをめぐる新たな情勢への

積極的対応

1)核 燃料サイクル事業化の推進

ウラン濃縮の事業化,商 業再処理工場の建

設等核燃料サイクルの事業化を推進するため,

技術開発,立 地促進等の対策を充実する。ま

た,放 射性廃棄物処理処分対策については,

低 レベル放射性廃棄物の施設貯蔵等を推進す

る。さらに,核 燃料再処理準備金制度を創設

する。

2)原 子力発電を中心とする電源多様化の

推進

(1)原 子力発電の推進

電源多様化の中核となる原子力発電につい

て,よ り一層安全性 ・信頼性の向上を図るた

め,安 全審査 ・検査及び運転管理監督体制,

防災 ・被ば く低減化対策等を充実 ・強化する

とともに,稼 働率向上のための軽水炉改良標

準化を推進する。

また,プ ル トニウムの早期利用の観点か ら

も有意義なATR実 証炉の建設を早急に進め

ることとし,資 金面の措置等の対策を講 じる

ほか,高 速増殖炉等新型炉実用化のための調

査を引き続き進める。

② 石炭火力,水 力,地 熱発電の推進
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石炭火力発電所の建設及び既設石油火力の

石炭への燃料転換に対する助成等により石炭

火力発電を促進する。また,国 産エネルギー

である水力 ・地熱の開発を促進するため,資

源調査,事 業者に対する助成措置等を充実す

る。

また,電 源開発促進税の税率引上げにより,

これら電源多様化対策の所要財源の確保を図

る。

3)電 源立地の推進

(1)電 源地域の振興

電源立地を着実に推進するため,電 力移出

県等交付金の充実,電 源立地促進対策交付金

の使途の拡充等電源地域の産業の振興に資す

る施策を推進する。

② 電源立地に対する国民的理解と協力の増

進

原子力発電の必要性,安 全性等に関する国

民の理解と協力を得るための施策を充実する。

また,電 源開発促進税の税率引上げにより,

これら電源立地対策の所要財源の確保を図る。

4)石 油代替エネルギー技術開発の推進及

び開発体制の整備

サンシャイン計画等石油代替エネルギー技

術開発を重点化 ・効率化を図りつっ推進する

とともに,新 エネルギー総合開発機構の機能

を情報収集 ・提供面,シ ーズ発掘面等におい

て拡充 し,石 油代替エネルギー技術開発体制

を整備 ・強化する。なお,新 エネルギー総合

開発機構において燃料用アルコール技術開発

に着手する。

また,産 業における石油代替エネルギーの

より効率的な利用を促進するための革新的か

つ共通的な技術の開発を引き続き積極的に推

進する。

5)省 エネルギー及びエネルギー転換の推

進

産業,民 生,輸 送の各エネルギー消費部門

における省エネルギーを一層推進するため,

技術開発等を促進するとともに産業における

石炭,LNG等 への エネルギー転換を引き続

き推進する,ま た,ソ ーラーシステムの普及

を促進するため,住 宅及び事業用施設に対す

る低利融資,公 的施設に対する補助,統 一的

な性能評価の確立等の施策を推進するととも

に,ガ ス冷房の普及の促進を図る。

6)石 炭の安定供給確保の推進

長期的な視点に立 って海外炭開発輸入の着

実な推進を図る。また,国 内炭については,

保安の確保を図りつつ我が国石炭鉱業の自立

を目指 して,効 率的な石炭政策を引き続き推

進する。

2.3資 源の安定供給の確保

1)希 少金属備蓄の推進

希少金属の重要性及び供給の不安定性にか

んがみ,経 済安全保障の観点を踏まえ,国 家

備蓄制度を創設する等,備 蓄を強力に推進す

る。

2)鉱 物資源の探鉱開発の推進

鉱物資源を長期的かっ安定的に確保するた

め,減 耗控除制度の延長,い わゆる 「三段階

方式」による探鉱助成等により内外資源の探

鉱開発を進めるとともに,中 小鉱山の総合的

な振興対策を講ずる。

3)深 海底鉱物資源開発の推進

第3次 国連海洋法会議における先行投資保

護決議の採択,鉱 区調整の本格化及び深海底

鉱業暫定措置法の成立を踏まえ,探 鉱開発法

人に対する金属鉱業事業団からの出資を充実
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するとともに,賦 存状況調査及び採鉱 ・探査

技術開発を一層推進する。

2.4国 際 エネルギー政策の展開

厳 しい世界 エネル ギー情勢 に対応 し,先 進

エネ ルギ ー消費 国 は,国 際 エネル ギ ー機 関

(IEA),サ ミッ ト等の場 にお いて エネル

ギー問題解決 のため,緊 密 な国際協力体制を

推進 して いるが,我 が国 と してはかか る国際

協調 に積極的 に参加 し,国 内 エネルギ ー政策

に反映 させ るとともに,正 確かつ迅速な情 報

収集 ・提供 に努め,こ れ に基づ く的確 な国際

エネル ギー政策 を展開す る。

2.5そ の 他

① 産炭地域経済の再建を図るため総合的か

つ効果的な対策の推進を図る。

② 臨時石炭鉱害復旧法及び石炭鉱害賠償等

臨時措署法の延長を踏まえ,石 炭鉱害復旧

のための所要の措置を計画的に進める。

③ 都市ガス事業におけるガス導管の管理技

術の確立等ガス保安対策を強力に推進する。

3.・ 昭 和58年 度 にお けるエネルギ ー技術開

発の概要

以上 「総合エネルギー政策の考え方」及び

「昭和58年 度における資源エネルギー政策の

重点事項」を紹介 したが,こ のエネルギー政

策基盤の安定強化を図る観点から様々なエネ

ルギー技術に係る施策の展開が図られている。

以下に通産省におけるエネルギー技術開発

の主なものとその概要を説明する。(括 弧内

は58年度予算で単位は百万円)

3.1石 油関連技術開発

1)石 油開発技術

我が国石油開発企業は,百 年以上の歴史を

有する欧米メジャー等に比べその経営基盤が

脆弱であるばかりでなく,技 術力においても

大きく立ち遅れており,ま た我が国プラント

メーカー等 も石油開発企業からの技術情報 フィ

ードバックの不足等から,総 じて遅れをとっ

ている状況にある。特に,米 国の石油 ・ガス

開発関連機器に関する対ソ禁輸措置(一 昨年

12月発表,昨 年6月 同強化措置)が サハ リン

島陸域において進められているプロジェク ト

の推進に大きな影響を与え,我 が国独自の技

術を今後早急に確立する必要性に迫 られたこ

とは記憶に新 しい。

さらに,石 油開発利権を獲得するには,技

術力の保有が重要な条件となってきており,

特に最近,開 発対象地域の自然条件の悪化

(極地,深 海等),二 ・三次回収等原油回収

率の向上に対する産油国か らの要請の高まり

に対応するため,あ るいは従来の原油に代わ

る有望な石油系資源であるオイルシェールの

開発を進めるため,石 油開発技術の開発が急

務となっており,こ のため次のような施策を

講 じている。

(1)二 ・三次回収技術の研究開発(771)

ケ ミカル攻法,熱 攻法等の二 ・三次回収技

術について,57年 度から5か 年計画で油田で

のパイロットプラント規模で研究開発を行う。

58年度は特に,ケ ミカル攻法についてパイロッ

トプラントの設計 ・建設に着手する。

② オイルシェール開発技術の研究開発

(1,543)

56年度から60年度までの5か 年でパイロッ

トプラン トによる実験を通 じ,オ イルシェー

5



ルの採掘,粉 砕,乾 留にわたる開発技術の研

究開発を行 う。58年度はベンチプラントを中

心に研究調査を行 うとともにパイロットプラ

ントの設計等に着手する。

(3)そ の他の石油開発技術

その他の石油開発技術 として①海底石油生

産システムの研究開発(5,153)② 海洋石油

生産プラッ トホーム開発調査(104)③ 海洋

石油開発高能率掘進技術開発調査(69)④ 衛

星による石油等探査技術の研究開発(1,411)

を行う。

2)石 油精製関連技術

石油は,現 在なお我が国のエネルギー源の

大宗を占めているが,我 が国の輸入原油は産

油国の軽質原油温存政策の影響等により重質

化 しつつあり,一 方,国 内石油製品需要構造

は民生用灯油等中間留分需要の増大,B・C

重油需要の減少等により軽質化 しつつある。

石油製品は原油を精製 して得られる連産品で

あるため,こ のような状況を放置すれば石油

製品全体の適正な需給バランスが失われる恐

れがある。

このため,中 間留分の安定供給確保を図る

観点か ら既に多様な重質油対策を講 じつつあ

るが,抜 本的対策として,重 質油分解技術を

始めとする重質油対策技術の開発を54年度か

ら予算措置を講 じて推進 しているところであ

る。

(1)重 質油対策技術開発事業(325)

石油精製,鉄 鋼,電 力等関係業界の各企業

により54年6月 に設立された重質油対策技術

研究組合が,54年 度から58年度の5年 計画で

推進中の重質油分解技術の研究開発を行 う。

(2)重 質油対策技術実用化開発事業(3,469)

現在技術開発が進められている中間留分増

産型の重質油分解装置の早期の商業的導入を

図るため,57年 度か ら61年度の5年 計画で

10,000B/Dク ラスの実用化プ ラン ト段階で

の開発を行う。

(3)重 質油残渣物有効利用技術開発事業

(2,786)

重質油対策技術研究組合が,56年 度から60

年度までの5年 計画で,ピ ッチ,石 油コーク

ス等重質油の分解工程で副生する重質油残渣

物を原料とする都市ガス用合成ガス ・低廉水

素ガスの製造技術開発を行う。

(4)軽 質留分新用途開発事業(1,692)

今後の中 ・長期的な国産ナフサの過剰傾向

に対処 し,安 定的なナフサの新規需要分野の

創出を図るため58年度から62年度までの5年

計画で,

① ナフサ留分変換技術

② ナフサ留分の高付加価値化学品変換技

術

③ ナフサ留分活用技術

について開発を行う。

更に現在の石油製品と同様の取扱が可能な

ことから早期導入が期待される新燃料油の開

発 ・導入を特に中間留分代替という観点から

推進 しているところである。

(5)新 燃料油研究開発事業(2,841)

新燃料油開発技術研究組合が55年度から61

年度まで7年 計画で,

① 合成ガスからの炭化水素油 ・含酸素燃

料油精製技術

② オイルサンド油,オ イルシェール油等

の改質精製技術

③ バイオマス利用技術

の開発を行 う。

3)石 油備蓄技術
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(1)石 油備蓄技術開発(489)

国土利用の制約等から安全で経済的な新備

蓄システムを実用化するため地下備蓄に係る

実証実験を行うとともにワックス原油の固化

備蓄技術についても実証実験を行 う。

3.2原 子力関連技術開発

石油代替エネルギーの中核 として位置付け

られる原子力の開発利用にっいては我が国は,

従来からこれを積極的に推進 してきたところ

であるが,今 後とも安全性の確保に万全を期

しつつ,信 頼性の向上及び稼働率の向上を図

るとともに,地 元住民をはじめとする国民の

理解と協力を得て立地の促進を積極的に図 っ

てゆ く必要がある。また,原 子力の開発利用

を円滑に推進 してい くためには,自 主的核燃

料サイクルの確立が不可欠である。

このような情勢の下で,原 子力に関する技

術開発をこれまで以上に推進 していく必要が

あり,通 商産業省 としては次の諸点に重点を

置いて進めている。

1)原 子力発電の安全性の確保 ・信頼性の

向上対策

(1)軽 水炉改良技術確証試験等の推進(2,396)

原子力発電の安全性 ・信頼性のより一層の

向上を図るため,我 が国の国情に適 した日本

型軽水炉の確立を図ることが必要である。こ

のため第三次改良標準化調査を推進するとと

もに,確 証試験の実施によりインターナルポ

ンプ設備,高 性能燃料,大 型炉心,高 耐震構

造立地技術の実用化を促進す る。また,軽 水

炉へのプル トニウム実用規模利用のための設

計調査を行 う。さらに,運 転経験データに基

づき,主 要な設備等の信頼性の定量的評価を

行い,設 備,機 器の信頼性向上策の検討を行

う。

(2)廃 炉対策の推進(101)

今後10数 年後には具体化する原子炉の廃止

措置に関 して,安 全性,信 頼性の向上の観点

か ら必要な技術調査を行うとともに,特 に重

要な遠隔切断技術及びコンクリー ト表層は く

離技術についての確証試験を行う。

(3)原 子力発電支援システムの開発(1,700)

原子力発電所の信頼性のより一層の向上を

図る観点か ら,日 常の運転管理等における運

転員の負担軽減のための支援システムの開発

を促進する。

(4)原 子力発電安全対策の充実 ・強化

(2,641)

安全解析についての行政庁によるクロスチェ

ックを充実するため,実 用発電用原子炉に係

る既存の安全解析コードの改良 ・整備及びこ

れに必要な試験を行うとともに,原 子力発電

所の諸検査等に伴う放射線被ばくの低減化及

びそれによる検査の効率化を図るため,安 全

性,信 頼性の確保上特に重要な自動検査装置

等の導入を促進する。

(5)原 子力発電施設信頼性実証試験の拡充

(6,890)

原子力発電所の安全性,信 頼性に対する地

元住民をは じめとする国民の理解を増進する

ため,信 頼性実証試験を実施する。特に58年

度は大型高性能振動台を用いて本格的な振動

試験を実施する。

2)自 主的核燃料サイクルの確立

(1)ウ ラン資源安定供給確保(609)

海外に全面的に依存 しているウラン資源に

ついて供給源の多様化を図り,自 主開発の推

進等を行うとともに,純 国産資源としての海

水からのウラン回収システムの開発を推進す
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る。

(2)ウ ラン濃縮役務安定供給確保(1,326)

ウラン濃縮役務の安定供給確保,核 燃料サ

イクルの自主性の確保のため,ウ ラン濃縮原

型 プラントの建設と並行 してウラン濃縮遠心

分離機の製造技術の確立を推進 しつつ,ウ ラ

ン濃縮の事業化に関する技術 ・経済性等に関

する調査を行う。さらに遠心分離法によるウ

ラン濃縮を補完するものとして化学法 ウラン

濃縮技術の確立を図るための開発を助成する。

(3)商 業再処理工場の建設推進(2,825)

原子力の開発利用の推進のためには,核 燃

料サイクルのバックエンド部門の要である再

処理事業の確立が緊急の課題 となっている。

このため,商 業再処理工場の建設に必要な再

処理主要機器及びプロセスについて確証調査

を昭和55年 度から61年度までの7年 計画で実

施する。

(4)放 射性廃棄物処理処分対策の推進(156)

今後,原 子力発電規模の増大に伴い発生す

る低 レベル放射性廃棄物の累計量は膨大なも

のとなると予想 されており,ま た,使 用済核

燃料の再処理に伴い発生する高 レベル放射性

廃棄物は長期にわたり高い放射能を有す るた

め,こ れ らの処理処分体制を早急に確立す る

必要がある。

このため,放 射性廃棄物の発生量の低減を

図るべ く減容処理技術に関す る技術開発を

促進するとともに,高 レベル放射性廃棄物の

処理,貯 蔵,処 分対策について国としての方

針を確立す るためフィージビリティ調査を実

施する。さらに,低 レベル放射性廃棄物の施

設貯蔵の実施に際 し,処 理 ・輸送 ・処分の

各段階の調査を実施 し,総 合 システムを確立

す る。

3)新 型炉の開発利用推進

(1)新 型転換炉実証炉(ATR)の 建設推進

(1,095)

軽水炉の使用済燃料の再処理で得 られるプ

ル トニウムの有効利用を図るため,自 主開発

炉であるATRの 建設を58年度より推進する。

(2)発 電用新型炉等開発利用調査(130)

高速増殖炉(FBR)及 び新型転換炉(A

TR)の 実用化に係 る技術的,経 済的諸問題

について調査を実施するとともに,新 型転換

炉の耐震性,原 子炉特性,事 故解析,構 造等

の技術的諸問題について調査検討を行い,新

型転換炉の安全評価等の基本的な方針を確立

する。さらに使用済燃料の再処理により回収

されるウラン及びプル トニウムの利用を促進

するため,プ ル トニウム等を燃料 とした混合

酸化物燃料加工の事業化方策及び回収 ウラン

利用方策について調査を実施する。

33石 炭関連技術開発

1)石 炭生産技術

(1)石 炭技術振興費補助金(290)

② 石炭生産利用技術振興費補助金(生 産技

術分)(669)

国内石炭鉱業の安定的な生産体制を確立 し

国産エネルギー資源の供給確保を図 るため,

57年度に引き続き,急 傾斜採炭の機械化,緩

傾斜採炭の省力化,掘 進運搬の省力化 ・自動

化等の技術開発を進める一方,主 として海外

炭開発を目的とした緩傾斜中厚層採炭自動化

技術,露 天掘大型採掘機械等の研究開発を推

進する。

2)石 炭利用技術(短 中期開発)

石炭の利用拡大を図るため,短 中期の開発

が期待でき,か っ開発効果の大きい石炭利用
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技術として通商産業大臣が指定 した課題につ

いて研究を進めている。指定研究課題として

は,流 動床燃焼,排 煙処理,COM,ハ ン ド

リング,成 型コークス,石 炭灰の有効利用,

石炭を利用 した下廃水処理があり,各 テーマ

と も60年 頃 を実用化の 目途 と してい る。

(3,795)

3)石 炭のガス化技術(長 期開発)

(1)石 炭ガス化技術開発委託費(1,927)

サンシャイン計画の一環として石炭を原料

としてクリーンな発電用低カロリーガスを製

造する技術及びこれと連携する複合サイクル

発電システムを開発する。58年度は前年度に

引き続き40ト ン/日 ガス化パイロッ トプラン

トの運転試験及び1,000ト ン/日 ガス化発電

実証プラントの設計を行う。

(2)石 炭ガス化技術開発費補助金(1,680)

サ ンシャイン計画の一環 として石炭に重質

油及び酸素 ・水蒸気を加えて,ま たは水素を

反応させて高カロリーガスを製造する技術を

確立する。58年度は7,000立 方 メー トル/日

プラントによりガス化実験を行 う。

4)石 炭火力発電所関係技術の実証

(1>石 炭火力発電所乾式脱硫技術実証試験

(1,156)

現在,実 用化 している湿式の脱硫技術 と比

べ,大 量の用水及び排水処理施設の付設の必

要がないこと,副 生品が少ないこと等優れた

特性を有する乾式脱硫技術を実証するため,

大型石炭火力に乾式脱硫装置を設置 し,試 験

を行 う。

② 石炭火力発電所高性能集 じん技術実証試

験(530)

石炭火力発電所のばいじん対策 としては,

電気集 じん器が完成 された技術 として広 く用

いられているが,石 炭火力においても石油火

力並みのばい じん対策を確立するため,よ り

高性能な集 じん技術の開発 ・実証試験を行 う。

(3)石 炭火 力発電所COM転 換実 証試験

(1,350)

既設石炭火力のCOM転 換を推進するため

既設石炭火力においてボイラーの改造,公 害

防止設備の増強並びにCOM製 造設備の改良

等を行い,燃 焼特性,ボ イラーの耐摩耗性等

の実証試験を行 う。

(4>高 性能石炭火力技術開発(530)

高性能石炭火力の技術開発のため,超 高温

材料の実缶要素試験による確証,高 温タービ

ン回転体試験及び超高温タービン実証試験を.

行 う。

3.4水 力関連技術開発

1)海 水揚水技術実証(106)

我が国の自然特性か らその確立が期待され

ている海水揚水発電について,金 属,土 木材

料等の腐触問題,環 境問題についての実証的

な試験調査を実施する。

2)発 電ダム堆砂排除総合シテテム開発

(50)

堆砂土砂の排砂処理とこれのコンクリー ト

用骨材等へ有効利用するシステムの開発を行う。

3.5地 熱 関連技術開発

1)大 規模深部地熱発電所環境 保全実証調

査(2,615)

将 来 の地熱発電開発の大宗を 占め ると予想

される深部地熱(地 下3,000メ ー トル～4,000

メ ー トルに賦存)を 利用 した大規模発電所

(25万 キ ロ ・ワ ッ ト級)の 開発を促進す るた

(ユ4頁 につづ く)
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表1

総合的な資源エネルギー政策の推進

石油の安定供給基盤の整備

昭和58年 度資源エネルギー政策の体系

石油代替エネルギーをめぐる新
たな状勢への積極的対応

資源の安定供給の確保

油産業の構造改善の推進

油 備 蓄 の 推 進

油 開 発 の 推 進

油流 通対策の充実

核燃料サイクル事業化の推進

国際エネルギー政策の推進

そ の 他

等

噌

翻 欝 中心とする聯 『[

　 の推進一 モ

雛　 　　 一「

簾 欝 及びエネルギー転層首

石炭の安定供給確保の推進端

少金属備蓄の推進

広物資源の鱗 発朧 で

休海底鉱物資源探鉱開発の推進

産炭地域振興対策の推進

広害対策の推進

ガス保安対策の推進

一10一

産設備の高度化

石油産業体制の整備

玉家備蓄の推進

民間備蓄の推進

・外探鉱開発の推進

石油製品販売事業等実態調査

石油流通構造高度化基礎調査,
石油情報普及啓発事業等

ウラン濃縮事業化の推進

商業再処理工場の建設推進

放射1生廃棄物処理処分対策の推進

原子力発電の推進

石炭火力,水 力,地 熱等の推進

電源地域の振興

電源立地に対する国民的理解と
協力の増進

環境保全対策の強化

サンシャイン計画

燃料用アルコール技術開発

共通基盤型代エネ技術開発

'エネルギーの推進

エネルギー転換の推進

海外炭安定供給体制の整備

内炭対策の推進

希少金属備蓄(5→7)

内探鉱開発の推進

海外探鉱開発の推進



重 質 油対 策 技術 実 用 化 開発(12→35),軽 質 留 分新 用 途 技術 開発(0→17),共 同 重 質 油 セ ン ター(1.5→1.4)

国 家備 蓄 基地 建 設(224→296,事 業規 模1,333→1,581),タ ンカー備 蓄 等(1,267→1,356)

民 間備 蓄 利 子補 給(335→480)

探 鉱等 投 融 資(1,078→1,178),国 内 石 油 天 然 ガ ス基 礎 調査 等(89→87),減 耗 控 除 制度 の延 長

オ イル シェー ル開 発(20→15),石 油2・3次 回収(5→8)

ウラン濃縮事業化調査(1→1),遠 心分離機製造技術確立(2→2)

第2再 処理工場技術確立調査(26→28)

放射性廃棄物安全性実証試験(1→2),海 外再処理返還固化体受入システム開発調査(5→5)

ATR実 証炉建設費等補助(0→11),軽 水炉改良技術確証試験等(19→24),安 全解析コー ド改良等委託(20→21)
原子力発電施設等緊急時安全対策交付金(4→6)
石炭火力(67→133),水 力(52→57),地 熱(93→83)

電源立地促進対策交付金(379→364),電 源立地特別交付金(97→IO6),水 力発電施設周辺地域交付金(37→38)

電源立地推進広報対策等委託費(8→8),原 子 力広報研修施設整備費補助(4→4)

広報 ・安全等対策交付金(9→9)

＼

/

石 炭 液化 技 術 開発(168→186),太 陽 光 発 電 技術 開発(51→54),燃 料 電 池 発電 技 術 開発(4→16)

燃 料 用 ア ル コー ル技 術 開発(0→2)

共 通基 盤 型 石 油代 替 エ ネルギ ー 技術 開発(12→23),う ち溶 鉱 炉 法 新製 錬 技術(0→3)

エ ネル ギ ー使 用合 理 化 ・省 エ ネル ギ ー投 資 の推 進,ム ー ンラ イ ト計画(95→96)

開銀 貸付(59→60),ソ ー ラー シス テ ム普 及促 進(61→62)

NEDO海 外炭 探 鉱 出 融資(60→36),海 外 炭 開発 可 能性 調 査 費 等補 助(8→8)

坑 内骨 格 構 造整 備 拡 充事 業 費補 助(124→127),鉱 山保 安確 保 事 業 費補 助(85→86),石 炭 資源 開 発基 礎 調 査 補助

(18→19)

広域 ・精密地質構造調査(19→17),新 鉱床探査(14→10),特 定中小鉱山総合振興(0→5),減 耗控除制度の延長

希少金属等海外鉱物資源基礎的調査(7→7),資 源開発協力基礎調査(22→23)

深海底鉱物資源の賦存状況調査等(15→13),マ ンガン団塊採鉱システム(9→12)

〔(注)驚 暴糠 灘 甫58年度)
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表2昭 和58年 度エネルギー関係特別会計予算 について

原 重 油 関 税

640円/ke

暫 定 分110円/ke延 長

看克 月又1,360(1,450)

剰 余 金 等82(16)

1,261(1,347)

1合 理化安定対策

坑内骨格構造整備拡
充事業費補助金

鉱山保安確保事業費
補助金

鉱山保安技術調査委
託費

2.鉱 害 対 策

鉱害復旧補助

3.産 炭地域振興対策

産炭地域振興臨時交
付金

4.労 働 省 分

5.そ の 他

99(103)

〈石炭並びに石油及び石油代替
エネルギー対策特別会計〉

455(481)

127(124)

86(85)

4(3)

588(580)

512(502)

88(87)

39(34)

184(187)

油

3.5%

石 特繰 入4,250(3,850)

剰 余 金等122(120)

石油 及 び石 油代 替エ ネ ルギー勘 定

(石 油 対 策)

1.開 発1,457(1,346)

探 鉱 投 融 資等1,!88(1,088)

石 油 ・天 然 ガ ス基 礎87(89)
調 査

オ イ ル シェ ー ル採 取15(20)

2・3次 回 収 技術8(5)

里際石油交流センタ11(10)

2.備 蓄2,274(2,002)

国 家 備 蓄増 強 対 策1,652(1,491)

民 間 備 蓄助 成(石 油)445(313)

民 間 備 蓄助 成(LPG)40(24)

立 地 対 策 交付 金113(105)

3技 術 開発 等149(154)

重 質 油 対策 技 術 開発66(82)

i新燃 米斗1由34(39)

軽 質 留 分新 用途 開 発17(0)

28(28)4.そ の 他 35(33)

合 十曇
R

△1.4%

1,343(1,363) 合 十一三目

10.8%
3,915(3,535)

石 油 代 替エ ネ ルギ ー対 策
1,801(1,661)8.4%up一

(石油代替エネルギー対策)

1.石 炭資源開発62(86)

海外炭探鉱融資開発36(60)
債務保証

海外炭開発可能性調8(8)
査等

稟炭資源開発基礎調19(18)且

2.導 入促 進 対 策146(142)

開銀 貸 付 金60(59)

中小 企 業 導入 促 進9(7)

ソ ー ラー シス テ ム普62(61)

及 促 進 等

ロ ー カ ル ・エ ネ ルギ14(14)

3.技 術開発等

石炭液化技術

石炭生産 ・利用技術

燃料用アルコール

共通基盤型技術

4.そ の 他

334(297)

186(169)

45(41)

2(0)

23(12)

14(14)

合 十一三臼

3.4%
556(538)

石 特合 計
7.0%

5,814(5,436)

特 会合 計
6.7%

7,764(7,278)
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'つ

/

税

通商産業省(単 位 億円)
()57年 度予算額

電 源 開 発 促 進 税
※

30銭/kWh→44.5銭/kWh

収1,179(1,028)

余 金 等66(95) 〈電源開発促進対策特別会計〉

曹

税 収578(407)

剰 余 金等 ユ27(312)

曾

電鵬 化勘定) 電 源 立 地 勘 定)

1.供 糸合石窪で呆対`策

水 力 開 発

地 熱 開 発

2.導 入促進対策

技 術 実 証

石炭火力建設等補助

3.技 術 開 発

太陽エネルギー関係技術

地熱エネルギー関係技術

石炭エネルギー関係技術

高効率ガスタービン

燃 料 電 池

4.原 子 力

ウラン濃縮関係技術

軽水炉改良技術

新型転換炉実証炉

再処理関係技術

原子力発電支援 システム等

5。 科学技術庁分

6.そ の 他

141(145)

57(52)

83(93)

127(65)

36(40)

87(21)

196(198)

62(60)

41(42)

25(27)

39(51)

16(4)

134(111)

13(12)

24(19)

11(0)

33(31)

23(21)

613(571)

34(33)

1.電 源立地促進対策交付金

2.電 源立地特別交付金

原子力発電施設等周辺地域交付金

電力移出県等交付金

3.水 力発電施設周辺地域交付金

4.原 子力発電安全対策等委託費

5.原 子力発電安全対策等補助金

6.原 子力発電安全対策等交付金

7.そ の 他

364(379)

106(97)
67(64)

39(33)

38(37)

142(152)

9(9)

32(31)

15(14)

合 十一三P

10.8%
1,245(1,123) 合 十舌

R

△2.0%

705(719)

電源特会合計

※

13一

5.8%

1,950(1,842)

58年9月1日 実施 予 定(10月1日 以 降 に料 金 の支 払

い を受 け る権 利 が確 立 す る販 売 電 気等 に適 用)



め,従 来の浅部地熱(地 下1,000メ ー トル～

2,000メ ー トルに賦存)と は量的にも質的に

も異なる探査 ・利用技術及び環境影響等の事

項について実証調査を行い,深 部地熱の利用

技術の実証を行うとともに環境保全上支障の

ないことを明らかにする。(4,000メ ー トル

級調査井1本 のボー リング等実施。)

2)地 熱発電所環境保全技術調査(76)

地熱有望地域は自然景観の優れた地域であ

る場合も多 く,そ の開発に当たっては,自 然

景観との調和,温 泉影響への配慮等環境保全

に十分留意することが必要である。

このため,景 観等に係る環境影響予測手法 ・

環境保全技術等の開発を行う。

3)そ の他の技術開発

サ ンシャイン計画の一環として新探査技術

による地熱有望地域の抽出,深 部地熱等のた

めの探査技術の開発,熱 水利用発電プラント

開発,深 層熱水供給システム開発等を推進する。

3.6省 エネルギー関連技術開発(ム ーンライト計

画)

省エネルギー政策の推進に当たっては,技

術の果たす役割が大きく,エ ネルギー供給部

門及び産業,民 生,輸 送等のエネルギー消費

部門の多岐にわたる省エネルギー技術を総合

的に捉え,計 画的に研究開発を促進する。

1)大 型省エネルギー技術研究開発(8,728)

研究開発に多額の資金と長期間を有するな

ど,民 間企業では行うことが困難な技術研究

開発課題にっいて,国 立試験研究所,民 間企

業等の力を結集 して,研 究開発を行う。

(1)電 磁流体(MHD)発 電(239)

石炭等を燃焼させ,直 接電気を発生させる

高効率の直接発電技術の開発。

(2)高 効 率 ガスタービ ン(4,400)

総 合 効率55%以 上 の複合発電 システ ム用 高

効率 ガスター ビンの開発 。

(3)新 型 電池電力貯蔵 システ ム(1,103)

大 容 量の新型電池 による電 力貯蔵 システム

の開発 。

〈4)燃 料電池発電技術(2,031)

LNG等 を燃料 とす る新 しい分散型 高効率

発電技術の開発 。

(5)汎 用 スター リングエ ンジ ン(955)

多種 燃料の使用が可能で,効 率の高いスター

リングエ ンジンの開発 。

2)先 導的基盤的省 エネルギ ー技術研 究開

発(186)

将 来 の省 エネルギー技術の芽 とな るよ うな

課題 について,研 究開発 を行 う。

3)民 間 の省 エネル ギー技術 開発 の助成

(527)

民 間企業 が実施す る省 エネル ギー技術開発

に対 して補助 を行 う。

3.7そ の他の分野における技術開発

一般産業における石油代替エネルギーの導

入を促進するため,「 共通基盤型石油代替エ

ネルギー技術開発補助金」によりエネルギー

多消費型業種関連技術で技術の汎用性,技 術

の革新性を持ち合わせた石油代替エネルギー

関係技術であって,複 数の企業が共同して技

術開発を行 うものについて助成する。58年 度

の新たなテーマとして溶鉱炉法新製錬技術

(アル ミ製錬)を 加える。(く すだ しょう

じ 通産省資源エネルギー庁長官々房総務課)
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材 料 デ ー タベ ー スの現状 と課 題

岩 田 修 一・

へ

ノ /

1.は じ め に

(財)エ ネルギー総合工学研究所において

は 「エネルギー技術データベース」の名のも

とに,エ ネルギー関連の技術データの収集 ・

評価が進められてきており,筆 者もエネルギー

技術材料を対象として,作 業の一部を分担 し

てきた。国内においても,各 分野で数値デー

タベースが論議されるようになってきたが,

実用規模のデータ量となり,国 際的にも評価

されるレベルとなったものは少ない。雰囲気

だけは盛りあがっているが,デ ータベース開

発は地味に根気よく継続する必要があり,し

か も,労 力は多大なものとなる割に評価 され

ないため,そ のような作業をするマン・パワー

は必然的に不足がちである。

この小稿では,こ のような国内における情

況をふまえなが ら,最 近の主として海外にお

ける材料データベースの現状を点描 し,今 後

の課題についての私見を述べたい。

2.材 料 デ ー タ ワ ー ク シ ョ ッ プ

デー タの収集,評 価,応 用,デ ータベース

化 な ど を議 論 す る場 と して は,ICSU1)の

下 部 組 織 で あ るCODATA2)が 代 表 的 で あ

る。昨(1982)年10月 に はポー ラン ドで第8

回 のCODATA会 議 が 開 催 され た が,米 一

ポーラ ンド間の政治関係 がよ くなか った こと

もあ って,米 国か らの出席者 が少 な く東側 の

発表が 目立 った会議 とな って しま った。

材 料 デ ー タ ワ ー ク シ ョップ はCODATA

会 議 の議題を継続 ・発展 させて討議 を深め,

材 料 データベ ースについて今後 の課 題を明 ら

か にす る 目的 で企 画 され た もの で,CODA

TA,NBS3),F。,hi。f。,m。ti。nzent。um共

催 で翌11月 場 所 もテネ シー(米)に 移 して開

催 された。参加者は75名 と限定 されていて,

米 国60名,欧 州 ・カナ ダ14名,日 本1名 と,

米 国 の材 料研 究者(民 間,大 学,研 究所),

計 算 機専門家,出 版社の編集者 が主体 とな っ

た ものであ ったが,こ れまでの活動 実績およ

び今後の可能性をあ る程度反 映 した もの とい

え る。

この ワ ー ク シ ョ ップのChairmanで あ る

G.E.社 のDr.J.H.Westbrookは 彼 自身 の

作 った"MachineReadableFiユesofEng-

ineeringDataonMaterials"へ の 加 筆 ・

修正を参加者に求め,そ の結果,昨(1982)年

㈱ ユ)InternnationalCouncilofScientificUnions

2)CommitteeonDataforScienceand

Technology

3)NationalBureauofStandards
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の11月 現在 の計算機可読 な材料 データベース

の一 覧をえた。その要約 を表1に 示す 。

この表 の第1番 には,西 独BFI4)の 鉄 鋼

材料デ ータベ ースの例 が示 されて いるが,こ

れは,1970年 よ り開発 の続 け られて いるデー

5)タベースで
,DINス タ ンダー ド及びSEW

デ ー タの入力を完了 し,材 料選択,外 国規格

との比較や管理などへの応用 に利用 されて い

る。Dr.RobertBadger(JohnWileyand

Sons社)は,こ れ までの デ ータ探 索 の方法

につ いて,世 界初の大 きなハ ン ドブ ックの作

成 された1919年 に まで遡 って,文 献 による材

料デ ータへ の ア クセ スにつ いて"Past"の

総 括 を行 ったが,"Present"に つ いて は,

BFIのD.GertDatheに よ る この デ ー タ

ベースの紹介があ った。

DBMSはADABASで,こ れ に統計解 析 プ

ログ ラム ・パ ッケージ,グ ラフィック ・サ ブ

ルーチン ・パ ッケージ,お よび多種類の フィー

ル ドの扱 いを簡便 にす るためのユ ーザ ーイン

ターフェィスな どの機能を追加 してい る。D

INス タ ンダー ドのような規格値 については,

デ ータ構造 を変更す ることがまれで,デ ータ

記述言語が少 々使 いづ らい ものであ って も,

い ったん作 って しまえば,あ とは定型的な作

業 にな るため,デ ータベ ース システ ムの開発

は容易であ る。で きるところか ら着実 にや っ

て ゆ こうとい うのが,BFIの 方 針の よ うで,

ひ とつ ひとつの データはきわめてあ りふれた

もので あ って も,こ れがあ る程度ま とまって

くる と,非 常 に役 に立つ もの とな る好例を示

して いる。

データ表現の仕方が一意的でな く,実 験者

往)4)Betriebsforschunginstitut

5)Stahl・-EisenWerkstoffblGtter

の考え方,デ ータの見方 が微妙 なニュア ンス

で異な ることの多い実験 デー タのデータベー

ス化 につ いては,BFIで も検 討段 階にある

らしく,実 用規模の システムは開発 されて い

ない 。

材料 データベ ースの将来展 望については,

NBSのDr.J.Fongか ら の 問題 提 起が

あ った。今後の計算機技術 の進歩,ユ ーザー

の拡大,デ ータベ ース開発 の経済 などのダイ

ナ ミックスにつ いての議論があ り,今 後 の材

料 データシステムにおいては,人 工知能技術

の適用が極めて重要であるとの指摘があ った。

ユーザ ーイ ンターフェイスの向上 やデ ータ記

述機能の拡充 など,既 存の関係形 式のデータ

ベ ース管理 システムの枠組の中では処理 しき

れ ない課題 も多 く,知 識 システムへの期待 は

大 きい。

Dr.Fongは,講 演 の最後 に,今 後 の材料

データベース開発 に要す る費用についてのア

ンケー ト調査 を行ない,大 略,全 世界で合金,

複 合材料,高 分子,セ ラ ミックスなど材料 全

体のデータベース化に要す る費用が年額1,000

億 ドル,デ ー タベースの広報 に要す る費用が

10億 ドル以下,デ ータ評価 に もほぼ同額 の10

億 ドル以下 との結果がでた。日本の場合には,

人 件費を入れないで算定す ることが多いため,

マ ンパ ワーを必要 とす るデータベ ース開発 の

場合 には相 当に多額で あるとの印象を うける

が,デ ー タベ ース化の費用の7割 を人件費 と

す る と,1人 平均5万 ドル/年 の給与の人員

が140万 人 雇用で きることにな り,材 料 全体

を1万 種類 に分け,そ れ ぞれ140種 類 の特 性

に分 けたとす ると,各 材料分類,特 性分類毎

に1人 の専 門家が担 当す る勘定 になる。重複

によ る無 駄やあ るいはダ ブル チェ ックの必要
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性 などを考 える と,こ の程度かか りそうな気

がす るが,情 報量 という観点か らは もう少 し

上手 なや り方が考え られそ うで,筆 者は上記

の額 の3ケ タ程度低 い額を示 してお いた。

ハ ン ドブ ック作成 に して も ,多 数の経験を

もつ国の研究者の算定値であ るので,あ る程

度根拠の ある数字で あると思われ るが,そ の

1%も 日本で は困難であ ると思われ る。

BFIの 場 合の ように入力すべ きデ ータが

揃 って いて,鉄 鋼の標準デ ータと範囲を限定

して も,10年 ×10人 強 とい うマ ンパ ワーを必

要 とす る作業であ るので,"デ ータベ ースを

開発す る"と いうか らには,何 らかの明確 な

方針の もとに継続性を もって作業を進め る必

要があ ることを痛感す る。

この点,ソ 連を中心にする東 欧圏では方 針

がは っきり していて,と もか く自国で扱 って

いるデータだ けは データベ ース化 す るとい う

ことに して,人 員を長期的に充当 してお り,

今 後の進展が期待 されてい る。

この ワークシ ョップで議論 された項 目は以

下の8項 目で,10名 程度 の小 グループで徹底

した討論が行われた。

1.Barriersこ れ まで何故 に材料 デー

タベ ースの開発 は遅 れたのか,そ こ

では どんな障害があ ったのか,今 後

本格 的な開発 が進 め られ る とした ら

どんな ことを注意 しなけれ ばな らな

いのか。

ll.Economics成 立 す るか?ど の よ

うなサー ビスをすれ ばよいか 。

皿.UserIdentification一 ど の よ うな

ユーザーを前提 にす るのか;材 料選

択,CAD,プ ロ セ ッシ ングでの ニ

ーズは;生 産者が利用す るのか
,材

料 の 利 用 者 か,一 般 か,教 育 に か 。

IV。ScopeDefinition一 ど の 特 性 か,

ど の 材 料 か,ア ト ラ ク テ ィ ブ な

minimumsizeは,現 状 で 満 足 され て

い な い こ と は,

V.DevelopmentoftheDataBase

開 発 の た め の ス ト ラ テ ジ ー は,

VI.SpecificationoftheDataBase

共 同 作 業 を 前 提 と し た 場 合,デ ー タ

を ど の よ うに 記 述 す る の か;標 準 化,

　 　 　 　

特性 デ ータとふ るまいデータ とをど

う扱 うのか 。

VH.UserInterface-"Graceful"イ ン

ターフェイスとは!

V皿.DataApplication-一 オ ンライ ンシス

テムは,CAD,R&D,CAM,C

AT,CAIな どの役 に立つのか 。

また討論を活発にするためと,"動 く"シ ス

テムが重要であるとの観点か ら,各 国で開発 した

材料 デ ー タベースのTELENET,TYMNET

な ど を使 ったデモ ンス トレー ションも行われ

たが,中 で も米国LLNL6)のProf.V.E.

Hampe1のGATEWAYシ ス テムは,コ ンピュ

ータ技術 を駆使 した もので
,情 報を探 して 日

本,フ ィ リピ ン,ブ ラ ジル,米 国 内DOE関

連 の研究所へ と自由に呼 びだ してみせ,即 座

に必要 な情報 を検索 し,所 望の形式で出力 し

てみせ,彼 の情熱的 な人柄 とともに,非 常 に

印象的であ った。

Dr.Westbrookは この ワーク シ ョ ップの

議長であ るとと もに部屋のパ ー トナ ーで もあ

り,彼 は,筆 者が 日本か ら持参 した金箔入 り

の 日本酒を飲み,彼 が持 って きたJackDanie1

を 筆 者が飲む といった具合で,酒 の違 い,文

(i主)6)LawrenceLivermoreNationalLaboratory
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化の違い,デ ータの収集 ・評価 に対す る 日米

の歴史 の違いな どについての議論 を毎晩続 け

た。材 料ハ ンドブ ックの作成,設 計基準 など

の決定につ いては,こ れまで 日本 か らの寄与

は殆ん どな く,今 後,日 本 が分担 していか な

ければな らない役割 りについて も考 えさせ ら

れ ることが多か った。

ワークシ ョップの後半 は,今 後 の材料 デー

タベ ース開発 の進 め方 や国 際協 力について議

論され,米 国科学アカデ ミーを中心にこの ワー

クシ ョップの結論 と して,今 後 の5年 間の材

料 データベース開発計画が検討 され る ことに

な り,そ の内容 については,1983年4月1日

付 で公表 され ることにな っている。国 際協 力

について は,そ れぞれ協力 の対象 となるよ う

な材料 データベースを もって いる ことが大前

提 と され,上 述 のGATEWAYシ ス テ ムの

ようなシステムを利用 して,相 互のデータベー

スの実体 について の理解 を深 め合 った後,本

格 的な協 力関係 が可能 となるとの意見が大勢

を 占め た。換言 す れば,情 報 に関 して は,

"GiveandTake"が 原 則 で あ
って,競 走

相手 の場合 には特 に この原則が厳 しい,と い

うことで あるが,上 述 したよ うにデータベー

ス開発 の場合 には,長 時 日の時間 と質 の高 い

専 門家集 団か らなる多大 のマ ンパ ワーを必要

と しているため,長 期的 な視点 に立 った開発

体制 の整備 が必要で,こ の点 に関す る 日本 の

遅 れが懸念 されてな らない。

表 ユには 日本製 もい くつか と りあげ られ て

お り,核 融合炉材料 データベース,川 崎重工

の疲労 のデ ータベ ース,電 総研 の半導体,超

電導材料 デ ータベ ースなどが あるが,他 の60

件 近 くは米 国,西 独 などの もので ある。材料

データといって も,基 本的な物性値のよ うな

ものか ら,ク リープ,照 射効果,疲 労,腐 食
　 　 　 　

といったふ るまい(performance)デ ー タま

で範囲が広 く,材 料の種類 も有機材料,金 属

材料,複 合材料 と種類 も多 い。 この ような広

い対象 を1国 だけで カバ ーす ることは,も と

もと不可能で あ り,こ の分野での 日本への期

待 は大 き い。

3.今 後の課題

材料 データシステ ム全体 については,文 部

省科研費 「材料設計 システムに関す る研 究」

研究成果報告書の中で詳述 したが,本 格的な

材料 データベ ース開発への第～段 階 と して重

要 な こ とは,範 囲 を限 定 してで もあ る程度

ユ ーザ ーを 引 きつけ るよ うな 内容 を もった

"i
magemachine"で はないデ ータベースを構

築 し,ユ ーザーに実際 に使用 して貰 って問題

点 を明 らか にす ることであ る。

材料データワークショップでは,デ ータベー

ス開 発 の た め の 要 件 と して,"Talent",

"Cooperation"
,"Timeliness"と い う こ と

が い わ れ た が,"Talent","Timeliess"

につ いて は,ほ ぼ機 は熟 して いるとい ってよ

い と考 え られ る が,"Cooperation"特 に

"も うか らな い仕 事"(PublicGoods的)

につ いて は,も ともと日本は不得手 のよ うで

ある。 当研究所で は5年 余 りデ ータベ ース開

発 へ向 けての作業を継続 して きたが,こ のよ

うな"芽"を よ り大 き く育 て るため の 評 論

す るに止まらない人的支援を願 ってやまない。

(い わた しゅういち 東京大学工学部助教

授)
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表1 計 算機 可読 な工 業材料 のデー タベー スー覧(1982年11月 現 在)

MACHINEREADABLEFILESOFENGINEERINGDATA

ONMATERIALS(byJ且Westbrook)

No. FILE CUSTODIAN MATERIALS PROPERTIES COMMENTS REF

1 BFI Butriebsforschungin一 a)measuredvalues mechanicalpropsat mostlyGermandata

stitut 300gradessteel roomandelevated
VDEh b)standardvalues temperature十some

DUsseldorf,WestGe卜 !000gradessteel wear&COrrOSiOn

may ～2000dataptsper

grade
2 ? AMMRC 52rnaterials rnostlyR.T.tensile

Watertown,Mass. P「OP.

3 SACRD OakRidgeNationa1 ReactorMaterials mostlydosimetry,ther一 Greene,

Lab ～10ferrous modynamics,heat Forsberg

6nonferrous transferandfluidHo▽
「 etal

30ther props,butsomemec一

hanicalforstructures

&fuels

4 EPRI FractureContrblCorp 60heatsof7base tensileandtoughness一 Server&

underEPRIspon一 metals relatedproperties Old丘eld

sorship

5 ? InstituteofMaterials 58toolsteels 18properties Filetin

Zagreb,Yugoslavia

6 ? GeneralDynamics 3advancedcomposite 12-15mechanicalprop, Wang&

SanDiego,Calif, materialS Spier

7 ? Fiat 300matls-ferrous, 6-8incl.costand Appoo,一

Milan,Italy Cu,A1 density 一Kyoto

CODATA

8 ? ElectrotechnicaI compoundsemiconduc一 Yamazaki

LaboratoryIbaraki, tors etal

Japan

9 ? FacultyofEngineering rnaterialsforenergy 18recordsincl.history, Iwataeta1

U.ofTokyo apPlications httrtmt,microstr, Kyoto

andQtherrecords CODATA

10 ? ICI,Ltd 100plastics 12properties Gutteridge

11 ? LawrenceLivermore 丘bercompositesfor McMurphy

LabDOE flywheeltechnology &Quick

12 MPDC BattelleMemorial severalhundred 10-12mechanical defunctasofMay Gubiotte,

InstitしLteColurnbus propertiesforeach 1.1982 Mindlen

&Kovacs

13 CHAT InlernationalHarvester steelS hardenabilityand Breenetal

relatedproperties

14 SINTEF TrondheimNorway 26Alall。ys 20propertiesrelevant pilotonly Svinning

tocasting&forming

15 ? CoPPerDevelopment 89castCualloys mOSt正ynOminal limitedaccess 一

Assoc. 121w'ght mechanical

16 ? GEAircraftEngine hightemperature hightemperature private,partial 一

Group materialS mechanicalrnostly computerization
of4vo1.hard

copy

17 ? J.Deere&Co, ～600rnat'1s ,mostly fatigue&monotonic tietoFord&GKN Galliartet
steel,someAl tensile al

alloys

ユ8 CASIS MinitechLtd ～200steels hardenabilityand Feldman

carburizationdata

19 ? FordMotorCo. steels,Alslloys mostlymechanical tietoDeere&GKN

19一
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NQ FILE CUSTODIAN MATERIALS PROPERTIES COMMENTS REF

20 ? RollsRoyce hightemperature hightemperature noon-1ineaccess 一

alloys properties excepttoedit

21 INFOS Rheinisch-Westfalische cuttingandmachining

TechnischeHoch一 data,alsogrinding

schule-Aachen

22 ? Bundesanstaltfor

Materialprufung,
Berlin

23 MaterialsResearch ～100nuclearreactor ～25mechanical Oldfieldet
andComputer StrUCtUralmaterialS properties alrePQrt
SimulationCorp.

24 Inst.ofLeichtbauu,
■. steels,non-ferrous G6ttiich,K.
Okonomische plasticsbased Tsakhad一

Verwendungv, composites zor

Werkstoffen CODATA

25 AluminumAssociation 2alloysofAl 2fracturetoughness

+MPC prop,derivedfm～8

rawdatatypes

26 GKN ～400mat'lsrnostly mOnOtOniCtenSile tietoFord&Deere Watson,

Wolverhampton, steels,someAl +fatigue Dabell&
England alloys Hill

Wtripnote

27 PureCarbon/Tribon 400bearingmat'工s friction&weardata Paxtoneta1

Bearing asf(speed,10ad,T,
etc)

28 PEFAC PowerEng.Associates machining,esp,turning Potts,D

Englarld milling&drilling

29 KAFSAS TechnicalInstitu亡e fatigue,crackpropaga一 Uenishlet

KawasakiHeavy tiontherrnalfatigue, al

Industries,Ltd creepetc.

Akashi,Japan

30 HYDROGEN CNRS-MIDIST metalsandallQys mechanicalmeasures bibling,plus Talbot

DATA Paris,France ofhydrogenembritt一 numerical
1errlentplussome fullcharacter一

other izationofmet'1

31 EMIS InstitutionofElectrical 22electronicmate「ials upto30propertiesfor
Engineers mOStmat'IS,Several

100propsfor4core

mat'lSCOnStitUting

90%of且leSi,GaAs,

InP,LiNbO,

32 FMDB U.Tokyo materialsforfusion mechanical&nuclear Ishinoetal
reactors Iwataetal

33 CEMP CNRS-MIDIST plastics comparisonand 一

properties

34 ? Micro-switchDiv, 1000'sofengineering mechanical& mOStlynOminal Travernicht

Honeywel1 polymers processingProperties

35 Polyprobe CorduraCorp. polymers mechanicalmostly vendorclaims 一

36 COMPAT U.S,Army
・

var10US expユosives
一

PlasticsTech. compatability
Eval.Center

37 C-C Battelle carbon-carboncompo一 mechanical&process一 classi丘edaccess
一

composites sites,cornposites ingrelated

38 ? MetcutRes. ferrous&non-ferrous machinability AFsponsored Zdeblick

39 Kaman-Tempo metal-matrix mostlymechanicalsorne accessthru

composites envirOnmerltaleleCtri一 MMCinfo

calandthermal analySiSCenter
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Nα FILE CUSTODIAN MATERIALS PROPERTIES COMMENTS REF
一

40 InstituteTextiles textile且bers compositionand

deFrance properties

41 RovalAircraftゾ polymers 91ass-transition
Establishment ternperatures

FallbOrough

42 CambridgeU 304stainlessstee正 co「「oslonbehavior demo Edeleanu一
f(T,pH,pO2,Cl, ESN36-6

Fe+3) (1982)

43 JRCPetten 800-typeFe-Ni-Cr tensile,creepfatigue pilot Petteninter一

alloys nalmemo

44 CINDAS ～3000
,mostlyelement 2-3propertysecsper

PurdueU. &cpds,somealloys material;thermophy一

sica1,&electro-mag一

optiCalpropertieS

45 NavalOrdnance 356non-ferrous density,mechanical off-1ine,rank-ordered Harleinet

173ferrous andacoustical printforeach alreport

property

46 U.IllinoisforState StrUCtUralSteelS 33fatigueparameters computerplotted Radziminski

HighwayDept. weldedandbolted S-Ncurves report

jointstherein

47 U.Dayton ferrousandnonferrous Damagetolerantdesign computer,general Gallagher
ResearchInst. StruCturalmat'IS. data8parameters revisionofprinted report

handbook

48 MIDAS ASM/SDC alloysferrous propertiesand unevaluateddata

nonferrous specifications fmcurrent
literature

49 InstituteofFerrous StrUCtUralmaterialS COrrOS10naS Dobruckiet

MetallurgyGliwece, f(environment) alCODATA
Poland 1982

50
"MATER 一 Tekoma,Warsaw, ～3000structural 10-15properties Florczak

IALY" Poland materialS CODATA'82

51 Czech.Inst.of materialS rnanypropertieS Solcova

StdztnandQuahty PtoolsteeユS 250,000datapts CODATA

Bratislava Prefractorysteels 10ρ00comptests 1982

600Plastics 200,000datapts

52 SACDA U.WesternOntario ? engineeringProperties Schewchuk

53 Hercules,Inc.Salt polypropylene mechanical designalgorithms

LakeCity forCAD

54 PLASTICS NorthernTelecom 3000plasticmatls. 44propertiesmechani一

SELECTOR BramptonOntario caltherrnal,electrical
.

processmg,envl「on一

mental

55 Mech,PrOP, OakRidge 8nuclearreactor 35propertiesmostly

Data Nat.Lab, structural rnechanicalrnatls.
Analysis

Center

56 CAMS NavalResearch 15metals 13propertiesmechani一 demosystem
Laboratory calandenvironmental

57 Capricornia CapricorniaInst.of 31materials
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韓国およびASEAN諸 国の原子力事情 と

原子力国際協力の可能性(出 張報告)

田 辺 義 雄

ψ～ 一 一 一 贈淵一 欄醐騨翰r硝～ φr紳ψ

は じ め に

原子力分野におけるわが国に対す る開発途

上国か らの協力要請は,近 年とみに高まって

きている。原子力委員会において も,最 近

「発展途上国協力問題懇談会」を設置 し,技

術協力,機 器輸出問題に関するわが国の基本

姿勢を検討 していくことになっている。

現在,わ が国の開発途上国に対する協力は,

IAEAの アジア地域における原子力科学技

術協力協定(IAEA/RCA)の もとでの ラ

ジオァイソ トープ ・放射線利用(食 品照射,

品種改良,非 破壊検査等の工業利用,医 療へ

の応用等)分 野程度 にとどまっているのが実

情である。さらにいえば,こ れら各国の原子

力利用の現状,今 後の計画,開 発体制,日 本

以外の原子力先進国との国際協力の現状,わ

が国に対する協力要請の具体的内容等につい

ては,必 ず しも十分な資料収集,整 理が行わ

れているとは言い難いというのが現状である。

このような背景のもとに,今 般科学技術庁

からの委託研究の一環として,昨(昭 和57)年

11月半ばか ら約3週 間韓国およびASEAN

諸国(フ ィリピン,イ ンドネシア,マ レイシ

アおよびタイの4力 国。シンガポールは除い

た)の 原子力開発の現状その他について調査

を行 った。 これらの5力 国は,い ずれ も核不

拡散条約(NPT)を 批准 しており,NPT

を遵守する立場のわが国との国際協力につい

てはその可能性があると考え られる。アジァ

ではこれらの各国の他に,中 国,台 湾,イ ン

ド,パ キスタン等が原子力発電所を運転中,

または近々建設することを計画 している。 し

か し,こ れらの国はいずれ もNPTを 批准 し

ておらず,わ が国との協力は現時点では考え

づ らい状況にある。

上記5力 国についての調査結果は,中 間報

告書 として科学技術庁に提出されたが,以 下

に記載する内容は同庁の許可を得て,同 中間

報告書の概要をとりまとめたものである。

1.調 査 活 動の概要

今回の調査団は,団 長の日本国際問題研究

所の金子熊夫主任研究員(前 外務省原子力課

長),東 京大学の安成弘教授,日 本原子力産

業会議の高橋誠一郎主任の3氏 および当研究

所の研究担当者2名(松 井一秋および筆者),

合計5名 の構成であった。なお,安 教授は調

査団の顧問として,韓 国,フ ィリピン,イ ン

ドネシアの3力 国のみ同行を願 った。

調査方法としては,ま ず調査項目をリス ト
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11月14日(日)

11月15日(月)

11月16日(火)

11月17日(水)

11月18日(木)

11月19日(金)

11月20日(土)

11月21日(日)

11月22日(月)

11月23日(火)

11月24日(水)

11月25日(木)

11月26日(金)

11月27日(土)

11月28日(日)

11月29日(月)

11月30日(火)

12月1日(水)

12月2日(木)

12月3日(金)

12月4日(土)

表1 訪 問 先 お よ び 日 程

東 京 発,ソ ウ ル着

午前 原子力委員会および科学技術処原子力局(ソ ウル)

午後 韓国新エネルギー研究所(KAERI)(ソ ウル)

午前 韓国電力公社(KEPCO)

午後 韓国原子力産業会議(KAIF)

(ソ ウル)

(ソ ウル)

ソ ウル よ り大 田へ移 動(汽 車 で約2時 間)。

大 徳工 学 セ ン ター(大 田)見 学 。

見 学 後,釜 山へ移 動(汽 車 で約2時 間)。

釜山より古里(釜 山の北約50km)へ 移動。

古里原子力発電所見学。

見学後,ソ ウルへ移動(飛 行機で約1時 間)。

板門店(DMZ)視 察,調 査結果整理

ソ ウル 発,マ ニ ラ着

休 日

午前 フィリピン原子力委員会(PAEC)

午後 国営電力公社(NAPCO)

(マ ニ ラ)

(マ ニ ラ)

バ ター ン半 島 の モ ロ ン(Morongマ ニ ラ よ り約180km)の

原 発1号 機(PNPP-1)見 学 。

午前 アジア開発銀行

午後 マニラ発,ジ ャカルタ着

午前

午後

インドネシア国営電力会社(PLN)

イン ドネシア原子力庁(BATAN)
パサ ジュマット原子力センター

技術開発応用庁(BPPT)

入手情報の整理 ・分析,出 張報告書執筆

ジ ャカ ル タ発,シ ン ガ ポー ル着

シ ンガ ポー ル 発,ク ア ラル ン プー ル 着

原子力研究所(PUSPATI)

午前 国営電力公社(NEB)

午後 科学技術環境省(MOSTE)

午前 クアラルンプール発,バ ンコック着

午後 国営電力公社(EGAT)

午前 原子力委員会事務局(OAEP)

午後 タイエネルギー庁(NEA)

入手情報の整理 ・分析,出 張報告書執筆

バ ン コッ ク発,東 京 着

(マ ニ ラ)

(ジ ャカ ル タ)

(ジ ャカ ル タ)

(ジ ャカ ル タ)

(ジ ャカ ル タ)

(ク ア ラ ル ンプ ー ル)

(ク ア ラ ル ンプ ー ル)

(ク ア ラ ル ンプ ー ル)

(バ ン コッ ク)

(バ ン コ ッ ク)

(バ ン コ ッ ク)
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ア ップ し,こ れ を出発前 にクェスチ ョネアの

形で各国 に提示 しておき,現 地で,こ れ に基

づ き関係者か ら直接聴取 した。調査項 目は,

i)原 子 力関連の組織,法 制,予 算

ii)原 子 力発電 および研究炉

iii)核 燃 料サ イクル

iv)放 射 線 ・ラジオ アイソ トープ利用

v)エ ネルギ ー ・電 力事情

vi)原 子 力産業の現状

vii)原 子 力分野 の国際協 力関係

と多岐 にわた って いる。

各国では,原 子力局(ま たは庁),原 子力

委員会の要人 と意見交換,懇 談を行 うととも

に,国 営電力会社 も訪問 し,特 に原 子力発電

の現状,将 来計画について調査 した。また,

主 要な研 究施 設,原 子力発電所(韓 国,フ ィ

リピ ンのみ)で は研究,運 転,建 設状況等 を

つぶさに視察 し,種 々の有益な知見を得た。

訪問先および日程を表1に 示す。

2.訪 問5力 国の国情 の比較

今回訪問 した5力 国の実情 はまちまちであ

り,ま ず この点 を十 分理解す る必要が ある。

このため表2に 各国 の国情 を日本 と比較 して

示す。

GDPを み ると,イ ン ドネ シアが最 も高 く

約700億 ドル(日 本の約15分 の1)で あ るが,

1人 当 りのGDPで は イ ン ドネ シア は約1.5

億 の 人口をか かえるため訪問5力 国中では最

低 の470ド ル(日 本の約19分 の1)で あ る。 イ

ン ドネシアと全 く逆なのがマ レイシアであ り,

訪 問5力 国 中で はGDPは 最 低で あるが,1

人 当 りのGDPは 最 高であ る。 したが って国

表2 訪問5力 国の国情の比較(1980年 現在)

韓 国 フ ィ リピ ン イ ン ド

ネ シ ア
マ レ イ シア タ イ 日 本

人 口(百 万 人) 38.2 47.91 147.49 14.01 46.46

1

116.8

面 積(103km・) 99 300 2,027 330 514 372

GDP(10億$) 54.49 35.07 69.83 23.03 32.66 1,040

1人 当 りのGDP($) 1,426 732 473.5 1,643.7 702.9

.

8,904

発 電 量(106kWh) 37,239
※

15,095

※ ※

6,656(a) 8,974 14,754 514,000

1人 当 りの発電量(kWh) 975
※

315

※ ※

47.8(a' 640 317.6

1

4,409

1人 当 りの 商 業 エ ネ ル ギー

消 費(k9・coale)
1,473(a) 329(a) 225(a) 713(a) 353(a) 4,048(a)

㈲

※

※

典

※

出

1979年 の 値

フ ィ リ ピン電 力 公社(NPC)分 の み,non-NPC分 は この他 約15%あ る。

イ ン ドネ シア 電 力公 社(PLN分)の み,non-PLN分 はPLN分 と同 等 と推 定 され る。

KeyIndlcatorsofDeveloplngMemberCountrlesofADB(ADBOct.1981)

ただ し 日本 に つ い ては 世 界 開発 報 告1982
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力ではインドネシア,国 民の豊かさではマ レ

イシアといった所 と考えられる。

電力を含めたエネルギー全般では韓国が他

の4力 国を断然 リー ドしており(1人 当りの

発電量では日本の約4.5分 の1),文 化程度

および国力という面では中進国に属する。

これらの国情は原子力開発の程度にも当然

反映されており,韓 国は原子力分野でも中進

国,イ ンドネシアは現在かな り原子力に対 し

て意欲的であり,地 力をっけつつある国,そ

他の国々は原子力開発がやっとその緒につい

たばかりの国といえるであろう。ただ し,フ ィ

リピンは後述するように現在バターン半島に

原子力発電所を1基 建設中であるが,地 力の

ないままフルターンキー方式で 「どう縄式」

に突き進んでいる感があり,国 情でみる限 り

ではやや急ぎすぎと思

われる。 表3

3、 訪問5力 国の

原子力開発状況

前述のクェスチ ョネ

アに示 したように,本

調査では原子力全般に

ついて包括的に調査 し

た。 しか し紙面の都合

で,こ こでは特に原子

力発電関係を重点的に

述べてみたい。

3.1韓 国

1)原 子 力発電の現状

韓国は,日 本 と同様

エネル ギー資源小国で

あ り,積 極 的に原子 力発電 の導 入を図 ってお

り,今 やア ジアでは 日本 を除 けば,台 湾 と並

ぶ原発 大国 である。表3に 示す よ うに,第1

号 機(古 里一1号,58.7万kW,PWR)は

既 に1978年4月 よ り運転 されて お り,第2号

機(古 里一2号,65万kW,PWR)も 今 年

2～3月 に初期燃料装荷,年 内運開が予定 さ

れて いる。また第3号 機(月 城,67.8万kW,

CANDU)は 重 水炉で あ り,調 査 団 の訪 韓

中に臨界に達 する ことにな って いたが,い ず

れに しろ本年春に も運 開予定で ある。

このほか更 に,6基(5～10号 機,い ず れ も

95万kWでPWR。 た だ し4号 機 は欠番)が

いずれ も建設中であ り,こ れ ら9基 が運開す

ると原発の全発電設備 容量 はヱ989年 ま でに76

1.5万kWと な り,韓 国 の全発 電設 備容 量 の

34%を 占め る計算 とな る。

韓 国の原子力発電 開発計画

(1982.5.4現 在)

発 電 所 名
発電容量

(MW)
原 子 炉 型 運開(予定)

運
転
中

原子 力 発電1号 機

(Kor1(古 里)-1)

587 米PWR

(W.H社)

78年4月

建

設

中

原 子 力 発電2号 機

(Kor1(古 里)-2)

原子 力 発電3号 機

(Wolsung(月 城))

原子 力 発電5・6号 機

(Kor1(古 里)-3,-4)

原 子 力 発電7・8号 機

(Gyaemar1(桂 馬 里)-1,-2)

原子 力 発電9・10号 機

(Bukur1(富 邸 里)-1,-2)

650

678

950

950

950

米PWR

(W.H社)

加PHWR

(AECL社)

米PWR

(W.H社)

米PWR

(W.H社)

仏PWR

(Framatome社)

83年3月

83年 初 頭

84年9月

85年9月

86年5月

87年5月

88年5月

89年5月

計

画

中

原子 力 発電11・12号 機

原子 力 発電13・14号 機

900

claSS

900

claSS

未 定

未 定

89年12月

90年12月

91年5月

91年12月
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韓国の電力需要の伸びは急激で,深 刻な電

力不足に見舞われている様である。確かに,

ソウル市内の目抜き通 りでさえ照明は極端に

暗い。電力不足に対処するため,電 力料金も

累進料金制を採用 しており,使 用量に応 じた

料金単価(kWh当 り)は 最低 と最大で10倍

程度の差があるとのことである。

2)原 子力開発上の問題点

このように順調に原発計画を進めているよ

うに見える韓国であるが,多 くの深刻な問題

を抱えている。すなわち,巨 額の外国借款,

原発の安全性や事故時対策,マ ンパワーの不

足等である。以下これらの問題点を概観 して

み よ う。

巨額の借款をかかえる韓国では,新 規原子

炉導入の際海外のファイナ ンス条件が最優先

に考え られている。前述のよ うに韓国はPW

RとCANDUの2つ の炉型を導入 しており,

さらにPWR8基 のうち6基 は米国WH社 製,

残 り2基 は仏のフラマ トム社製である。この

ように3国 か ら3様 の原子炉を導入せざるを

得なかった最大の理由は,金 融面での政策的

判断ではなかったかと思われる。このように

多種の原子炉をもつため,韓 国は,安 全規制

面,核 燃料サイクル面で将来多大の負担を担

うことになろう。

原子力の安全性については,「 原子力安全

センター」の新設,米NRCと 古里原発を衛

星中継で直結する緊急時援助システムの交渉

等種々の安全対策を進めている。 しか し,遠

く離れた米仏などか ら専門家が駆けつけるの

では,ど うして も2,3日かかって しまい,原

発事故等の緊急時にはとっさの役に立たない。

それよりも地理的に近接 し,か つ原発大国で

ある日本に協力して もらった方がはるかに確

実,効 果的であるというのが韓国側の本音で

あろう。

マ ンパワー不足は,原 発プロジェク トの発

展に伴い深刻化 しており,韓 国は要員養成に

やっきになっている。 しかし,国 内の教育 ・

訓練機関はいまだ弱体であり,積 極的に海外

での訓練を実施 している模様である。

3)原 子力開発の自立化

原子力開発が本格化するにつれて,韓 国 も

原発プラントの国産化と核燃料サイクルの確

立を目指 しはじめている。既に1975年 に国内

の原発プロジェク トに対する建設エンジニア

リング会社として 「韓国原子力エンジニア リ

ング ・サー ビス㈱」(KNE,現 在 はKOP

EC)が 設立されてい る。またハ ー ドウェア

の製造面で も,「 韓国重工業㈱」が,か ねて

か ら原発プラント用機器の製造を手がけてお

り,現 在建設中の各原発の国産化率は,一 次

系,二 次系共着実に上昇 しつつあるようであ

る。

一方 ,核 燃料サイクル面については,ま ず

核燃料の成型加工か ら着手す ることとし,

「韓国核燃料会社」を設立 し,年 間200ト ン

の成型加工工場を1988年 までに完成させる計

画である。さらに同社を通 じて,外 国企業と

の合弁会社の設立 も計画 している由で,こ の

ためのパー トナー選定が現在進め られている

と伝えられる。

我々は,古 里原発(釜 山の北約50km)へ 行

く途中,韓 国新エネルギー研究所(KAERI)

の 「大徳工学センター」に立寄った。同セン

ターへの日本人の訪問は例外的にしか許可さ

れていない由で,我 々は貴重な機会を得たわ

けである。同センターは,わ が国の動燃事業

団大洗工学セ ンターを模 しているといわれ,
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写真1韓 国原子力産業会議(KAIF)主 催の夕食会(SillaHoteD

前 列左 より 伊藤在韓国 日本大使館書記官,金 子団長,金KAIF会 長,安 教授

後列左より 朴KAIF事 務 局長,辛KAIF副 会 長,田 辺団員,松 井団貝,陸 漢陽大学教授,

林 原子力委員,高 橋団員,姜 原子力局長

ウラン鉱石 パ イロッ トプ ラン ト,ウ ラン転換 熱望 している。こう した韓国側の期待に対 し,

設備,核 燃料製造プラン ト,照 射後試験設備,わ が国が今後 いか に対処 してゆ くかを本格 的

炉外 試験 装置,放 射性廃棄物処理施設等 を所 に検討 して い く必要 があろ う。

有 してい る。

ただ再処理,濃 縮については,韓 米原子力

協定上の制約 もあり,全 く行 う計画はない旨

関係者は強調 していた。

4)対 日関係

韓国の原子力関係者の我々調査団に対する

態度は極めて友好的であった。 これは,ひ と

えに同国のわが国に対する期待の大きさを示

すものと思われた。1977年,両 国の科学技術

大臣会議が中断されて以来,両 国間の交流は,

主として 「日韓原子力産業セ ミナー」を場と

する民間 レベルに限定 されている。しかし,

韓国は,原 発の安全性や緊急時援助,原 子力

全般にわたる技術交流について 日本の協力を

3.2フ ィリピン

フィ リピンの商業 エネルギ ー*)消 費の うち

石油の 占め る割合は90%と 高 く,政 府 は特に

水力,地 熱の開発 に力を入れてい る。また原

発 もユ976年か ら,バ ターン半島に ユ号機PNP

P-1(WH社62万kW,PWR)を 建 設 しは

じめた。

同原 発は,TMI事 故 の余 波を受 けて一 時

建設中断 に追込 まれたが,1980年9月 に再 開

注)*)商 品 と して経 済 活動 に組 み こ まれ て い る

もの をい い,例 えば,農 村 で の薪 な どの よ

うに 自給 自足 し,商 業活 動 の 対 象 に な らな

い もの は除 か れ る。

27一



一{

され,現 在1984年 末完成を目指 して鋭意建設

が進められている。 しかし建設中断中の金利

負担,TMI事 故後の安全関係の仕様変更な

どに伴うコス ト・アップのため,総 経費は当

初の11億 ドルから一気に19億 ドルにはね上っ

て しまった。

このような背景があるせいか,国 営電力公

社(NPC)は ぜひとも工程通 り完成させよ

うと必死であった。我々はPNPP-1を 見

学する機会を得たが,現 在約60%が 完成 して

お り,一 次系の炉本体,圧 力容器等はすでに

設置されていた。

PNPP-1が 完成すると,1985年 で全発

電設備容量758万kWの8.2%,全 電力量の

7%を 賄うことになる。2号 機以降の計画は

未定であるが,我 々が面会 したアジア開発銀

行のエネルギー担当者は,90年 代後半には2

号機が必要になるのではないかとの見解を示

した。'

フィリピン政府は,原 発事故などの緊急時

対策について今から頭を悩ませているようで

ある。PNPP-1運 開までにはこの問題を

ぜひとも解決せねばならず,前 述のIAEA/

RCAの 場などで緊急時援助構想をわが国な

どへ提案 してきている。建前としては,フ ィ

リピンと米国間で解決すべき問題と考えられ

るが,韓 国の場合と同様に,緊 急時に米国が

どれだけ頼りになるかフィリピン政府は疑問

を持っているようで,わ が国に対 して期待 し

ているのではないかと思われる。

3.3イ ン ドネシア

イ ンドネ シアは石油,天 然 ガス,水 力,石

炭 とい った エネルギ ー資源 を もち,ASEAN

5力 国 中では最 もめ ぐまれた国 といえるが,

イ ンドネ シァ と しては外貨収 入源 と して,石

油,天 然 ガスはできるだけ輸 出にまわ し,国

内では水 力,石 炭 を活用す る考 えで ある。 し

か し,全 人口の6割 が集 中す るジ ャワ島は,

エネルギー資源が比 較的乏 しく,か つ ジャワ

島での大量の石炭使用 は環境汚染 を引起すの

ではないか との意見 もあ り,同 島で は原子力

が遅 くとも2000年 ま でには必要 になるのでは

ないか とい う考 え方 が以前か らある。

現 に,イ ンドネ シアはイタ リアのNIRA

社 と共同 して ジャワ島における原発の可能性

につ きフィージビリティ ・スタディを実施 し,

NIRA社 は60万kWク ラ スの 重 水 炉 を1988

年か ら導入すべ しとの勧告 を行 った由であ る。

しか し,イ ン ドネ シアは,こ の勧告 には従 わ

ず,そ の代 り当面後 述す る3万kWの 多 目的

研究炉を建 設す るとい う道 を選んだ 。

この多 目的研究炉 は,現 在 ジャカル タ郊外

のスルポ ンに建設中の国立研究科学技術 セ ン

タ ー(PUSPIPTEK,日 本 の 筑 波 学 園 都 市

に相当)の 中に設置され る もので,遅 くとも

1986年 頃 には完成 する見込みで ある。原子炉

本体は1981年 初 め西独 に落札 したが,西 独 と

イ ン ドネ シァは技術 開発応用庁(BPPT)

のHabibie大 臣他 多 くの人材 が 西独 への留学

経験を もっため,深 い人脈が あるといわれ,

西 独の受 注には このよ うな背景が影響 してい

るといわれ る。

因み に,い くつかある同炉周辺施設 は,伊

(NIRA社),米(GA社),仏(テ クニカ

トム社)が 受注 している。 さ らに今後の計画

と しては,金 属照射施設 などがあ り,こ れ に

つ いて はBPPTは 日本 の参 加 を望 ん で い る

模様であ った。

28一



・●

ボ10

3.4マ レイシア

マレイシアは,今 回歴訪 した5力 国の中で

は1人 当りの国民所得は最 も高 く,か つイン

ドネシアと並んで産油国であり,天 然ガス,

すず等の資源も豊富である。 しかし,エ ネル

ギー需要構造は過大な石油依存型 となってい

るため,脱 石油化として天然ガスやサラワク

の水力に期待する所大である。

このような状況下で政府は1974～78年 に

IAEAの 協力を得て,原 発導入に関する調

査研究を行った。 しか し,政 府は,1980年 に

環境問題,国 内天然ガス田の発見などを理由

に 「2000年まで原発は必要ない」との決定を

行った由である。ただし,国 営電力会社(N

EB)は,1983年 までに原発導入の可能性に

ついて再検討するよう政府か ら指示されてお

り,現 在その作業を進めているとのことであっ

た。

マ レイシアで原子力開発を実施 している唯

一の研究機関は国立原子力研究所(PUSP

ATI)で あり,昨 年6月TRIGA型 研究炉

(1MW,GA製)が 臨界 に達 したばか りで

ある。我々は今回Ghazali所 長の案内で所内

を見学する機会を得たが,炉 本体と簡単なデー

タ収集システムがある程度でこれからという

印象を持った。なお,研 究炉付属の工作工場

内の旋盤等の機械類は,日 本政府のJICA

ベース援助によるものである。

確かに,同 国は研究炉をもつのが他の歴訪

4力 国より20年近 く遅れ,原 子力の基礎研究

が弱体であることは否定できないが,逆 にい

えばそれだけ原子力先進国,特 にわが国に対

する期待が大 きいともいえる。 この期待は,

マルティール首相の 「LookEastPolicy」

により加速されているようである。現在6

名のマレイシアの研究者がわが国で研修中で

あるが,さ らにわが国に対 しできる限り積極

的かつ継続的な協力を実施 してもらいたいと

希望 しているように感 じられた。

3.5タ イ

タイは石油の99.8%を 輸入に依存 しており,

貿易収支赤字がほぼ石油赤字に匹敵するとい

う構造になっており,こ の意味において非産

油開発途上国の一つの典型といえよう。

このため石油代替エネルギーの開発の必要

に迫 られ,早 くから原発計画を立てていた。

しか し,1979年 シャム湾海底に天然ガスが発

見されたため,と たんに同計画は無期延期さ

れた。 したがって,我 々はタイ政府関係者の

原子力に対する関心はきわめて薄いのではな

いかと考えていた。

ところが国営電力公社(EGAT)と して

は,天 然ガスがいつまでも出るわけでもなく

将来計画として原子力を検討 しているとのこ

とであり,1996年 にとりあえず原発(90万kW

級)1基 を運開するとの想定を立てている。

また原子力委員会事務局(OAEP)とEG

ATは 現在イタリアの協力を得て,サ イ ト選

定を含む原子力マスタープランを作成中との

ことであった。

OAEP付 属研究所では,研 究炉(2MW),

コバル ト60照射設備等を見学 したが,あ まり

活発な研究はなされていない様子であった。

放射線関係の研究は主 と してIAEA/RCA

に したがって実施 されており,た とえば,サ

イアム ・クラフ ト・カンパニー(製 紙会社)

では,RCAの 工業利用プロジエクト関係の

活動が盛んに行われているとのことであった。

なお,タ イの医療関係者は日本の進んだ核医
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療技術に注目しており,わ が国に対 して医療

用加速器の供与を希望 していた。

4.原 子力国際協力の可能性

以上,今 回視察 した5力 国の中でも,本 格

的な原子力発電を行っている韓国,第1号 機

を鋭意建設中のフィリピン,発 電 こそ しない

が,ミ ニ原発ともいえる3万kW多 目的研究

炉を建設中のインドネシア,基 礎研究段階の

マレシア,タ イとレベルはまちまちであり,

一口に協力といってもその内容はかなり広範

囲な ものであろう。 しか し,各 国とも原子力

を有力なエネルギー源として位置付けており,

日本との交流,協 力関係を強化 したいとの希

望は各国のいたるところで聞かれ,既 に前章

の随所において紹介 した。

今回の訪問5力 国と日本との間には,い ず

れ も原子力協定は締結されていない現状では

あるが,核 不拡散上問題がない分野,す なわ

ち,原 発の安全性のソフ ト的技術交流,研 究

炉等の基礎研究での援助,人 材養成等の協力

等は現状で も十分可能ではないだろうか。特

に韓国とわが国は一衣帯水のため,も し韓国

に大規模な原発事故が発生 した場合,わ が国

に対 して深刻な影響を与える恐れは十分あり,

韓国の原発の安全性問題についてはわが国も

無関心ではいられないという事情 もあろう。

いずれにしても,イ ンドネ シアの3万kW

多目的研究炉を西独が受注 した背景には,西

独が多 くのインドネシア留学生を受入れ,強

力な人脈を築いていたという事実があること

を想起すれば,日 本もアジア随一かつ世界有

数の原子力先進国として長期的視野に立ち,

将来大きなマーケットとも考えられるこれら

諸国に対 し,で きる限り積極的な協力 ・援助

を行 うことが必要であろう。また,そ うする

ことが,と りも直さずわが国自身の原子力産

業の安全保障,さ らにはわが国を含むアジァ

地域の安全保障にも禅益するものと考えられ

る 。

お わ り に

以上,訪 問各国について原子力発電を重点

的に述べた。韓国は別格 としても,社 会経済

開発の全般にわたって人材 と資金不足に悩む

ASEAN諸 国にとって,と りわけ技術集約

エネルギーである原子力開発のためのマンパ

ワー養成とインフラス トラクチャー整備は至

難の業ではないだろうか。

他方,欧 米諸国の原発売込み競争は今後益々

激化すると予想されるので,こ れらアジア諸

国がそうしたムー ドに踊らされることな く,

あくまで もマイペースで研究開発を積上げて

ゆくことが肝要である。わが国もこの研究開

発にできる限 り協力 し,「 安全な原子力」を

東アジアに定着させることが重要ではないか

と思われた。

終りに,本 調査に際し科学技術庁,外 務省 ・

関係在外公館,日 本エネルギー経済研究所,

アジア経済研究所,海 外電力調査会の方々,

その他関係各位か ら数々の有益な御示唆と御

指導をいただいたことに対 し,深 く感謝の意

を表します。(た なべ よしお 主任研究員)
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欧 州 にお け るパ ッシフ ソー フー

技術 開発 の現 状

友 沢 孝

i!・e

つ

は じ め に

ここ数年来わが国においてもパ ッシブソー

ラー技術に対する関心が高まっている。設計

技術に関する幾つかの書籍やパッシブソーラー

と銘 うった住宅を既に販売 しているメーカー

もある。パ ッシブ技術は,や やもすると住宅

におけるエネルギー消費の幾分かを自然エネ

ルギーで代替 しようとする技術の一種 とのみ

受けとられがちであるが,も ともとは快適な

住宅内温熱環境を形成するために,周 囲環境

の条件に合わせて住宅構造,間 取 り,部 材等

を工夫 しようとするのがその趣旨である。言

わば住宅設計の思想そのものである。したが っ

て,パ ッシブ技術への関心の高まりは,わ が

国の住宅における温熱環境を向上 させる上で

も喜ば しい現象と言えよう。

こうした情勢の中で,通 商産業省では 「新

住宅開発プロジェク ト」の中で,織 自然 エネ

ルギー利用住宅システム技術の開発"を 取 り

上げ,パ ッシブ技術のシステム要素開発,部

材開発,シ ミュレーションプログラムの開発,

温熱環境評価手法の開発などに取 り組んでい

る。当エネルギー総合工学研究所においても

通商産業省の委託を受けて,各 要素技術開発

の情報交換を図りながらパッシブ技術の全般

的な評価に係る調査を行っている。今回その

調査の一環として欧州4力 国の研究機関を訪

問 し,技 術開発の動向,パ ッシブ住宅普及促

進プロジェク トの状況などにつき調査する機

会を得たので,そ の概要を報告する。調査期

間は昭和57年12月5日 ～12月17日,訪 問先と

面会者,調 査団のメンバーは表1,2に 示す

とお りである。

なお,以 下の内容は筆者の理解 と観察結果

に団員のそれを加えたものであり,も し誤り

があればその責は筆者にある。

1.デ ンマーク工 科大 学 断熱 研究 室

当研究室は"ゼ ロエネルギーハウス"の 実

験で日本でも名を知られた研究室であるが,

このハウスは既に研究実験プログラムを終了

してお り,現 在は大学のゲス トハウスとして

用いられている。今回はこの研究室が参加 し

た 「6戸 の省エネルギー住宅プロジェク ト」

を中心に説明を受け,そ の後大学内の実験施

設,プ ロジェク トで建てられた6戸 の家を視

察 した。研究室の名称は 「断熱研究室」であ

るが,ソ ーラーシミュレーターや熱貫流率測

定装置,各 種のコレクター実験装置など設備,

規模ともにかなり充実 しており,太 陽熱利用
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表1 訪 問 先 と 面 会 者

国 名 訪 問 先 面 会 者

デ ン マ ー ク デ ン マ ー ク 工 科 大 学 内

ThermaiIllsulatiollLaboratory

Dr.VagllKorsgaard

ノ ル ウ ェ ー ノルゥェーエ科大学内

SINTEF(産 業科学研究所)

Dr.JoharmesGunnarshaug

西 ド イ ツ ラ ン ドシ ュ トゥー ルプ ロ ジ ェ ク ト現 地 Ph.D.GuntherSchdfer(ISI)

Dipl.ThQmasKr6tz(IS王)

(ISI:フ ラ ウ ン ホ ー フ ァ ー シ ス テ ム 技

術 研 究 所)

フ ラ ン ス ナ ンデ ィプ ロ ジェ ク ト現 地 Mr.B.Cornut(AFME)

(AFME:フ ラ ン ス エ ネ ル ギ ー 庁)

ソー ラー建 築 カ ンヌ国際 会 議

表2 調査団員名簿

氏 名 所 属

団長 伊藤直明 東京都立大学工学部教授

団員 板倉 潔 日本板硝子㈱

第四技術開発部部長

〃 小林康彦 大和ハウス工業㈱

総合技術研究所所長代理

ク 友沢 孝 (賄エネルギー総合工学研究所

主任研究員

システムを含んで巾広い省エネルギー手法の

研究が行われているようであった。

1.16戸 の省エネルギー住宅プロジェク ト

典型 的な省 エネルギー住宅の実証化 を図 る

デ ンマーク商務省 のプ ロジェク トで あ る。1

戸 建て約120㎡ の 住宅で,暖 房 ・給 湯 エ ネル

ギー消費量を5,000kWh/年 程 度 に抑 え るの

が 目標であ る。 これは普通 のデ ンマ ーク家庭

で用 い られ る暖房 ・給湯 エネルギ ー消費量 の

20～30%に 当 る。ちなみ に北欧諸国では家庭

で消費 され るエネルギ ーの うち80～90%が 暖

房 ・給湯 エネル ギーであ る。

プ ロジェク トは当研究室のマネ ジメ ン トの

下で,民 間会社か ら成 る6つ の グル ープで推

進 された。この グループは建築家,ハ ウスメー

カ ー,部 材 ・材料 メーカーか ら編成 されてお

り,興 味深 い ことは6戸 の省 エネルギ ー住 宅

のそれ ぞれ のオーナーにな ってい ることであ

る。 したがって,商 務省の予算額は4百 万kr.

(約1.2億 円)で あ るが,こ の グル ー プはそ

れぞれ 自分の家が売れ るまで は経済的に も責

任 を負 うことになっていた。これ らの住宅は,

大 学か ら車 で約10分 の閑静 な住宅街(コ ペ ン

ハ ーゲ ン郊 外で も高級 な住宅地 と思われ る)

の 一画 に建 設 されてお り,現 在 は既 に6戸 と

も入居済みであ る。

各住宅の仕様,シ ステムを表3に 示す。省

エネル ギーの基本は何よ りもまず断熱 とい う

ことで,各 戸 とも徹底 的に断熱性が追求 され
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表3 6戸 の 省エ ネルギー住宅 の仕様,シ ステム(デ ンマ ー ク)

一

住宅
規 模
デザイ ン 構 造 ・断 熱 窓

暖 房
システム 換 気 給 湯

一
床 一土間床 選択透過型 電気式表面 全室吹出 コ ン トロー ル ヒー トポ ンプ付電気ボ

A

平屋建

125㎡

M.W.100mm

C.C.200mm

基 礎 一両 面 断 熱

外 壁 一 レ ンガ,木 仕上 げ

M.W.200mm

複層 ガ ラス 暖房 システ

ム
聴 れ(釜:::擁接
吸引一浴室,台 所

〆第1段 …熱

交換器

熱回収 一(プ レー ト型)
第2段 …空

イラー

ヒー トポ ンプ熱源一

小屋 裏暖気

G。C.100mm k対 空 ピー
天 井 一M.W.380mm トポ ンプ

プ レハ ブ パ ネル ー 床, 3重 ガ ラス 低温輻射暖 全室吹 出コ ン トロー ル ヒー トポ ンプ付電気 ボ

壁,天 井 房 サプライー輻射 器の背 イ ラ ー

床 一M,W.300mm ・ヒー トポ 後

平屋建
外壁 一内断 熱 レンガ ンプ シ ス 熱回収一(A棟 と同 じ)

M.W.250mm テ ム

B 140㎡ 天 井 一M。W.400mm ・熱源一地

中

(南庭 に180

mの プラス

チ ッ クチ ュ

一 ブ)

135㎡ 床 一土間床 Fix窓 一3 低温床暖房 全室吹出 コ ン トロー ル ヒー トポ ンプ付電気 ボ
・G .F.

121m'
M.W。50mm 重 ガラスの ・電気式 吸 引一浴室,台 所 イ ラ ー

(居住 面積) C.C.200mm 外 に開閉の ・補助熱源 熱回収一(A棟 と同 じ) ●プ レヒ ー トー ソ ー ラ

C ・小屋裏 壁一軸組 レンガ,プ 単板 一 コ レ ク コ レクター用蓄熱 タ
14㎡

屋 根 一南,

北 面45。 傾

ラ イ ウ ツ ド

M.W.240mm

開閉窓 一3

重 ガラス

ター(20

㎡)

ンク(1800の 中 に

1504の 給 湯 用 タン ク

斜 天 井 一M.W,400mm

床一土間床 複層 ガ ラス 石油焚ボイ 全室吹出 コ ン トロー ル 石油焚 ボイ ラーユニ ッ

M.W.100mm 夜間断熱シ ラー か らの 吸引 一2つ の浴室,台 ト

C.C.200mm ヤ ッタ ー 温風 所 ・プ レ ヒー トー9m2の

平屋建
基 礎 一2重G.C.

ウ レタ ンフ ォー ム

(サイ ドヒ

ンジ式)

熱回収 一プ レー ト型熱

交換 器

コ レ ク ター,5004貯

湯 槽

D 139㎡ 130mm ・加熱順序

外 壁 一150mmG.Cの 中 1.使 用後 給湯水 から

間 に の熱回収

M.W.200mm 2.コ レ ク ター貝宇湯 †曹

小屋裏断熱 一M.W。 で の プ レ ヒー ト

400mm 3.ボ イ ラ ー ユ ニ ッ ト

平屋建 床 一土間床 選択透過型 電気式温風 (D棟 と同 じ) 電気 ボイ ラー

130㎡ M.W.300mm 複層 ガ ラス ヒ ー タ ー

(セ ン ター 外壁一軸組,木 仕上 夜間断熱シ ・補助熱源

基礎部 に10 M.W.300mm ヤ ッタ ー
一 ダ イ レ

E m'の 岩石蓄 内壁一2重 プ ラス ター (サイ ドヒ ク トゲ イ

熱) ボ ー ド ンジ式) ンによる

小屋裏断熱 一M.W. (北窓 一小 岩石蓄熱
400mm 東,西,南

窓 一大)

プ レキ ャ ス トコ ン ク リ (窓は全 て 低温床暖房 (D棟 と同 じ) ガス焚 ボイラー
一 トパ ネ ル

南面 と し, (温水式) ●プ レ ヒ ー トー ソ ー ラ

/外80mmコ ン ク ドアの機能) ・ガス焚ボ 一 コ レ ク ター 用 蓄 熱

F

2階 建

88m零 ×2

リー ト

壁 一 中200mmM.W.内
120mmコ ン ク

kリ ー ト

3重 ガ ラス,

プ ラ ス チ ッ

クサ ッ シ

イ ラー

・補 助 熱 源

一20㎡ コ

タ ン ク(15002)中

に2002の 給 湯 タ ン

ク

床 一M.W.200mm 自動式夜聞 レ ク ター

フ ラ ッ ト天 井 一M.W. 断熱 シ ヤツ

300mm タ ー(ス ラ

イ ド式)

注)M.W.ミ ネ ラ ル ウ ー ル,C.C.発 泡硬 質 レ ン ガ,G.C.:発 泡 コ ン ク リー ト
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ている。暖房と給湯が同 じシステムになって

いる例,廃 熱回収 システムの例など,各 需要

用途の詳細な負荷割合は判明 しないが,住 宅

全体での熱利用システムを考える上で参考とな

ろう。なおデンマークでは暖房期間は8カ 月

で連続運転,平 均気温は冬4。C,夏16℃,年

平均8℃ との事である。

∴嘱 振
熊

写 真1「6戸 の エ ネ ル ギ ー 住 宅 プ ロ ジ ェ ク ト」

で建 て られ た住 宅(デ ン マ ー ク)

1.2超 省 エネルギーハウス実験棟

住宅躯体の断熱の次は気密化 とい うことで,

超断熱,超 気密化(自 然換気回数0.004回/hr)

した実験棟で各種の暖房方式の比較(床 暖房,

電気 ヒーター,温 水管 によるペ リメータ暖房

など)実 験 を行 って いた。換気量は70㎡/hr

(0.5回/hr)で ヒー トポ ンプで熱回収 を行 っ

て いる。

2.ノ ルウ ェー工科大学付属産業科学研究

所(SINTEF)

ノル ウェー工科大学 はオス ロか らほぼ真北

へ飛行機で約 ユ時間の トロンハイム市にある。

こ このSINTEFを 訪 れ,ダ ブ ル シ ェル 住

宅の研究開発状況を視察 した。 トロンハイム

は北緯63.5。,訪 問 日は珍 し く晴 天で あ った

が 日の出が午前ユ0時半頃,日 の入りがユ3時半

頃で太陽は山の端にほんの少 し顔を出す程度

である。ここで研究 されているダブルシェル

構法は,単 に外壁回 りに断熱性を高めるため

の空気層を設けるといった考えではなく,居

住空間としての室内空間と外界との間に擬i似

居住空間(ソ ーラースペース)を 作 り,そ こ

では太陽エネルギーのみを利用することによ

り,住 宅全体 として省エネルギーを達成 しよ

うとす るものである。

2.1実 験 家屋での測定

1977年,ト ロンハイム市のテ ィーホル トで一

連の実験が行われた。間 口2.4mの ノ ルウェー

式平 屋構造 のテス ト棟で,空 調負荷の測定が

行われた。図1に 示すようにA棟 は従来断熱,

B棟 は断熱性能 強化,C棟 は断熱強化 と蓄熱

容量付加型,D棟 はダブル シェル(蓄 熱槽有)

構造であ る。 エネルギー消費量(kWh/㎡ ・

年)は,A棟 で84,Bが39,Dが26(Cは 不

明,但 し,入 手 資料 ではC棟 が最良の結果を

示 したが,D棟 との差 はわずかで あ ったと報

告 されてい る。)で あ った。B,C棟 に 比べ

て断熱仕様が低いに も拘 らず,D棟 の結果が

良か ったので,安 価 な方法で居住 スペースの

回 りにsemiclimateゾ ー ンを作 り,低 温度 に

しか蓄熱 されな い太陽熱 をそ こで うま く利用

で きないか と考えられた。その後2～3の 種 々

の ダブルシェルシステムを経験 し,ハ イムダー

ル のプロ ジェク トでは以下に紹 介す る住宅 を

建設 したとの ことであ った。

2.2ハ イムダール プロジェク ト

14戸 の省 エネル ギー住宅が国 のプ ロジェク

トとして,大 学内の幾つかの研究所 の協力 の

一34一
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下 に,ト ロンハ イム市郊外のハ イムダールに

建 て られ て い る 。SINTEFは そ の 中 心 的

立場 にある。 この内3戸 は,構 造的に ほぼ同

一 の ソー ラーハ ウスであ り
,そ の内2戸 は ダ

ブル シェル住宅であ る(こ の ダブル シェル住

宅の一っ は面会者の グ ンナ シュハ ウグ氏の 自

宅で ある)。1981年 の3月 か ら建設が開始 さ

れ,氏 の 自宅 は82年 の春に完成 した とい うこ

とであった。現在 は14戸 全て入居済みであ る。

14戸 の家 には暖房,熱 回収等につ きさま ざ

まな システムが入ってお り プ ロジェク トは,

① 省 エネル ギー手法の テス トおよびデモ

ンス トレー ション

② コス トの把握

③ 操作の経験 とデ ータ収集

を 目的 と して いる。3戸 の ソーラーハ ウスは

空気式 コレクターシステムの もの,ダ ブル シェ

ルで床下蓄熱,自 然循環方 式の もの(ア メ リ

カタイプ),ダ ブル シ ェルで土 中 長期 蓄熱,

強 制猶環方式 もの(氏 の自宅,図2,写 真2

参 照)で あ る。 アメ リカ タイプは循 環力が弱

く,径 路の必要巾が広すぎるとの事であった。

今後色 々な計測,分 析を行 う予定 であ るが,

居 住者が省 エネルギ ー手法 を生活 ス タイル と

して使 いこなせない面 もあ り,評 価 は難 しい

写真2ダ ブル シ ェル 住 宅 外 観

(ハ イ ム ダ ール プ ロ ジ ェ ク ト)

霧

、7

へ
漉

畔
噸
　
割

写 真3ト ロ ンハ イム に あ る文 系 大 学

の ガ ラス に よ る人 工 空 間

(個 々 の建 物 を お お って,semi-

cヱimateゾ ー ンを作 って い る 。)

問題 である とこぼ して いた。

3.ラ ン ドシ ュ トゥ ー ル

ー 村 プ ロ ジ ェ ク ト

パ ッシブソーラ

ドイツ中部 の都市 マ ンハ イムか ら西へ約60

km,カ イゼルスローテ ンの西にランドシュ トゥ

ール の街が あ る
。小 さな町 であ るがNATO

の空 軍基地が あ り,米 軍関係者 が約1万 人住

んでいるとい う話であ った。 ソーラー村建設

予定地 は市街 を少 し離れ た丘 陵地 であ る。

3,1プ ロ ジェク トの背景

ドイッでは住宅の形や色について,国,州,

町,地 区の レベルで たいへん多 くの規制が あ

り,自 由にソー ラーハ ウスを建 て ることは難

しか った。そのため石炭 ・石油 ボイ ラー ヒー

テ ィングか らソーラー暖房への転換 の可能性

を検討す るのに,ソ ーラーシステムに合 った

建築様式 を確立す る必要があ った。特 にパ ッ

一36一



●℃

e・1:●

シブ建築 は家全体が技術複合体 とな るので,

今 までの建築,暖 房 システムとの違 いを 目で

見ては っき りさせ ることが重要であ った。 こ

のプ ロジェク トは西 ドイツ連邦研究省の プロ

ジェク トであるが,実 際の業務は フラウンホー

ファー システム技術研究所(ISI)が 行 っ

ている。

ドイツで も一生 に一度持家を建設す ること

が多 く,自 分の好みや景観 との調和 を重要視

す る。一般 に家 を建て る際の手順 は,ま ず土

地 を購 入 して建築士 に自分の希望 プラ ンを説

明 し,設 計 を依頼す る。建築 申請が許可 され

ると建築,設 備,電 気工事 を別途発 注 し,入

札が行われ る。工事管理は建築士が行 う。メー

カーが モデルプラ ンを提示す る方 法は,ド イ

ツで は受 け入れ られな いようで(メ ーカ ー主

導の建売 り分譲 は12～15%の シ ェア),オ ー

ナーの意向が強 く,し たが って,ソ ーラーシ

ステムにつ いて,ど ういった観点 で受 け入れ

る人が いるのか,ま た どう して反対 す るのか

調べ ることが,そ の普及 に当 って重要 な課題

となって いる。 なお,1～2世 帯住 宅で,暖

房費は生活費の約28%を 占めてい るとい うこ

とであ った 。

3.2目 的

住宅建 築希望者や建築 士,関 連技術者 を対

象 と して,

① ソーラー住 宅のデモ ンス トレーシ ョン

② 情報 提供:エ ネルギ ー節約,利 用 シス

テム技 術な ど

③ ソーラー住宅受け入れ条件の調査:ソ ー

ラーハ ウスを建 て る理 由,建 てない理

由

を 目的 とす るものであ る。個 人が ソー ラーハ

ウスを導 入す る きっか けは,1)規 則,2)補

助 金,3)情 報 があ るが,ド イ ツ人 の性格 か

らは情報 を与 える ことが重要 なのだ とい う説

明であ った。

3.3経 過

1979年 に設計 コンペがあ り,著 名な8人 の

教授 の指導 の下で,そ れ ぞれ6戸 の ソーラー

住宅が設計 され た。計48例 の設計案 にっ き,

建 築家,エ ンジニア,州 政府か ら成 る16人 の

委員会で21例 の 入選作が選ばれた。丁度その

頃,ラ ン ドシュ トゥール で5年 計画 で240戸

の住宅 を建設す る計画があ り,こ の地区では

あま り規制が な く,気 象条件 も一般的であ っ

たので(日 照時間1700～1800hr/年),こ こ

を対象 として ソー ラー住宅の施主を募集す る

こになった。当初 は240戸 の 内60戸 の ソーラー

住宅 を建て るのが 目標で,1戸 当 り2万 ～4

万 マルク(約2百 万～4百 万円)の 補助金 が

出 され る予定で あった。多 くのパ ッシブ技術

が組み込 まれ た入選 モデルをそのまま客に奨

め るので はな く,ア ブス トラク トな概念,考

え方を説明す る方法が と られた。

と ころが ここ2～3年 極端な住 宅不況で,

240戸 の 計画が この2年 間で た った4戸 しか

懲 嬬

写真4入 選作につきモデルで説明を受ける

(ラ ンドシュ トゥール)
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施主を決定で きず,計 画は大 巾に修正 せざる

を得ない状況 とな ってい る。 この4戸 の うち

1戸 が ソー ラー住宅で,現 在 建設 中であ り,

最 終的 には15戸 ぐらいの ソーラー住 宅が建 設

され るであ ろうと予想 されている。

3.4そ の他一西 ドイツの住宅事情一

住宅総数は約2,200万 戸 で年間着工戸数 は,

24万 ～30万 戸(景 気のよい年は40万 戸にもな っ

た)で その内約40%が 戸 建て というのが平均

的で あ った。 それが1981年 には15万 戸/年 ま

で激減 し,1982年1月 ～9月 の間に倒産 した

住宅会社は西 ドイツ全体で 約2,000社 に 及 ん

だ との ことで ある。

住宅 の建設費 は自分で建て た場合,敷 地面

積290～1,200㎡ 位 で 約3千 万 円～1億 円で

あ るが,ソ ーラー住宅 につ いて は,新 築,改

造 を問 わず その システムコス ト(屋 根,窓,

コ レクター ,ポ ンプ類等)の25%ま で の政府

補助制度(最 高12,000マ ル ク/戸)が ある。

政府 は ここ4年 間で4,800億 円 の予 算 を用 意

したが,古 くな った窓の2重 化 など単純 な部

材 改造にあて られ,ソ ー ラー住宅の 目的か ら

はほど遠い結果 に終るものが多いそ うである。

4.ナ ン デ ィ ・パ ッ シブ ソ ー ラ ー 村 プ ロ ジ ェ

ク ト

ナ ンディはパ リか ら南へ車 で約1時 間の と

ころであ る。広大な農地 の中に忽然 とニ ュー

タウ ンが現われ る。1990年 に は人口50万 人の

新都市 にす る計画 との ことであるが,そ の一

画 にソーラー住 宅が20戸 建設 されている。 フ

ランスエネルギ ー庁(A.F.M.E)の プ ロ

ジェク トで建て られた もので,現 在売 り出 し

中 で あ る。A.F.M.EはCOMES(太 陽 エ

ネルギー庁)とAEE(省 エネルギ ー庁)が

統合 ・合体 して1982年5月 に発足 した政府機

関である。エネルギー政策 に関連 して,太 陽,

風 力,バ イオマス,土 壌熱,廃 熱等 のエネル

ギー開発 マネ ジメ ン トを行 ってい る。

4.1プ ロジェク トの背景と目的

フランスでは数年前 まで ソーラー住 宅は亀。

価 であ ると言われていたが,こ の プロジェク

トは一般の人でも購入できるような安価な ソー

ラー住 宅を建設 し,効 果 を実証す ることによ

り,ソ ーラー住 宅の普及促進 を図 ることを 目

的 と してい る。 ソー ラー関係のオ ーバ ーコス

トは3万 フラン(約120万 円,通 常建 設費 よ

り約10%高 い)で お さまるよ う計画 され た。

ソーラーによ るエネルギー代替量 もコ ンペの

対象 とな ってい る。 フランスで は一般 に暖房

エネルギ ー量の35～60%が ソ ー ラーで まか な

うことがで きるとい うことで ある。

4.2経 過と内客

当初COMESが 設計コンペを行 った。著

名な建築家と高級官僚が審査を行い,20例 を

採用 して,こ れを1つ の建設会社がナンディ

に建設 して売り出 した。技術的にはどの建設

轟 舞 野叢熱
響輪 弟
,
浬
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写 真5ナ ンデ ィの ソ ー ラ ー 住 宅(1)
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写真5ナ ンディのソーラー住宅(2)

会 社 で もよか ったが1社 にまかせた方が安 く

な るとい うね らいが あ った。建て られて1年

半(1982年 の7月 まで)は 一般 に公開 され,

そ の後売 り出 され たが(8月 か ら公開中止),

この間の銀行利子 は政府が負担 した との こと

である。

これ らソー ラー住宅の基本 タイプは,1)

南 面 窓を大 き くす る,2)天 井 採光,3)サ

ンル ーム(外 側張 出 し),4)サ ンル ーム と

トロンブ壁設置,5)温 風 ・温水 コ レクタ ー

の設 置の5種 類で あ り,住 宅 デザ イ ンによ り

これ らを組み合せて活用 して いる。

熱損 失係 数 は0.8W/㎡OC(約2.1kcal/

㎡hr℃ ぐ らいに相 当か)程 度 との ことであ る

が,プ ラスチ ック製 サ ッシ,夜 間断熱 シャ ッ

ターなどの工夫がみ られ た。

訪 問 日は霧が降 りて くるような底冷えのす

る寒々 しい 日で,し か も冬 はこう した 日が多

い との ことで,夏 はと もか くコ レクターやサ

ンルームの使用勝手 はどんな ものか と思われ

た。

4.3そ の 他

フランスの住宅総数 は約2,000万 戸 で年 間

着工数 は35万 戸(戸 建,共 同約半々)程 度 で

あ る。断熱性能 は新築の ものはナ ンデ ィと同

じ0.8W/㎡ ℃ ぐらいあ るが,一 般住宅 は1.5

～2 .OW/㎡OCで 省 エネ ルギ ー性 能 はあ ま り

良 くない。

政府 は ソー ラー普 及の ため の補助 と して

5,000戸 分の予算をだす決定を している(5,000

戸 以 上 は補助必要 な しとの こ と)。 全建 設 費

の内 ソー ラー関係 のオーバ ーコス トに対 して

7%の 低利 融資,設 備費 に対 して3,500フ ラ

ンの補助,ま た ソー ラー住宅を建て ると8,00

0フ ラ ンの税金還元な どの特典 が あ る。1990

年 に は50万 戸 の ソー ラー住宅 を建設す る目標

がたて られている。

フランスのガ ソ リン価格 は4フ ラ ン/2で

日本 とあま りかわ らないが,そ の内1.0～1.2

サ ンチ ーム(約0.4～0.6円)が ソー ラーの

研究 開発費 にあて られて お り,今 の と ころ予

算が減 るよ うな ことはないそうで ある。

建 築家 の間では ソー ラー技術の知識収得に

対 するニーズが大 き く,AFMEは 講 習会,

シ ミュ レー シ ョン用 のマイコ ンプログ ラムの

借 出 し,TV・ 雑誌等での宣伝 などを通 じて,

ソー ラー住宅 の普及促進 に力を入れて いる。

現在,低 開発国 向けの非常 に安 いソーラー

住 宅の設計 コンペを計画 して いるとの ことで

あ った。

5.ソ ーラー建築 国際会議

AFMEの 主 催で カ ンヌにお いて,1982年

12月13～16日 に わた って行われ た。参加者 は

欧州 を中心 に約250名 で,発 表 は分野 毎 に4

～6件 程度 にま とめ られ ,1件 約20分 で スラ

イ ド中心に行 われていた。内容 は,概 して理

論解析 は少 な く,実 務家的な建築作品の紹介

が多か った。 こうした傾向 も実務 にたず さわ

一39一



る建築家層のソーラー建築に対する関心の高

さを反映 したものといえよう。

お わ り に

以上,訪 問 した欧州4力 国のパ ッシブソー

ラー技術開発 につ いて,そ れぞれの国で行わ

れているプ ロジェク トを中心 にその概要を報

告 した。 ソー ラー住宅の普及については各 国

とも力 を注 いで いるが,プ ロジェク トの進 め

方にも国柄がでており興味深かった。パ ッシ

ブ技術が住宅の熱的性能(主 とし省エネルギー

性能であるが)向 上の方策として,住 宅設計

思想そのものに無理なく溶け込んでいるとい

うのが全体の印象であった。今後わが国でも

こうした視点を含めて,パ ッシブソーラー住

宅の普及に努めてゆく必要があろう。(と も

ざわ たか し 前主任研究員,現 在,大 成建

設(株)技 術 開 発部)

嘲

咽

一40一



))網

似②

研究所のうごき

(昭 和58年1月1日 ～3月31日)

◇ 理事会開催

第13回 理事会

日 時:3月29日(火)12:00～13:30

場 所:経 団連会館(9階)901号 室

議 題:

(1)昭 和58事 業年度計画及び収支予算について

② 昭和58年 度運営費借入について

(3)理 事の一部改選について

(4)そ の他

◇ 企画委員会開催

第25回 企画委員会

日 時:2月17日(木)10:00～12:00

場 所:当 研究所第2会 議室

議 題:

(1)昭 年58年 度 エネルギー関連予算の概要につい

て

(2)韓 国及びASEAN諸 国の原子力開発の現状

について

◇ 主 なで きごと

1月12日(水)「 海洋地熱」第3回 委員会開催

18日(火)「 燃料電池エネルギーシステム」

第3回 委員会開催

19日(水)「 石油製品需給不均衡解消に関する

フィージビリティ調査」第6回 アス

ファル ト委員会開催

20日(木)「 プルサーマル」第2回 委員会開催

24日(月)「 電気エネルギー貯蔵技術調査並び

にフィージビリティスタディ,超 電

導電力貯蔵検討会」第5回 委員会開

催

26日(水)rLNG施 設総合技術調査研究会」

開催(第4回)

「FBR実 用化」第7回 委員会開催

「メタノール環境安全性検討」委員

会開催

2月 ユ日(火)「 原子力プラント運転の信頼性に関

する研究会」開催(第27回)

2日(水)「 環境評価モデル調査」第4回 委員

会開催

3日(木)「 バイオマス」第4回 委員会開催

8日(火)「 中小型軽水炉構想設計 ・経済性検

討」第4回 委員会開催

10日(木)「 石油製品需給不均衡解消に関する

フィージビリティ調査」第5回 ナフ

サ委員会開催

「電気エネルギー貯蔵技術調査並び

にフィージビリティスタディ,超 電

導電力貯蔵検討会」第6回 委員会開

催

16日(水)「 プルサーマル」第3回 委員会開催

17日(木)第25回 企 画委員会開催

「エネルギー技術国際比較」第1回

委員会開催

21日(月)「 メタノール利用可能性調査検討」

第1回 委員会開催

23日(水)「LNG施 設総合技術調査研究会」

開催(第5回)

24日(木)「 新技術研究開発基礎調査検討」第

3回 委員会開催

「海洋地熱」第4回 委員会開催

「ウラン濃縮関連技術並びにシステ

ム調査」委員会開催

25日(金)「FBR実 用 化」第8回 委員会開催

26日(土)新 事務所(港 区新橋)に 移転

3月2El(水)「 環境評価モデル調査」第5回 委員

会開催

「メタノール環境安全性検討」委員

会開催

4日(金)「 燃料電池エネルギーシステム」第

4回 委員会開催

7日(月)「 電気エネルギー貯蔵技術調査並び

にフィージビリティスタディ、超電

導電力貯蔵検討会」第7回 委員会開

催

9日(水)「 中小型軽水炉構想設計 ・経済性検

討」第5回 委員会開催

11日(金)「 廃炉技術基準等確立調査」第2回

委員会開催

14日(月)「 電気エネルギー貯蔵技術調査並び

にフィ』ジビリティスタディ、超電

導電力貯蔵検討会」第8回 委員会開

催

「エネルギー技術国際比較」第2回

委員会開催
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3月15日(火)「 プルサーマル」第4回 委員会開催

23日(水)「 バイオマス」第5回 委員会開催

24日(木)「 プルサーマル」第5回 委員会開催

25日(金)「 海洋地熱」第5回 委員会開催

28日(月)「 石油製品需給不均衡解消に関する

フィージビリティ調査」第7回 アス

ファル ト委員会開催

29日(火)「 メタノール環境安全性検討」委員

会開催

31日(木)「 原子力プラント運転の信頼性に関

する研究会」開催(第28回)

◇ 人 事 異 動

03月31日 付

(退 職)

総 務 部 伊 藤
主任研究員 友 沢

せっ子(依 願退職)

孝(出 向解除)

◇ そ の 他

外国出張

ω 桑原脩主管研究員及び善岡卓夫,竹 下宗一両

主任研究員は、 「新エネルギー(石 炭液化,石 炭

ガス化,太 陽熱発電,等)の 開発状況並びにプロ

ジェクトの今後の方向性を探るための米国の状況

調査」のため,1月23日 か ら同月30日 の間,米 国

に出張 した。

② 室田健次主管研究員は,「 アジァ環太平洋地域

原子力発電会議に出席」のため,1月23日 か ら同

月30日 の間,米 国に出張した。

(3)行 松保則主任研究員は,「 東南アジア諸国のバ

イオマス資源によるアルコール生産に関する調

査を行なうことにより,わ が国の燃料アルコール

政策に資する」ため,2月28日 か ら3月16日 の

間,イ ンドネシア及びシンガポールに出張した。
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◇ 巻頭言

挨拶

第1巻 ～第5巻

土光 敏夫

河本 敏夫

(1978。10～1983.

巻 ㈲ 頁

1(1)1

1(1)2

用)

総 目 次

1)

祝辞

エネルギー総合工学研

究所の発足に当って……山本 寛

昭和54年 年頭にあたっ

て

エネルギー資源 と技術

開発

1(1)3

山本 寛1(2)1

生 田 豊朗2(1)1

エ ネルギー技術戦略確

立をめざして 武田 康

流体エネルギー資源開

発の技術開発課題に

ついて

年頭所感

エネルギー問題 と温故

知新

2(2)1

平 川 誠 一2(3)1

山 本 寛2(4)i

トレン ド型思考からの

脱却

椹 木 義 一3(!)1

エネルギーの総合的有

効利用

百田 恒夫3(2)1

年頭 の ご挨拶

脱石油 と創エネルギー……奥村

エネルギー技術開発に

おけ る目標設定 関根 泰次

エ ネルギーの有効化に

ついて

本

堀

山

簗瀬

原子力発電の研究開発……飯田

エ ネルギー新情勢 と研

郎

寛

雄

一

虎

究開発

3(3)1

3(4)1

4(1)1

4(2)1

文 雄4(4)1

孝 三5(1)1

カロリーか らジュール

へ(国 際単位系の採

大 島 恵 一5(2)1

巻(粉頁

朝永 良夫5(4)1

◇ エ ネルギー総合工学シンポジウム特集

第1回 エネルギー総合

工学 シンポジウム(特 集)4(3)

一 ローカルエ ネル ギー

開発への期待 とその課題一

開会のあいさつ…… 所長 山本 寛………1

研究所の活動状況報告

専務理事 武田 康………3

〔研究報告1〕v一 カル

エネルギーの開発利

用の可能性

一一エネルギー新時代

におけるその役割は

何か一………主任研究員 安元 伸司………7

〔研究報告2〕 ローカル

エネルギーとしての

アル コール

ーバイオマスか らの

アルコール生産一………

主任研究員 高倉 毅………21

〔パ ネル討論〕ローカル

エネルギー開発への

一43-一

期待とその課題

座長

再繋 講響 受秋山
パネリス ト

地熱開発の立場か ら……

(財)撫蘇 論 鰻 地 青崎

ソーラー利用開発の

守

毅

31



立場から

(社)願撫 譲 鹸 吉川栄一郎

バイオマ ス開発の立

場から

(財)蕪祷義 羅 傭 嶺 徳山 文武

中,小 水力開発の立

場から

群馬県企業管理者 福 田甲子男

地域全般的な立場か

ら 塵鞭 蘂 松村 博久

広く社会全般的な立

場から・一 離蕪 聞 中村 雌

閉会のあいさつ

常務理事 柴田 誠一………60

第2回 エネルギー総

合工学 シンポジウム

(特集)

新 燃料油の将来

く長期エネルギー需給

見通 しを踏まえて〉

開会のあいさつ及び研

究所活動報告…… 所長 山本

〔招待講演1〕 長期エ

ネルギー需給見通 し

について

通商産業省資源エネルギー庁長官官房
総務課エネルギー企画官

雨貝

〔招待講演2〕 新燃料

油の将来

東京大学工学部助教授 吉田

〔研究報告1〕 石炭液

化,オ イルシェール,

オ イルサン ドの開発……

主管研究員 松井

〔研究報告2〕 アルコール

ール燃料への期待………

主管研究員 高倉

〔研究報告3〕 長期エネ

ルギー需給見通 しと

5(3)

寛 … … …1

二 良B・ … 。。…3

邦 夫 … … …16

一 秋 … … …31

考凌 一・・。・…44

一44

新燃料油の位置づけ……

専務理事 武 田

閉会のあいさつ

常務理事 柴田

◇ エネルギー問題一般

エネルギーデー タベー

スにつ いて

エネルギーの価値

IAEに お けるエネル

ギー技術デー タベー

スにつ いて

昭和54年 度予算にみる

エネルギー技術開発

の重点

康 … … …57

誠 一 … … …71

班目 春樹

鈴木 篤之

班目 春樹

岡田

1(1)15

1(1)18

1(2)2

21世 紀か らみた世界エ

ネルギー情勢 国際

応用システム分折研

究所(IIASA)に お け

る研究結果

IEAの エ ネルギー研

究開発概要

泰2(1)2

鈴木 篤之2(2)2

長期 エネルギー需給展

望 を通 して

中橋 一泰2(3)2

昭和55年 度予算にみる

エネルギー技術開発

の重点

大江 康博2(4)26

い わゆるデー タベース

とIAEエ ネルギー技

術デー タベースー筑

波大学島内武彦教授

に き く一

大滝 克彦3(1)2

材 料 デー タベースの考

え方一エネルギー技

術デー タベース材料

技術分科会報告一・…・

「電気事業が直面する

技術開発課題に関す

3(1)21

一 岩 田 修 一3(1)30
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) ウ

る調査研究」の概要

について一UHV送

電導 入の課題 楠山

アメリカにおけるエネ

ルギー情勢の長期分

折一フォー ド財団の

報告書を中心 として一…鈴木

エ ネルギー技術デー タ

ベー ス機械技術分科

会報告

第11回 世 界エネルギー

会議に参加 して

昭和56年 度予算におけ

るエネルギー研究開

藤 一3(2)16

篤之3(3)2

発

成合 英樹3(3)14

楠 山 藤 一3(4)10

昭和56年 度予算にみる

通商産業省のエネル

ギー技術開発の重点・・

これか らのエネルギー

問題

石田 寛人4(1)2

・・横 山 勝 雄i4(1)10

エネルギー技術デー タ

ハ ン ドブ ック 「石炭

技術編(第 一次版)」

を発行 して

大江 康博4(1)31

デ ー タベースに関する

米国の現状をかいま

みる

古沢 健彦4(2)20

昭 和57年 度 予算におけ

るエ ネルギー研究開

発の概要

王狂 目 春 榿古4(4)15

昭和57年 度予算にみる

通商産業省のエネル

ギー技術開発の重点・・

代替エ ネルギー を中心

とした国際研究協力

の現状

井上 市郎5(1)2

・土 井 哲5(1)9

エ ネルギー問題 とわが

国経済

山本 敏明5(1)20

田島 敏 弘5(4)1

◇ 原子力関連

海水ウラン研究を中心

とした最近の中国事

由
目

ラスムセン報告 をめ ぐ

る最近の話題

ENC'79+FORATOM

皿 に参加 して

高レベル放射性廃棄物

処分に関する研究開

発の各国の動向

地質学的事象の発生頻

度の考え方 高レベ

ル放射性廃棄物の地

層処分の リスク解折

に関連 して

菅 野 昌i義1(2)13

近藤 駿介

石上 イ牟

徳下 善孝

2(1)21

2(2)11

2(2)17

「原子力プラン ト運転

の信頼性に関する研

究会」昭和53年 度活

動概況

小坂 和夫2(2)27

ANSの トピカル ミー

テ ィング(54年9月

開催)に 参加 して・…

西独における核熱産業

利用の開発について・・

「放射性廃棄物の管理

と処分に関す る第1

回EC会 議」参加報

止

時枝 茂治2(2)32

・鳥 飼 欣一

・伊 藤 正 己

徳下 善孝

2(4)20

3(2)32

口

中小型炉をめ ぐるヨー

ロッパの動向

欧米における廃炉研究

の動向

近藤 駿介

3(3)32

4(2)12

OECD/NEAお よびUS

DOE共 同主催の 「地

層処分場近傍の現象

に関する作業部会」

に出席 して

西沢 靖雄4(4)23

黄 明彰4(4)29
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原子炉の熱利用 横 山 二郎5(4)28

高速 増殖炉開発の動向

について一海外調査

か ら 一

◇ 化石燃料関連

欧米の重質油処理技術

を視察して

山本 彬夫5(4)38

山本 寛1(2)7

石炭利用技術欧米視察

記 城塚

石炭利用技術開発への

提言

正2(1)12

重質油問題の背景と対

応

古沢 健彦2(1)16

原 油価格 シ ミュレーシ

ョン モデルー計量

経済学的な一つの試

み

平野 稔幸2(3)15

佐和 隆光3(2)2

LNG6(京 都)に 参

加 して 原田 春洋3(2)26

石 油連盟 「アル コール

混合ガソリン海外調

査」に参加 して 平野 稔幸

重質油対策技術に関す

る海外調査について・一 ・太田 佳宏

石炭利用 を中心 とする

技術開発上のい くつ

かの問題

3(3)23

3(4)21

米国におけるアスファ

ル トガス化コンバイ

ン ドサ イクル発電…・・

エネルギーセキュ リテ

ィ確保か らみた日本

における石油を中心

としたエネルギー産

業の対応

山本 寛4(2)2

・・片 山優 久 雄5(1)28

「メ タ コー ル ・メ タ ノ

ー ル 研 究 会 」 海 外 調

岩井龍太郎5(2)21

ジ

南

ア

・

一

ア

て

二

し

ア

加

セ

参

オ

に

・

査

ア

ア班一 菅 野 一 郎5(2)28

◇ 新 ・再生エネルギー関連

燃料用アルコールその

生産を中心 として・・…

国産新エネルギー開発

の展望 と課題:地 熱・・

国産新エネルギー開発

の展望 と課題:太 陽

エネルギー

ロー カル ・エ ネルギー

・システムのケース

・スタデ ィー鹿児島

県国分市 をモデル と

した場合一

アルコール燃料に関す

る海外調査参加記(1)

一 イ ン ドネシアー・・…

アルコール燃料に関す

る海外調査参加記(II)

一 ブ ラ ジ ル と米 甲 一 ・・

イン ドネシアにおける

アル コール燃料政策

と最近の石油事情に

ついて

・… 高 倉 毅2(3)27

・… 川 口 幸 男2(4)2

並 河 良 一2(4)13

松 村 博 久3(1)12

… ・高 倉 毅3(4)31

… ・松 井 一 秋3(4)38

「米国 ソーラシステム

調査団」に参加 して

一 自然エネルギーパ

ッシブ利用技術調査・・

新エネルギー開発の課

題

小 杉 英 一4(1)22

・… 田 中 敏 雄4(2)29

水力開発と今後の技術

的課題

武田 康4(4)2

自然エネルギー利用住

宅システム技術の開

発

大滝 克彦5(2)2
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わが国のソフ トエネル

ギー開発の現状 と課

題一太陽,風 力,海

洋エネルギーについ

て 一

◇ その他

エネルギー総合工学研

究所の長期構想

エネルギー総合工学研

究所設立の趣意,そ

長谷川正悟5(4)17

大 島 恵 一1(1)4

の経緯 と当面の事業

計画について

新 しい研究所の特質・…

研究開発の リスク分析・一 ・

研究開発の リスク分析

(2)

田

藤

藤

武

近

近

康1(!)7

駿 介1(1)1!

駿 介3(2)9

技術開発の経済学一最

適投資配分並びに資

金調達 ・コス ト負担

の論理 を中心 として

一

近藤 駿介3(3)8

中村 貢3(4)2
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